
鋼橋の劣化機構検討部会
報告書
Japan Steel Bridge Engineering Association

令和4年3月
TECHNICAL REPORT /No.087

鋼橋技術研究会



まえがき 

 

高度経済成長時代に施工された鋼橋は建設当時の耐用年数と言われている 50 年が経過しており，腐食や

疲労による経年劣化を受けている．そこで診断士や点検技師等の資格等が整備され，5 年ごとの近接目視点

検が義務付けられるようになってきている．このような詳細調査を受けて，種々の変状や課題が浮き彫りに

なってきており，その内容を調査分析して整理することが必要であると考えられる．このような状況を受け

て，2017 年度に鋼橋技術研究会に鋼橋の劣化機構検討部会を発足させ，道路橋や鉄道橋の管理者が実際に直

面している劣化等課題に対して，その対策方法の調査検討を実施することとした．具体的には，劣化機構の

調査・評価事例の検討を行って，腐食した鋼材の残存板厚計測と耐荷力評価方法に関する検討を行った．ま

た，橋梁の照査荷重の在り方，リダンダンシーならびに鋼桁の疲労損傷が発生しやすい箇所についての検討

を実施した． 

初年度，部会外部の研究権威の方々や道路や・鉄道管理者の部会員より，劣化事例や検討事例等の紹介を

行って頂き，全体部会で方針を協議した．そのうえで，2018 年度より，第 1WG では劣化機構の調査・評価

事例の検討を実施し，第 2WG では落橋事例調査，照査荷重およびリダンダンシーならびに鋼桁の疲労につ

いて検討を行うこととした． 

第 1WG の活動では，支間長 15m を超える高架橋や河川上や山間部の橋梁等で，昭和 30 年代から 50 年代

の高度経済成長時代に建設された鋼橋がどのような劣化を受け，その調査結果から床版取替え等の大規模更

新もしくは補修・補強工事の診断がどのようにくだされたのか，これらの事例を整理することとした．部会

全体で，関係各所から情報収集を行い，その情報共有化のための会議や現場見学を中心に行った．その後，

収集された情報を元に，劣化部位別の状況調査結果を整理し，その劣化が耐荷力に与える影響や劣化進行の

影響等を検討した．具体的には，各管理会社の点検内容についての比較，点検時における要注意箇所，およ

び点検後の診断手法の整理等を実施した．また，解析による評価事例や，その際の荷重と制限値の考え方を

整理し，引張，曲げ，せん断等を受ける鋼部材の腐食劣化評価式の検討を行った． 

第 2WG の活動では，落橋事故から見た鋼上部工の維持管理手法等の検討，現代の落橋事故の特徴に関す

る考察，および落橋記録の分類評価に基づく原因と予防手法に関する考察をまとめた．また，既設鋼橋の耐

荷力評価のため，昭和 39 年道示の設計荷重である TL-20 荷重，現行道示に規定されている B 活荷重，既設

橋梁の設計荷重として比較的よく使用される B 活荷重レーン載荷荷重，車両総重量 99ｔのトラッククレーン

１台の荷重を用いて，鋼桁格子解析による発生応力の比較を行い，荷重の違いによる差異を検討した．さら

に，鋼桁橋面外ガセット溶接継手の疲労損傷に関して，FEM 解析と格子解析の比較を行い，荷重の偏載荷の

影響等を明らかにした． 

2020 年度からは，技術委員会でのご意見等に基づき，特別研究として腐食した鋼材の残存板厚計測と耐荷

力評価方法に関する試験を第１WG で実施することとなった．部会内で検討を行っている腐食した鋼構造物

の評価方法を検討する目的で行っており，実際に腐食した鋼材を用いて残存板厚計測，評価式による耐荷力

評価等の検討を行っている．残存板厚の計測については多数開発されている 3D レーザースキャナーを数種

類試用し，これらを実際に比較することで，その精度，実橋計測時の注意点，および有効な活用法について

の提案をまとめた．また，近年開発されている極低周波渦電流探傷法（ELECT）についても試適用を実施し

ている． 

1990 年に「スパイクタイヤ粉じんの発生の防止に関する法律」が公布されて以来，道路凍結防止剤が大量



に散布されるようになり，コンクリート床版の上面からの劣化が著しくなり，また伸縮装置周辺や排水装置

からの漏水により，鋼桁端部等の腐食が顕在化するようになってきている．また，道路交通車両の大型化や

過積載車両の走行等，疲労破壊の進行が顕著となり，鋼桁，鋼製橋脚，鋼床版橋等の疲労損傷事例は増加の

一途を辿っている． 

このような状況において，本報告書で記載した事項は，上述のとおり多岐にわたっているものの，系統だ

って十分網羅的に整理できた訳ではない．しかしながら，新たな考え方や新しい計測技術等の情報が記載さ

れている部分等において，道路管理会社，コンサルタント，メンテナンス会社，鋼橋メーカーの維持管理技

術者の方々にとって有益な情報を掲載しており，橋梁の補修・補強，更新事業における貴重な参考資料にな

れば幸いである． 
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第１章 本報告書について 

 

 

鋼橋の劣化機構検討部会では，支間長 15m を超える高架橋や河川上や山間部の橋梁等で，昭和 30 年

代から 50 年代の高度経済成長時代に建設された鋼橋がどのように劣化し，その調査結果から床版取

替えなどの大規模更新もしくは補修・補強工事の診断がくだされたか，これらの事例を整理するため

に，部会全体で関係各所から情報収集を行い，その情報共有化のための会議や現場見学を中心に行っ

た．その後，収集された情報を元に，劣化部位別の状況調査結果を整理し，その劣化が耐荷力に与え

る影響や劣化進行の影響などを検討し，第 1，第 2WG に分かれて報告書をまとめることとした． 

第 1WG では「劣化機構の調査・評価事例の検討」を活動目的とし，主に点検手法や既存の評価式を

使用した耐荷力評価手法の整理を行った． 

また， WG1 内で検討を行っている腐食した鋼構造物の評価方法を検討する目的で，特別研究として，

「腐食した鋼材の残存板厚計測と耐荷力評価方法に関する試験」を行った. 

本試験については実際に腐食した鋼材を用いて腐食箇所の残存板厚計測，評価式による耐荷力評価

及び載荷試験を行うことにより，評価式の適用条件を確認した上で効果的な実橋の簡易評価手法に関

する検討を行った．また，残存板厚の計測については多数開発されている 3D スキャナーを数種類使

用し，これらを実際に比較することで，3D スキャナーの精度や計測時の問題点を確認するとともに，

実橋計測時の注意点や有効な活用法についての提案を行った． 
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第２章 点検 

 

 

2.1 はじめに 

・ 構造物における「点検」は，構造物の適切な維持管理（要求性能の確保，経費の削減）を行うために

不可欠である． 

・ 道路橋においては，道路法第 42 条により，すべての道路管理者に「道路橋定期点検要領」に基づく

定期点検が義務化されている． 

・ 鉄道橋においては，「施設及び車両の定期検査に関する告示」（第 2条：線路の定期検査）を受け，各

鉄道会社が定期検査を実施している． 

・ 各管理者（国，地方自治体，高速道路会社，鉄道会社）においては，それぞれの基準に従い点検が実

施されている． 

・ ここでは，各管理者がどのような方法で，どのような項目等に留意して鋼橋の点検を行っているかに

ついての整理を行う． 

・ 具体的には，各管理者の点検基準のうち，国の道路橋の点検基準である「橋梁定期点検要領」（国土

交通省道路局），高速道路橋の点検基準の基である「保全点検要領」（NEXCO 総研），鉄道橋の点検基準

の基である「鉄道構造物維持管理標準・同解説（構造物編）」（鉄道総合技術研究所）について，点検

の頻度，点検の方法，点検結果の判定方法（対象は「腐食」と「き裂」）などについて整理を行う．

なお，本章に使用している図表は．上記の要領及び基準から引用している． 

・ 本章では鉄道橋の点検を，検査と記載している． 
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2.2 道路橋の点検 

2.2.1 点検の頻度 

・ 供用後 2年以内に初回点検を実施し，2 回目以降は，5 年に一度の定期点検を行う． 

・ 構造物完成時に行った検査は初回点検とせず，供用後に初回点検を行う必要がある．（構造物の初期

値の把握のみならず，建設直後では顕在化しない初期損傷の早期発見のため） 

・ 維持管理における点検としては，定期点検の他，通常点検（通常の道路巡回のなかで，主として道路

パトロールカーの車内から目視で構造物に支障や損傷が生じていないかを確認する点検），中間点検

（定期点検を補うために，定期点検の中間年に実施するもので，既設の点検設備や路上や路下からの

目視を基本とした点検），特定点検（特定の事象に特化した点検），異常時点検（地震，台風，集中豪

雨，豪雪などの災害や大きな事故が発生した場合や，通報や日常点検で異常を知った場合，構造物に

予期していなかった異常が発見された場合などに行う点検）がある．（図 2.2.1参照） 

 

 

図 2.2.1 点検の種類と定期点検における対策区分の判定 

 

 

2.2.2 点検の方法 

・ 定期点検については，全ての部材等について近接目視により行うことを基本とし，必要に応じて触診，

打音等の非破壊検査を併用する． 

・ 近接目視と同等の判断が可能であれば，他の方法を検討してもよい． 

 

 

 

 

 

 

点検 

通常点検 

中間点検 

特定点検 

異常時点検 

【対策区分の判定】 

Ａ ：補修を行う必要がない 

Ｂ ：状況に応じて補修を行う必要がある 

Ｃ１：予防保全の観点から、速やかに補修等を行う必要がある 

Ｃ２：橋梁構造の安全性の観点から、速やかに補修等を行う必要がある 

Ｅ１：橋梁構造の安全性の観点から、緊急対応の必要がある 

Ｅ２：その他、緊急対応の必要がある 

Ｍ ：維持工事で対応する必要がある 

Ｓ１：詳細調査の必要がある 

Ｓ２：追跡調査の必要がある 

定期点検 
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2.2.3 点検結果の判定方法 

・ 部材毎に，損傷度について評価を行い，部材毎の損傷度や架設条件等から健全性，対策区分について

判定を行う． 

※橋梁毎に条件が異なるので、部材の損傷度判定と対策区分を直接的に結びつけることはしていな 

い（不可能） 

・ 鋼部材の「腐食」に対する損傷度については，a)損傷の深さ，b）損傷の面積の組合せから，a，b，c，

d，e の 5段階で評価する．（表 2.2.1，表 2.2.2参照） 

・ 鋼部材の「き裂」に対する損傷度は，き裂の有無，き裂の状況（線状，長さ，数）により，a，b，c，

d，e の 5段階で評価する．（表 2.2.3 参照） 

・ 対策区分については，A，B，C1，C2，E1，E2，M，S1，S2 による判定区分で評価する．（図 2.2.1，図

2.2.2参照） 

・ 健全性については，Ⅰ（健全），Ⅱ（予防保全段階），Ⅲ（早期処置段階），Ⅳ（緊急処置段階）の 4

段階にて評価する． 

※各部材単位等の損傷度評価を踏まえて判断する 

※一般的には主要部材に着目し最も厳しい評価で代表させることが可能である 

・ 健全性の診断と対策区分の判定については，独立して行うことが原則であるが，一般的には表 2.2.4

のような対応となる場合が多い． 

 

表 2.2.1 腐食についての評価区分 

区分 一般的状況 備考 

損傷の深さ 損傷の面積

a 損傷なし  

b 小 小  

c 小 大  

d 大 小  

e 大 大  

 

 

表 2.2.2 要因毎の一般的状況 

（a）損傷の深さ 

区分 一般的状況 備考 

大 鋼材表面に著しい膨張が生じている、又は明らかな板厚減少等が視認できる。  

小 錆は表面的であり、著しい板厚減少等は視認できない。  

※錆の状態（層状、孔食など）にかかわらず，板厚減少等の有無によって評価する 

（b）損傷の面積 

区分 一般的状況 備考 

大 着目部分の全体に錆が生じている、又は着目部分に拡がりのある発錆箇所が複数ある。  

小 損傷箇所の面積が小さく局部的である。  

※大小の区分の閾値の目安は 50%である 

※全体とは評価単位である当該要素全体をいう 

例：主桁の場合→端部から第一横構まで等 

格点の場合→当該格点 
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表 2.2.3 き裂についての評価区分 

区分 一般的状況 備考 

a 損傷なし  

b -  

c 断面急変部、溶接接合部などに塗膜われが確認できる。 

き裂が生じているものの、線状でないか、線状であってもその長さが極めて短く、更に数が少ない場

合。 

 

d -  

e 線状のき裂が生じている、又は直下にき裂が生じている疑いを否定できない塗膜われが生じている。  

※塗膜われとは，鋼材のき裂が疑わしいものをいう．長さが極めて短いとは，３mm 未満を一つの判断材料とする． 

 

 

 

 

図 2.2.2 定期点検における対策区分判定の流れ 

 

 

表 2.2.4 健全性と対策区分の一般的な関係 

健全性の診断 対策区分の判定 

Ⅰ（健全） A、B 

Ⅱ（予防保全段階） C1、M 

Ⅲ（早期処置段階） C2 

Ⅳ（緊急処置段階） E1、E2 
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2.2.4 腐食、き裂に対する主な着目部位、損傷状況 

・ 「腐食」に対する主な着目部位，想定される損傷状況は，表 2.2.5 とされている． 

・ 「き裂」に対する主な着目部位，想定される損傷状況は，表 2.2.6 とされている． 

 

表 2.2.5 点検着目部位及び損傷状況（腐食） 

着目箇所 要因 損傷状況（例） 

・桁端部 

・排水装置近傍 

・箱桁や鋼製橋脚内部 

・湿気がこもりやすい箇所 - 

・継手部 

・アーチやトラスの格点部 

・π型ラーメン橋取合い部（脚

添接部、脚と梁の隅角部、梁隅

角部） 

・プレートがボルト結合さ

れた箇所で，塗膜厚が薄く

なる傾向，水はけが悪くな

る場合がある 

- 

・RC 床版等のコンクリート部

材に埋め込まれた鋼製のトラ

ス斜材 

・土砂や水がたまりやすい

箇所 

・変形が拘束され応力集中

しやすい箇所 

コンクリート内部の方が腐食の進行が速く，著しい断面欠損や

き裂を生じている場合がある． 

 

 

 

 

 

 

・鋼アーチ橋のケーブル取付 

 部 

・吊橋のケーブル定着部 

- 

 

吊材やケーブル定着部などで，防食のためにカバー等で覆われ

ている場合に，内部に水が浸入して外観目視では見えない内部

にて腐食が進行することがあり，注意が必要である．特に，さ

や管等で覆われていて異種金属接触腐食が生じている場合進行

が速い． 

 

表 2.2.6 点検着目部位及び損傷状況（き裂） 

着目箇所 要因 損傷状況（例） 

・ソールプレート全面溶接部 

 

・活荷重応力，温度変化に

よる水平カなど繰返し荷

重 

ソールプレート前面は支承機能の損傷により疲労き裂の発生例

は多い． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・桁端切欠きＲ部 

 

・断面急変に伴う，応力集

中 

円弧状に切欠いた形状の場合は，特にこのコｰナｰ部にき裂が生

じやすい． 
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・対傾構取付き垂直補剛材溶接

部 

 

・主桁の相対たわみ差や床

版のたわみなどによる交

番応力 

- 

・主桁ウェブ面外ガセット溶接

部 

- 

 

主桁ウェブに取り付けられた下横構の面外ガセットの端部に発

生するき裂は，主桁ウェブに進展し破断に至るおそれがあるた

め，注意が必要である．特に，疲労強度等級が低い貫通継手（Ｈ

‘）についての注意が重要である． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・主桁下フランジ突合せ溶接部 

 

- 

 

き裂の発生例としては希である．しかし，き裂が発生した場合，

落橋のおそれもある部位であり，注意が必要である． 

 

 

 

 

 

 

 

 

・桁端部の溶接部 板厚減少を伴う腐食が生

じると，部材の耐荷力に低

下 

 

 

 

 

 

 

 

 

・鈑桁の横桁取付部 - 

 

横桁が荷重分配横桁である場合，主部材の接合部として耐荷力

に影響を及ぼす箇所であり，注意が必要である． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・鋼床版部 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

活荷重が直接載荷される

部位 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

疲労き裂の発生事例は多い．構造形式や寸法によるものの，一

般的に発生例が多い部位．（下図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①縦リブの現場突合せ溶接 ②デッキプレートと縦リブのすみ
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肉溶接 ③デッキプレートと横リブのすみ肉溶接 ④デッキプ

レートと垂直補剛材のすみ肉溶接 ⑤コーナープレートの溶接

⑥横リブと縦リブの交差部 ⑦縦リブ端部のすみ肉溶接 ⑧デ

ッキ貫通き裂 

・鋼製橋脚沓座溶接部、鋼製橋

脚隅角部 

- 鋼製の沓座溶接部や鋼製橋脚の隅角部にき裂の発生した事例が

ある． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・縦桁 桁端切欠き部 - 床組としての縦桁は桁端のフランジが切欠かれ，横桁などの補

剛材に取り付けられる構造形式が多く，その切欠きからき裂の

生じることがある．アーチやトラス橋の床組構造に多く見られ

る． 

 

 

 

 

 

 

 

 

・アーチ垂直材根元部 補剛桁とアーチリブの水

平変位差により生じる２

次曲げモーメントの繰返

し（疲労） 

 

 

 

 

 

 

・その他 - 疲労損傷の多い橋梁としては，供用後 10 数年以上経過してい

る，大型車交通量が多い，昭和 31 年又は 39 年道示で設計され

た溶接橋である等の特徴が挙げられる．これらの特徴を有する

橋梁については，特に注意する必要がある．また，補修･補強箇

所においては，補強部材などによって剛性が変化することによ

り，近接部位に新たなき裂の発生する場合もある．構造ディテ

ールの特異な補修･補強部位においても，注意が必要である． 
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2.3 高速道路橋の点検 

2.3.1 点検の頻度 

・ 災害等の異常時や特定の事象に対する点検を除く，一般的な維持管理における点検（保全点検）の種

別としては，①初期点検（構造物等の初期状態を把握するために行うもの），②日常点検（安全な道

路交通を確保し，第三者等被害を未然に防止するため及び構造物の変状発生状況等を日常的に確認す

るもの），③基本点検（管理区間全体の構造物の状態を把握するもの），④詳細点検（構造物の健全性

の把握及び第三者等被害を未然に防止するため，構造物個々の状態を細部にわたり定期的に把握する

もの）に区分されている． 

・ 各種点検の種別，頻度と点検内容を，図 2.3.1 に示す． 

・ 「初期点検」「詳細点検」は，橋梁定期点検要領（国土交通省）の「定期点検」に相当し，同等以上

の頻度（供用開始時に 1 回，以降 1回以上/5 年）で実施されている． 

 

 

 

図 2.3.1 保全点検の種別，頻度及び点検内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

保全点検 

初期点検 

詳細点検 

日常点検 

基本点検 

【点検頻度】  
 
・供用開始前 
 
 
 
・1回以上/5年 
 
 
 
・交通量に応じて
4～7日以上/2週 
 
 
 
・1回以上/年 
 

【点検内容】     
 
・近接目視を基本とし，
必要に応じて触診や打
音により行う 
 
・近接目視を基本とし，
必要に応じて触診や打
音により行う 
 
・車上目視，車上感覚，
遠望目視を適宜組み合
わせて実施，必要に応じ
て降車点検 
 
・近接目視又は遠望目視
 

 
橋梁定期点検要領
（国土交通省）の
定期点検に相当 
 

 
橋梁定期点検要領
の通常点検に相当 
 

 
橋梁定期点検要領
の中間点検に相当
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2.3.2 点検の方法 

（初期点検） 

構造物の供用開始前の初期状態を把握する点検である．橋梁においては，初期状態の把握に加えて，第三

者等被害を未然に防止することも含めて状態を把握するための点検である．点検方法は、近接目視を基本と

し，必要に応じて触診や打音による点検を行う．また，第三者等に対する被害を未然に防止する観点から行

う場合は，近接目視かつ触診や打音により行うことを原則とする． 

（詳細点検） 

構造物の健全性の把握や第三者等への被害を未然に防止するため，構造物の状態を細部にわたり定期的に

把握するために行うもので，「構造物の健全性を把握するために行う詳細点検」と「第三者等に対する被害を

防止する観点から行う詳細点検」の双方の観点から変状の発生や進行状況を把握し，変状の状態を適切に判

定，評価及び診断する点検である． 

構造物の健全性を把握するために行う詳細点検は，近接目視により行うことを基本とし，必要に応じて触

診や打音を行う． 

第三者等に対する被害を防止する観点から行う詳細点検は，近接目視かつ触診や打音により行うことを原

則とする． 

（日常点検） 

日常点検（車上，夜間，降車）は，主として本線内から確認できる範囲を対象に車上目視，車上感覚によ

り点検を行うものであるが，必要に応じて降車し，変状の状態を確認する． 

車上点検は，本線（ランプ部を含む）上を走行する点検車からの車上目視及び車上感覚により行い，異常

等を確認した場合は必要に応じて点検車から降りて接近（双眼鏡等の使用を含む）して行う． 

夜間点検は，本線（ランプ部を含む）上の交通安全施設や交通管理施設及び接続道路等に設置されている

市街地標識を走行する点検車からの車上目視及び車上感覚により，1回以上/年の頻度で行う．また，異常が

確認された場合は，点検車から降りて接近（双眼鏡等の使用を含む）して行う． 

降車点検は，第三者被害が発生する恐れがある本線内の標識，伸縮装置，跨道橋，インター橋やジャンク

ション橋の交差箇所について遠望目視による点検を実施し，変状・異常等が確認された場合は可能な限り近

接目視により行う． 

（基本点検） 

主として本線外より，近接目視又は遠望目視等により管理区間全体の構造物の全般的な状態を定期的に確

認する点検である． 
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2.3.3 点検結果の判定方法 

・ 構造上の部位部材毎，変状の種類毎に，変状の状況を把握するものと第三者等への被害を及ぼす恐れ

の程度を把握し，個別の変状に対する判定区分により個別判定を行う．個別の変状に対する判定区分

は，表 2.3.1 のとおりである． 

・ 鋼部材の「腐食」，「き裂」に関する個別判定の標準は表 2.3.2のとおりである． 

・ 個別判定の結果に基づき主要な部材の変状が構造物の機能に及ぼす影響を評価し，健全度評価を行う．

健全度評価は，表 2.3.3 のとおりである． 

・ 鋼部材の「腐食」，「き裂」に関する健全度評価の標準は表 2.3.4 のとおりである． 

・ 健全性の診断とは，個別判定又は健全度評価に基づき，国交省定期点検要領における部材毎の健全性

診断区分であるⅠ（健全），Ⅱ（予防保全段階），Ⅲ（早期処置段階），Ⅳ（緊急処置段階）の 4 段階

にて評価．健全度評価（健全度ランク）と健全性診断区分の一般的な対応は，表 2.3.8 のとおりであ

る． 

表 2.3.1 個別の変状に対する判定区分 

判定区分  定義 

変状に対する判定 AAA 変状が極めて著しく，緊急措置が必要な状態． 

AA 変状が著しく，速やかな措置が必要な状態． 

A1 変状があり，早期に措置が必要な状態． 

A2 変状が認められ，適切な時期に措置を行うことが望ましい状態． 

B 変状があり，変状の進行状態を継続的に監視する必要がある状態． 

OK 変状がない又は措置を必要としない変状がある状態． 

C 変状に対する判定を行うために，調査を実施する必要がある場合． 

第三者等被害に対する判定 E 安全な交通又は第三者等に対し支障となる恐れがあるため，緊急的な措置が

必要な状態． 

e 第三者等に対し影響を及ぼす場所． 
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表 2.3.2 個別判定の標準 

 点検部位 

変状 

パタ

ーン 

変状概要 AA A1 A2 B 

腐食 主部材 発錆 

断面

減少 

断面

欠損 

鋼材に集中

的に錆が発

生している

状態又は錆

が極度に進

行し断面減

少や断面欠

損が生じて

いる状態． 

腐食により主部材

に著しい断面減少

が生じ，構造物の

耐荷力に影響を及

ぼす恐れがある．  

腐食による断面減

少が進行し，主部

材が断面欠損して

いる． 

腐食により主部材

に減厚が生じてい

る． 

腐食により主部

材に軽微な減厚

が生じている．

主部材の減厚

に進行する恐

れのある発錆．

２次部材 - ２次部材の破断に

至る恐れのある著

しい腐食．  

腐食による断面減

少が進行し，２次

部材が断面欠損し

ている． 

腐食により２次

部材に減厚が生

じている． 

２次部材の減

厚に進行する

恐れのある発

錆． 

疲労 

き裂 

ソールプレ

ート前面溶

接部 

疲労

き裂 

応力の繰返

しにより部

材の断面急

変部や溶接

接合部等 

の応力集中

部に生じた

鋼材又は溶

接の割れ（疲

労き裂）．地

震，車両の衝

突等過度の

外力により

生じた鋼材

の割裂． 

き裂がウェブまで

進展しているも

の． 

き裂が発生してい

る場合． 

- - 

桁端切欠き

Ｒ部 

き裂がウェブまで

進展しているも

の． 

き裂が発生してい

る場合． 

- - 

対傾構取付

垂直補剛材

溶接部 

- き裂が発生してい

る場合． 

- - 

主桁ウェブ

面外ガセッ

ト溶接部 

き裂がウェブ上を

進展しているも

の． 

き裂の恐れのある

塗膜割れがある場

合． 

- - 

主桁下フラ

ンジ突合溶

接部 

き裂が発生してい

る場合． 

き裂の恐れのある

塗膜割れがある場

合． 

- - 

縦桁端部切

欠き部 

縦桁ウェブを破断

する方向にき裂が

進展している場

合． 

き裂が発生してい

る場合． 

- - 

アーチ垂直

材根元部 

アーチコード，補

剛桁本体にき裂が

進展している場

合． 

垂直材の破断の恐

れのある場合． 

- - 

鋼製沓座溶

接部 

- き裂が発生してい

る場合． 

- - 

鋼製脚隅角

部 

き裂が発生してお

り，進展する恐れ

のある場合． 

き裂が発生してい

る場合． 

- - 

その他 上記以外で発見さ

れた大きなき裂． 

き裂が発生してい

る場合． 

- - 
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表 2.3.3 健全度評価（橋梁）  

健全度ランク 定義 

Ⅳ 耐荷性能又は走行性能の低下が生じしている，又は生じる可能性が著しく高く，緊急措置が必要な状態 

Ⅲ－２ 耐荷性能又は走行性能の低下が生じる可能性が高く，速やかな措置が必要な状態 

Ⅲ－１ 耐荷性能又は走行性能の低下が生じる可能性があり，早期に措置が必要な状態 

Ⅱ－２ 耐荷性能又は走行性能に対する注意が必要で予防保全の観点から適切な時期に措置を行うことが望ましい状

態 

Ⅱ－１ 耐荷性能又は走行性能に対する注意が必要で予防保全の観点から適切な時期に対策検討を行うことが望まし

い状態 

Ⅰ 耐荷性能及び走行性能の低下が無い状態 
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表
2
.3
.4

健
全
度

評
価
の

標
準
（

鋼
I
桁

）
 

（
a）
「
腐
食
」
 

関
連
す
る
 

変
状
パ
タ
ー
ン
 

変
状
グ
レ
ー
ド
 

Ⅱ
－
1 

Ⅱ
－
2 

Ⅲ
－
1 

Ⅲ
－
2 

桁
端

部
周

辺
の

主
桁

や
塗

膜
厚

が
薄

く
な

り
や

す
い

部
材
の
角
部
や
こ
ば
面
、
高
力
ボ
ル
ト
の
表
面
錆
の
発

生
や

塗
膜

の
ふ

く
れ

等
の

劣
化

が
局

部
的

に
見

ら
れ

る
状
態
．
 

桁
端

部
周

辺
の

主
桁

や
支

点
補

剛
材

の
角

部
か

ら
の

断
面
減
少
や
欠
損
，
支
点
補
剛
部
の
ウ
ェ
ブ
下
端
の
欠

損
，
高
力
ボ
ル
ト
の
腐
食
な
ど
の
劣
化
が
部
分
的
に
見

ら
れ
る
状
態
．
 

腐
食

に
よ

る
主

桁
の

著
し

い
断

面
減

少
が

生
じ

て
お

り
，
腐
食
の
進
行
に
よ
り
構
造
上
支
障
と
な
る
恐
れ
が

あ
る
状
態
．
 

主
部

材
に

腐
食

に
よ

る
著

し
い

断
面

減
少

や
大

き
な

変
形
・
座
屈
が
生
じ
，
構
造
物
の
耐
荷
力
に
影
響
を
及

ぼ
す
恐
れ
が
あ
る
状
態
．
 

 
 

 

 

下
記
の
複
数
項
目
に
該
当
 

下
記
の
複
数
項
目
に
該
当
 

下
記
の
複
数
項
目
に
該
当
 

下
記
の
複
数
項
目
に
該
当
 

漏
水
・
滞
水
 

降
雨
後
に
漏
水
が
生
じ
て
い
る
．
 

又
は
漏
水
跡
が
見
ら
れ
る
．
 

降
雨
後
に
漏
水
が
生
じ
て
い
る
．
 

又
は
漏
水
跡
が
見
ら
れ
る
．
 

天
候
に
関
係
な
く
滞
水
が
生
じ
て
お
り
，
部
材
へ
影
響

を
及
ぼ
し
て
い
る
．
 

天
候
に
関
係
な
く
滞
水
が
生
じ
て
お
り
，
部
材
へ
影
響

を
及
ぼ
し
て
い
る
．
 

塗
膜
劣
化
 

部
分
的
に
塗
膜
の
ひ
び
割
れ
，
は
が
れ
，
ふ
く
れ
又
は

錆
等
が
発
生
し
て
い
る
．
 

全
体
的
に
塗
膜
の
ひ
び
割
れ
，
は
が
れ
，
ふ
く
れ
又
は

錆
等
が
発
生
し
て
い
る
．
 

全
体
的
に
塗
膜
の
ひ
び
割
れ
，
は
が
れ
，
ふ
く
れ
又
は

錆
等
が
発
生
し
て
い
る
．
 

全
体
的
に
塗
膜
の
ひ
び
割
れ
，
は
が
れ
，
ふ
く
れ
又
は

錆
等
が
発
生
し
て
い
る
．
 

発
錆
、
断
面
減
少
、 

断
面
欠
損
 

減
厚
に
進
行
す
る
恐
れ
の
あ
る
発
錆
が
見
ら
れ
る
状
態
．
 

腐
食
に
よ
り
主
部
材
に
軽
微
な
減
厚
が
生
じ
て
い
る
．
又

は
，
２
次
部
材
に
減
厚
が
生
じ
て
い
る
．
 

腐
食
に
よ
り
主
部
材
に
減
厚
が
生
じ
て
い
る
．
又
は
，
２

次
部
材
の
破
断
に
い
た
る
恐
れ
の
あ
る
著
し
い
腐
食
及
び

腐
食
に
よ
る
断
面
減
少
が
進
行
し
，
２
次
部
材
が
断
面
欠

損
し
て
い
る
．
 

腐
食
に
よ
り
主
部
材
に
著
し
い
断
面
減
少
が
生
じ
，
構
造

物
の
耐
荷
力
に
影
響
を
及
ぼ
す
恐
れ
が
あ
る
．
 

腐
食
に
よ
る
断
面
減
少
が
進
行
し
，
主
部
材
が
断
面
欠
損

し
て
い
る
．
 

疲
労
き
裂
 

－
 

－
 

－
 

－
 

変
形
、
座
屈
 

２
次
部
材
に
変
形
・
座
屈
が
生
じ
て
い
る
場
合
．
 

２
次
部
材
に
変
形
・
座
屈
が
生
じ
て
い
る
場
合
．
 

主
部
材
に
変
形
・
座
屈
が
生
じ
て
い
る
．
又
は
，
２
次

部
材
に
著
し
い
変
形
・
座
屈
が
生
じ
，
主
部
材
に
影
響

を
及
ぼ
す
恐
れ
が
あ
る
．
 

主
部
材
に
大
き
な
変
形
・
座
屈
が
生
じ
，
構
造
物
の
耐

荷
力
に
影
響
を
及
ぼ
す
恐
れ
が
あ
る
．
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  ﾘ
ﾍﾞ
ｯ
ﾄ・

HT
B
の
 

ゆ
る
み
、
欠
損
 

腐
食
に
よ
る
ボ
ル
ト
・
ナ
ッ
ト
の
断
面
減
少
や
断
面
減
少

に
進
行
す
る
恐
れ
の
あ
る
発
錆
が
生
じ
て
い
る
場
合
．
 

腐
食
に
よ
る
ボ
ル
ト
・
ナ
ッ
ト
の
断
面
減
少
や
断
面
減
少

に
進
行
す
る
恐
れ
の
あ
る
発
錆
が
生
じ
て
い
る
場
合
．
 

腐
食

に
よ

り
主

部
材

の
継

手
部

で
２

本
以

上
の

ボ
ル

ト
・
ナ
ッ
ト
に
断
面
減
少
が
生
じ
て
い
る
場
合
．
 

腐
食
に
よ
り
主
部
材
の
継
手
部
で
多
数
の
ボ
ル
ト
・
ナ
ッ

ト
に
断
面
減
少
が
生
じ
，
構
造
物
の
耐
荷
力
に
影
響
を
及

ぼ
す
恐
れ
が
あ
る
．
 

（
b）
「
疲
労
」
 

関
連
す
る
 

変
状
パ
タ
ー
ン
 

変
状
グ
レ
ー
ド
 

Ⅱ
－
1 

Ⅱ
－
2 

Ⅲ
－
1 

Ⅲ
－
2 

塗
膜
割
れ
や
き
裂
は
見
ら
れ
な
い
が
，
ボ
ル
ト
の
脱
落

（
一
箇
所
に
つ
き
一
本
程
度
）
が
見
ら
れ
る
状
態
．
 

二
次

部
材

に
初

期
き

裂
又

は
塗

膜
割

れ
が

見
ら

れ
る

状
態

．
 

主
部

材
に

き
裂

の
恐

れ
の

あ
る

塗
膜

割
れ

，
又

は
二

次
部

材
に

き
裂

が
発

生
し

た
状

態
．

 

主
部

材
に

き
裂

が
発

生
し

て
い

る
場

合
．

き
裂

が
各

部
材

の
ウ

ェ
ブ

ま
で

進
展

し
て

い
る

状
態

．
 

 

 

 

 

 

 

 

下
記
の
複
数
項
目
に
該
当
 

下
記
の
複
数
項
目
に
該
当
 

下
記
の
複
数
項
目
に
該
当
 

下
記
の
複
数
項
目
に
該
当
 

漏
水
・
滞
水
 

－
 

－
 

－
 

－
 

塗
膜
劣
化
 

－
 

－
 

－
 

－
 

発
錆
、
断
面
減
少
、 

断
面
欠
損
 

－
 

－
 

－
 

－
 

疲
労
き
裂
 

－
 

－
 

主
部

材
に

き
裂

の
恐

れ
の

あ
る

塗
膜

割
れ

が
あ

る
場

合
．
２
次
部
材
に
き
裂
が
発
生
し
て
い
る
場
合
．
 

主
部
材
に
き
裂
が
発
生
し
て
い
る
場
合
．
き
裂
が
各
部

材
の
ウ
ェ
ブ
ま
で
進
展
し
て
い
る
場
合
．
 

変
形
、
座
屈
 

－
 

－
 

－
 

－
 

ﾘ
ﾍﾞ
ｯ
ﾄ・

HT
B
の
 

ゆ
る
み
、
欠
損
 

F
11
T
以
外
に
リ
ベ
ッ
ト
・
HT
B
の
脱
落
が
あ
る
場
合
．
 

F
11
T
以
外
に
リ
ベ
ッ
ト
・
HT
B
の
脱
落
が
あ
る
場
合
．
 

F
11
T
の
遅
れ
破
壊
が
見
ら
れ
る
場
合
．
 

主
部

材
の

添
接

部
に

一
箇

所
あ

た
り

２
本

以
上

の
脱

落
が
あ
る
場
合
．
 

F
11
T
の
遅
れ
破
壊
が
見
ら
れ
る
場
合
．
 

主
部

材
の

添
接

部
に

一
箇

所
あ

た
り

２
本

以
上

の
脱

落
が
あ
る
場
合
．
 

※
主
部
材
に
お
い
て
，
き
裂
が
発
生
し
て
い
る
場
合
は
，
速
や
か
に
詳
細
調
査
を
実
施
す
る
こ
と
が
望
ま
し
い
．
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表 2.3.5 健全度評価（変状グレード）と健全性診断区分の一般的な対応 

国交省定期点検要領における部材毎の健全性診断区分 NEXCO 健全度評価区分 （主桁・床版など） 

区分 状態 健全度 

ランク 

定義 

Ⅳ 緊急措置段階 構造物の機能に支障が生じてい

る．又は生じる可能性が著しく

高く，緊急に措置を講ずべき状

態． 

Ⅳ 耐荷性能又は走行性能の低下が生じしている，又は

生じる可能性が著しく高く，緊急措置が必要な状態

Ⅲ 早期措置段階 構造物の機能に支障が生じる可

能性があり，早期に措置を講ず

べき状態． 

Ⅲ－２ 耐荷性能又は走行性能の低下が生じる可能性が高

く，速やかな措置が必要な状態 

Ⅲ－１ 耐荷性能又は走行性能の低下が生じる可能性があ

り，早期に措置が必要な状態 

Ⅱ 予防保全段階 構造物に支障が生じていない

が，予防保全の観点から措置を

講ずることが望ましい状態． 

Ⅱ－２ 耐荷性能又は走行性能に対する注意が必要で予防

保全の観点から適切な時期に措置を行うことが望

ましい状態 

Ⅱ－１ 耐荷性能又は走行性能に対する注意が必要で予防

保全の観点から適切な時期に対策検討を行うこと

が望ましい状態 

Ⅰ 健全 構造物の機能に支障が生じてい

ない状態． 

Ⅰ 耐荷性能及び走行性能の低下が無い状態 
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2.4 鉄道橋の点検 

2.4.1 点検の頻度 

 鉄道橋の検査は，「施設及び車両の定期検査に関する告示」における「線路の定期検査」に相当し，2 年ご

とに実施することを基本として定められている．この告示により，「鉄道構造物等維持管理標準・同解説（構

造物編）」では，検査を初回検査，全般検査（通常全般検査、特別全般検査），個別検査，随時検査に区分し

ており，ＪＲ東日本では，目視を主体とした検査である通常全般検査を 2 年ごとに実施し，構造物に極力接

近して目視や打音を行う検査である特別全般検査は 10 年を超えない期間ごとに実施している． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.4.1 構造物の検査区分 

 

2.4.2 点検の方法 

（通常全般検査） 

構造物の変状もしくは既変状の進行の有無等を把握し，性能を低下させている変状，またはその恐れのあ

る変状を抽出し，措置の必要性や個別検査の要否を決定することを目的とする検査であり，目視を基本とす

る．主な検査項目としては，以下のような点が挙げられる． 

○列車通過時の鋼桁の振動状態   ○塗膜の劣化及び腐食の状態 

○支承部の変状          ○リベット及びボルトの変状 

○溶接部及び母材の変状      ○補修・補強箇所の再変状 

○排水設備の状態         ○付帯設備の変状 

（特別全般検査） 

検査足場や塗装塗替時の作業用足場，高所作業車などを活用して検査を詳細に行うため，通常全般検査よ

り検査精度を高めることが可能である．検査の方法には入念な目視のほかに，計測機器を用いた調査などが

ある． 

（個別検査） 

 全般検査で健全度 Aと判定した変状に対して，その変状の状態を的確に把握し，変状原因の推定と変状の

予測を行い，構造物の性能項目の照査を実施するとともに，これらの結果に基づき精度の高い健全度の判定

を行うことを目的とする検査である．検査の方法には入念な目視に加えて，腐食断面やき裂長の計測，応力

や変位の測定，非破壊検査，材料試験，破面調査などがある． 

 

 

 

検 査 

初回検査 

全般検査 

個別検査 

随時検査 

通常全般検査 

特別全般検査 
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2.4.3 点検結果の判定方法 

 健全度の判定区分は，表 2.4.1及び表 2.4.2を標準とし，各構造物の特性等を考慮して定めることとして

いる．ここで健全度 A と判定されたもののうち，健全度 AA と判定された構造物は，運転保安，旅客公衆など

の安全，列車の正常運行の確保を脅かす変状があるため，緊急に使用制限，補修補強，改築及び取替などの

措置を講じる必要がある．全般検査で健全度 A と判定された構造物は個別検査を行い健全度の細分化を行っ

ている． 

鉄道橋における「き裂」と「腐食」の主な判定事例を，表 2.4.3～表 2.4.12に示す． 

 

表 2.4.1 構造物の状態と標準的な健全度の判定区分 

健全度 構造物の状態 

A 

 
運転保安，旅客及び公衆などの安全ならびに列車の正常運行の確保を脅かす，またはそのおそれのある変状

等があるもの 

AA 
運転保安，旅客及び公衆などの安全ならびに列車の正常運行の確保を脅かす変状等があり，緊急に措置を必

要とするもの 

A1 
進行している変状等があり，構造物の性能が低下しつつあるもの，または，大雨，出水，地震等により，構

物の性能を失うおそれのあるもの 

A2 変状等があり，将来それが構造物の性能を低下させるおそれのあるもの 

B 将来，健全度 Aになるおそれのある変状等があるもの 

C 軽微な変状等があるもの 

S 健全なもの 

 

表 2.4.2 標準的な健全度と変状の程度等との関係 

健全度 
運転保安，旅客及び公衆などの安全

に対する影響 
変状の程度 措置等 

A 

AA 脅かす 重大 緊急に措置 

A1 
早晩脅かす 

異常時外力の作用時に脅かす 

進行中の変状等があり、性能

低下も進行している 
早急に措置 

A2 将来脅かす 
性能低下のおそれがある変

状等がある 
必要な時期に措置 

B 進行すれば健全度 Aになる 進行すれば健全度 Aになる 必要に応じて監視等の措置 

C 現状では影響なし 軽微 
次回検査時に必要に応じて重点的に調

査 

S 影響なし なし なし 

 

表 2.4.3 中間補剛材下端の腹板の疲労き裂 
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表 2.4.4 端補剛材下端の疲労き裂 

 

 

表 2.4.5 主桁下フランジの疲労き裂 

 

 

表 2.4.6 主桁切欠部の疲労き裂 

 

 

表 2.4.7 ソールプレート前縁の疲労き裂 
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表 2.4.8 縦桁上フランジ（腹板）の疲労き裂 

 

 

表 2.4.9 縦桁下フランジ（腹板）の疲労き裂 

 

 

表 2.4.10 貫通縦桁取り付け部の疲労き裂 
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表 2.4.11 横桁腹板下端の疲労き裂 

 

 

表 2.4.12 主桁腹板の腐食 

 

 

表 2.4.13 中間補剛材下端の腐食、疲労き裂 
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表 2.4.14 リベットの腐食 

 

 

 

 腐食した鋼桁の耐荷性を詳細に評価する方法として，残存断面における発生応力度と降伏点応力度を補正

して求めた保守限応力度を比較する方法がある．部材に発生する最大応力度と保守限応力度の比を現有応力

比率とし，現有応力比率が 120％を下回る場合は健全度 A と判定し，何かしらの対策を実施している． 

 なお，本比較方法は鉄道橋独自のもので，道路橋では使用されていない． 

 

 現有応力比率（SR）= σm / σ × 100%  

 

 ここに、   σm ：保守限応力度  

        σ ：当該線区の許容最高速度で車両が入線した際に部材に発生する最大応力度 

           ( = σd + σl + σi ） 

        σd ：死荷重による応力度 

        σl ：活荷重による応力度 

        σi ：衝撃による応力度 

 

 

表 2.4.15 耐荷性に関する健全度の判定例 

現有応力比率 耐荷性の照査 健全度 

SR ≦ 100 1.0 以上 AA 

100 ＜ SR ≦ 120 0.85～1.0 A1 or A2 

 

表 2.4.16 保守限応力度（引張応力度）  

鋼材の年度

別区分 

普通鋼 高張力鋼 

昭和 3年 

(1928) 

以前 

昭和 4年 

(1929) 

～ 

昭和 25年 

(1950) 

昭和 26年(1951) 

～ 

昭和 44年(1969) 

昭和 45年

(1970) 

以降 

SM490 

SM490Y 

SM520 

SMA490 

SM570 

SMA570 

リベット 溶接 

保守限応力

度(N/mm2) 
165 176 184 161 168 224 252 322 

※錬鉄・ベッセマー鋼は一律 115N/mm2 
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表 2.4.17 保守限応力度（圧縮応力度：昭和 44年以前の鋼材） 

鋼材 SS400 

組み合わせるリベット SV330 

圧縮応力度 

(総断面につき) 

軸方向 

応力度 

ア 0＜ｌ/ｒ≦110 のとき 

138-0.0065(l/r)2 

イ l/r≦30 のとき 

720000(r/l)2 

曲げ 

応力度 

l/b≦30 のとき 

138-0.07(l/b)2 

ただし、圧縮縁にバックルプレートがあるとき及びダブルウェブ断面

のときは 

138-0.04(l/b)2 

                                                

表 2.4.18  保守限応力度（圧縮応力度：昭和 45年以降の鋼材） 

  SS400 

SM400 

SMA400 

SM490 

SM490Y 

SM520 

SMA490 

SM570 

SMA570 

圧縮応力度 

(総断面につき) 

軸方向

応力度 

0＜l/r≦9のとき 

151 

0＜l/r≦8のとき 

201.5 

0＜l/r≦8のとき 

227 

0＜l/r≦10 のとき 

290 

9＜l/r≦130 のとき 

151-0.886(l/r-9) 

8＜l/r≦115 のとき

201.5-1.373(l/r-8)

8＜l/r≦115 のとき

227-1.648(l/r-8) 

10＜l/r≦95 のとき

290-2.447(l/r-10)

130＜l/r のとき 

740000(l/r)2 

115＜l/r のとき 

740000(l/r)2 

105＜l/r のとき 

740000(l/r)2 

95＜l/r のとき 

740000(l/r)2 

曲げ 

応力度 

橋軸まわりの曲げに対し、l/r の代わりに次式で示す等価細長比(l/r)e を用いて上記で示す

応力度をもとめる。 

(l/r)e ＝ F・l/b 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

- 24 -



 

 

 

2.5 まとめ 

前項に記載した道路橋，鉄道橋における点検の頻度，点検の方法及び点検時の判定方法などについて，以

下に整理する．（別表１参照） 

 

 【点検の頻度と方法】 

・ 道路橋，鉄道橋ともに，既設の点検設備や桁下や桁上からの目視を基本とした点検を 1～2 年程度の

周期で実施しており，さらに，近接した目視に加えて触診や打音などを行う詳細な点検を道路橋では

5 年周期，鉄道橋では 10年周期で実施している． 

・ 道路橋においては，日々の簡易な点検を 3日程度以内に 1 回実施している． 

・ 道路橋が鉄道橋に比べて点検の頻度が高くなっているのは，道路橋は活荷重が定常的ではないことか

ら，点検頻度を高めることで安全性を確保するためのものと推測される． 

 

【点検時の判定方法】 

・ 道路橋，鉄道橋ともに，定性的な判定区分を示した上で具体的な判定事例が整理されている．しかし

ながら，この判定事例も想定される全ての事例に対して細かく整理されている訳ではないため，最終

的な判定が点検者の主観で決定されることがないよう，判定会議等で最終的な判定を行われている． 

・ これは，多種多様な構造形式や材料が適用されている道路橋，鉄道橋においては，さらに供用条件を

考慮した判定事例を整理することは現実的でないことは容易に推測できる． 
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第３章 調査 

3.1 はじめに 

本章では鋼橋の耐荷力評価を行う前の，腐食箇所の事前調査について記述する．耐荷力評価を行うにあた

り調査する手順は以下となる． 

①設計図，設計計算書，補修補強に伴う設計図書の調査 

②目視点検 

③寸法計測 

現場調査前には設計図により健全時の橋梁寸法を把握し，設計計算書より断面力や応力等の確認を行う．

目視検査については事前に腐食箇所及び範囲を把握するために行う．前述の調査を終えた後に腐食箇所の

板厚や範囲の計測を行う． 

本章では耐荷力評価に使用する寸法計測の内，主に残存板厚の計測手法について記述する． 

 

3.2 残存板厚の計測 

 実橋で残存板厚計測を行う上で，主な計測方法を紹介する．なお，耐荷力評価に使用する残存板厚の計

測を行う場合は，錆層を残して計測を行うと耐荷力評価において実際よりも耐荷力を過大に評価する恐れ

があるため，計測前には事前に腐食箇所の素地調整を行っておく． 

 

3.2.1 ノギス、キャリパーゲージによる計測 

非破壊検査による物理的な計測手法で最も一般的な計測手法となる，ノギスは腐食箇所の平面的な形状

寸法を計測することにも使用され，キャリパーゲージは残存板厚の計測に使用される． 

物理的な計測方法により計測精度は高いが，現場環境，部材形状，腐食位置により計測ができない場合

がある．また，計測の記録については別途用意する記録用紙に 1 点ごとに計測者が記録していかなければ

ならないため，作業が煩雑となる．ノギス，キャリパーゲージの一般的な写真を図 3.2.1に示す． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.2.1 ノギス，キャリパーゲージ 1） 
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3.2.2 その他の非破壊検査による計測 

一般的な非破壊検査については，主に超音波厚さ計を使用した計測が行われるが，近年ではパルス渦電

流計測装置による計測も行われているようである． 

「腐食鋼部材の残存板厚計測への各種計測技術の適用性の検討」2）（以下論文）に両計測手法を含

めた非破壊検査技術の比較検討を行っていたので，図 3.2.2 で一部引用して紹介する． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.2.2 非破壊検査技術の概要と計測原理の模式図 2） 
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論文 2）では非破壊検査技術の錆除去前と錆除去後の比較計測をしており，錆除去前は特にバラツキ

が大きいことを確認している．なお，計測箇所はレーザー変位計による計測も行っており，レーザー

変位計の値を正としている． 

非破壊検査前に行う素地調整について，表 3.2.1に示す． 

 

表 3.2.1 前処理が必要な例 3） 

 

論文 2）ではパルス過流試験法については条件にもよるが，精度は高くないものの板厚校正を適正に

行えば，ある程度計測値が得られるとしている． 

既存の技術以外に，簡易な板厚計測手法（電気抵抗検知式厚さ計）を提案し，性能確認試験を行っ

ている． 

参考として，超音波厚さ計の写真を図 3.2.3，渦電流腐食検査装置の写真を図 3.2.4 に示す． 
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 【参考：超音波厚さ計】 

    測定範囲：2.0 から 200.0mm 

    測定精度：±0.1mm±1.0% (2mm から 100mm 以下)、±0.1mm±1.5% (200mm 以下) 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.2.3 超音波厚さ計 4） 

 

 【参考：高性能パルス渦電流腐食検査装置】 

Eddyfi はパルス渦電流を用いた高性能腐食検査装置 Lyft を開発しました． 

主な特長として，優れた可搬性，リアルタイム C-スキャン，グリッドマッピング及びダイナミック

スキャンモードのための高速データ取得機能（最大 15 ポイント/秒），ロングケーブル（5+15m）など

があります．配管肉厚は最大 38 mm，保温材厚は 152 mm まで可能で，アルミニウム合金，ステンレス

スチール鋼，ガルバナイズド鋼のジャケットにも対応しています．（特許出願中）（HP より） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.2.4 高性能パルス渦電流腐食検査装置 5） 
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3.2.3 レーザースキャナによる計測 

（1）3Dレーザースキャナ    

レーザーを１秒間に約 10 万ポイント発射する 3D スキャナーを利用して，構造物の形状計測を行う．

仮設足場の設置や高所作業車等が不要で，計測箇所に近接しなくても最大 100ｍ以内で遠距離からスキ

ャンを行い，構造物の形状を確認することが出来る．また，測定したデータは点群データとして記録し，

ＣＡＤや専用ソフトに取込むことが可能である．ただし，計測距離 100ｍで計測精度は約 2mm であるた

め，腐食に伴う残存板厚の計測を行う場合には注意が必要となる．レーザースキャナとスキャン画像の

参考写真を図 3.2.5に示す． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.2.5 スキャン画像とレーザースキャナ 6） 

 

（2）ポータブル CMM スキャニングシステム 

ハンドヘルド（手持ち）型のスキャナーとレーザートラッカーの組合せによって，1mm 以下の精度で

計測出来るため，より正確な残存板厚の計測を行うことが出来る．ただし，スキャンはハンドヘルド

型スキャナーで腐食に近接して計測を行う必要があるため，仮設足場の設置や高所作業車等を使用し

て計測を行う必要がある．ハンドヘルド型スキャナーの写真を図 3.2.6 に示す. 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.2.6 ハンドヘルド型スキャナーとレーザートラッカー 

 

ハンドヘルド型スキャナー 

レーザートラッカー 
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4) https://www.measuring.jp/tan/tan02 より引用 

5) https://www.ponyindustry.co.jp/products/75.html より引用 

6) http://www.ire-c.com/web/3d-scanner.html より引用 
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第４章 評価 

 

4.1 はじめに 

既存の評価式に関する論文の調査を行い，引張，圧縮，せん断について評価式の整理を行うとともに，

腐食モデルを作成して，評価式の試算を行い，各評価式の特徴と実橋での評価式適用を行う場合の留意事

項等を確認した. 

 

4.2 引張部材 

4.2.1 概要 

 腐食によって板厚減少が生じた鋼部材は，一般的に板表面が不均一な形状となり，板に荷重が加わ

った場合に応力集中が発生する．しかし，引張部材の耐荷性能については，応力集中箇所が先行して

降伏した後に他の弾性領域が荷重を分担するためその影響が小さいことから，腐食後の残存板厚（断

面積）で評価できることが，既往の研究でも報告されている．しかし，橋梁の維持管理において，腐

食損傷が生じた場合には降伏強度に対する安全余裕も重要な判断基準となる．ここでは，腐食損傷が

生じた引張部材の降伏強度及び耐荷力に対する評価手法を紹介するとともに，点検時における簡易的

な評価手法を提案する． 

 

4.2.2 板厚評価 

 腐食が生じた引張部材の耐荷力（降伏強度・最大耐力）を評価する方法について，既往の研究にお

いていくつかの提案がなされている．実橋から採取した試験片による載荷試験，非線形有限要素解析

により，平均板厚，標準偏差などの統計量に基づいて等価板厚が評価されており，実橋への適用性か

ら計測点数や計測精度の影響を考慮した方法もある．耐荷力及び降伏強度の評価における等価板厚評

価式の代表的なものを表 4.2.1 に示す． 
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表 4.2.1 代表的な降伏強度の等価板厚評価式 

式 No 等価板厚 計測箇所 

1 
te＝tmin_ave 

tmin_ave：最小平均板厚 
最小断面の板厚 

21) 

te＝tavg－0.7・σ  （上記式の安全側の評価） 

tavg：荷重軸直角方向の平均板厚, σ：荷重軸直角方向の板厚標準

偏差 

最小断面の板厚 

32) 

te＝（元の板厚）×（1－修正腐食断面欠損率） 

修正腐食断面欠損率：板長手方向長さを板幅の 0.5 倍とした領域

での平均腐食断面欠損率の最大値 

板幅の 0.5 倍の領域 

の断面の板厚 

43) 

te＝（1－Cty）t0＋Cty tmin 

t0：初期板厚，tmin：最小板厚 

Cty：最小板厚が及ぼす影響を表す係数（試験結果から Cty=0.38）

最小板厚（1 点） 

53) 

te＝t0－CDy D 

CDy：最大貫通腐食直径が及ぼす影響を表す係数 

（試験結果から CDy=0.084） 

D：最大貫通腐食直径 

最大貫通腐食径 

（1箇所） 

 

 

4.2.3 板厚評価式の比較 

 4.2.2 で示した各数式は，腐食形状をスキャナー等で厳密に計測した上での結果がメインである．

点検結果から詳細調査を実施する場合においては，同等の計測も可能である．しかし，特に点検時に

詳細調査の必要性を判断する場合には，時間等の制約もあり簡易な計測にならざるを得ない．ここで

は，各評価式を腐食程度の計測点数の違いに着目して相対的に比較した結果を示す． 

 

4.2.3.1 腐食モデル 

 腐食モデルは，構造諸元を 1-PL 360×14×360（SM490YA）の鋼板と仮定し，1mm メッシュの中に

板厚情報を与えることで，腐食による減厚量を再現した．各メッシュに与える情報は，以下の 4 パタ

ーンとし，モデルを作成した．(Ⅰ)1～14mm までの乱数を不規則に発生させたモデル．(Ⅱ)鋼板中央

部を頂点に，橋軸直角方向の腐食量が山なりに変化（下フランジの腐食を想定）するように，乱数の

発生範囲を調整したモデル．（Ⅲ)鋼板の一部に貫通腐食を生じさせたモデル．(Ⅳ)Ｉ桁下フランジに

生じた，実際の腐食形状を参考にしたモデル．腐食形状はより現実的なものにするため，既往の研究

より腐食深さが正規分布に従い変化するように再現している． 

図 4.2.1に腐食モデルⅠ，Ⅱ，Ⅳの形状を示す． 
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        腐食モデルⅠ                腐食モデルⅡ 

 

腐食モデルⅣ 

図 4.2.1 作成腐食モデルの形状 

 

 

4.2.3.2 評価式の比較結果 

 各モデルに対して，表4.2.1で示した評価式で長手方向 1mmピッチでの断面毎の試算した結果を，

図 4.2.2，図 4.2.3 に示す。横軸は算出した断面の平均板厚で，縦軸は評価式で算出した等価板厚を

示している．ここでの板全体としての評価は等価板厚の最小値のものとなる．表 4.2.1 の評価式№3

については長手方向の評価が加わることから，最小値を直線で示している． 

a),b)は，乱数モデルで腐食量が比較的大きいものであるが，各評価式の差が大きく，表 4.2.1の評

価式№4 のような簡易評価も板厚を厚く評価する結果であった．c)では，平均板厚が 9mm～13mm 程

度であり，12mm 程度より平均板厚が厚い領域では評価式№4 の方が安全側の評価となる．d)～f)では

実腐食を模擬したモデルを，断面方向の板厚計測ピッチを 20mm,40mm と簡略化した結果である．こ

のモデルは下フランジの端部の減肉量が大きいものであり，結果，最小板厚部を含む計測値となるこ

とから，板厚の評価はより減肉量が大きい値となった．孔食の径のみで板厚評価する評価式№5 では，

モデルが孔食部以外の腐食量も大きかったため，他の評価と比べて厚い等価板厚を示しており，係数

を別途設定する必要がある形状であったと考えられる． 
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a)モデルⅠ 1mm ピッチ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 b)モデルⅡ 1mm ピッチ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

c)モデルⅢ 1mm ピッチ 

図 4.2.2 等価板厚と平均板厚の関係（モデルⅠ～Ⅲ） 
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d)モデルⅣ 1mm ピッチ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

e)モデルⅣ 20mm ピッチ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

f)モデルⅣ 40mm ピッチ 

図 4.2.3 等価板厚と平均板厚の関係（モデルⅣ） 
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4.2.4 性能評価 

 点検結果から詳細調査や緊急性の要否を簡易的に評価する場合においては，点検に併せて板厚計測

を実施する時間が限られることとなる．腐食量が比較的少ない場合は，表 4.2.1 の評価式№4 のよう

な最大腐食箇所の 1 点の計測でも判断の目安になる．また，4.2.3.2 で実施した試算は，極端な腐食

形状まで検証されていないが，一般的な腐食形状においては，最大腐食部の計測を最低限押さえた上

で，20～40mm ピッチの計測でも表 4.2.1の評価式№2，3 での厳密計測と比較して安全側に評価でき

る． 

詳細調査によって部材の評価をする場合においては，調査にある程度時間を費やすことが出来るこ

とから，測定点数が多い方がより厳密に評価が可能となること考えられる．各提案式の比較結果から，

計測結果の平均板厚で評価すると他式の実験結果から出されている提案式より危険側の評価となる

ことから，表 4.2.1の評価式№2，3 のように凹凸形状のバラツキを考慮した方がよい． 
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じた残存引張強度評価式の構築，土木学会論文集 A, Vol. 69, No. 2, I_665-I_676, 2013. 
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4.3 圧縮部材 

4.3.1 概要 

 腐食が生じた圧縮部材の評価方法について，本節では提案されている複数の既往の耐荷力評価式を整理し， 

4.2 の引張部材の評価に用いた腐食モデルを用いて，腐食形状（腐食モデル）が耐荷力評価にどのような影

響を与えるか試算を行う． 

 

4.3.2 板厚評価 

 腐食が生じた圧縮部材の耐荷力の評価方法について，表 4.3.1 に示す評価式をはじめとする，いくつかの

提案がなされている 1)～3)．これらの提案は，それぞれで検討条件は厳密には異なっており，適用範囲につい

ては共通でない部分もあり注意を要する．いずれの式も腐食形状が耐荷力に与える影響として，有効板厚に

計測結果（最小板厚，平均板厚，その標準偏差等）を考慮して評価している．また，評価式 1,3,4 は既存の

座屈強度曲線を用いて圧縮強度を算出しているのに対し，表 4.3.1 の評価式№2 はそれらに加え板の偏心に

よる影響も考慮して圧縮強度を評価している．  

 

表 4.3.1 代表的な圧縮強度の等価板厚評価式 

No 有効板厚 耐力評価法 備考 

1 
te=tmin_ave 

tmin_ave:最小平均板厚 

R=b/t･√(σy/E)･√(12(1-ν)/π2k) 

R:幅厚比パラメータ,b:板幅,t:板厚,σy:降伏応力, 

E:ヤング率,ν:ポアソン比,k:座屈係数(自由突出板の

場合 k=0.43,両端支持板の場合 k=4) 

― 

21) 

代表板厚:tR=tavg+2σt 

ｔavg:平均残存板厚，σt:板厚の標準

偏差 

代表板厚から算出した幅厚比パラメータ Rを，平均偏心

量と平均板厚の比 eavg/tavgを考慮した座屈耐荷力曲線に

適用 

自由突出板

32) 

代表板厚：Test=α･β1･t1+(1-α)･β2･

t2 

α:側辺部分と中央部分の境界を定義

する係数，t1:側辺部分の平均板厚，

t2:中央部分の平均板厚，β1:側辺部

分の重み，β2:中央部分の重み 

推定板厚から求めた幅厚比パラメータ Rを，既存の座屈

強度曲線(道路橋示方書，弾性座屈曲線，Karman 式，三

上式，宇佐美らの実験式)に適用 

両端支持板

43) 

等価板厚:teq=(Σti･wi(xi,yi))/n 

(xi,yi):任意の計測点 i の座標，ti:

任意の計測点の板厚，wi:位置による

重み関数 

推定板厚から求めた幅厚比パラメータRを以下の圧縮強

度曲線により評価 

σu/σy=1.0(R≦0.453),=(0.453/R)0.495(R＞0.453) 

両端支持板

 

 

4.3.3 板厚評価式の比較 

 表 4.3.1 に整理した有効板厚式を用いて，腐食形状を変化させた各モデルの有効板厚を算出するとともに，

表 4.3.1の評価式 No.2 の偏心を考慮した座屈強度曲線から耐荷力を試算し，腐食形状（腐食モデル）による

偏心量の変化が耐荷力に与える影響について検証する．検証に用いる腐食モデルは 4.2.3.1 による． 
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4.3.3.1 評価式の比較結果 

(1) 有効板厚の比較 

4.2.3.1 の腐食モデルⅠ～Ⅴの有効板厚の算出結果を図 4.3.1(a)～(c)に示す．有効板厚は，フランジ全

幅 360mm の中央部（下フランジ中央のウェブ部分）を境に 180mm を橋軸方向に 1mm 毎区切り，全 360 断面と

して算出している．グラフの縦軸は各断面の有効板厚，横軸は橋軸方向位置を示している．今回のモデルを

用いた場合，モデルⅠ・Ⅲでは，標準偏差の 2 倍を足している表 4.3.1 の評価式 No.2 において母材厚以上の

有効板厚となった．また，モデルⅢの腐食量の少ない端部では，重み付けの影響で表 4.3.1 の評価式 No.4

で母材厚以上の板厚を評価される結果となった．なお，図 4.3.1 内の論文 1～4は，評価式№1～4 である． 
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(a) 完全乱数モデル      (b) 範囲指定乱数モデル      (c) 実腐食モデル 

図 4.3.1 耐荷力試算結果 

 

(2) 圧縮強度の試算 

表 4.3.1 の評価式 No2 式を用いて偏心を考慮した圧縮強度の試算を行った．まず，4.3.3.1 (1)で求めた

有効板厚を用いて幅厚比パラメータ R を算出する．次に，算出した Rと評価式 No.2 の偏心を考慮した場合の

座屈耐荷力曲線を用いてσu/σyを求める．求めたσu/σyに平均板厚 tavgと板幅（360mm）を乗じて強度換算

した結果を比較することで，偏心の効果を検証すると共に，表 4.3.1の評価式 No.1,3,4 の有効板厚において

も偏心の効果を考慮可能か検証する．算出結果を図 4.3.2 に示す．図中のプロットは，長手方向（橋軸方向）

1mm ピッチの断面毎に板厚を試算した結果の平均値を示しており，全幅 360mm の中央部（下フランジ中央の

ウェブ部分）を境に 180mm ずつに分割した片側の結果（自由突出板としての検証結果）を記載している． 

結果より，モデルⅠ・Ⅱでは，すべての評価式において圧縮強度の低下が確認できた．モデルⅢでは，評

価式 No.2 式で圧縮強度の低下を確認できた．以上より，評価式 No.2 の有効板厚を用いることで，どのモデ

ル（腐食形状）においても偏心を考慮して圧縮強度を試算することができることが確認できた．一方評価式

No.3,4 では，モデルⅢの残存板厚の厚い範囲において，偏心を考慮した場合より偏心を考慮しない場合の方

が圧縮強度が大きい結果となった．これは，そもそも評価式 No3,4 が両端支持板の有効板厚式であるため，

自由突出板を想定した評価式 No.2 の関係グラフに両端支持の評価式の適用は無理があるということを確認

する結果となった． 
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(a) 完全乱数モデル      (b) 範囲指定乱数モデル      (c) 実腐食モデル 

図 4.3.2 圧縮強度 
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4.3.4 性能評価 

今回の試算結果では，表 4.3.1 の評価式 No.1～4の有効板厚を用いて算出した圧縮耐荷力を比較すること

で，偏心が圧縮耐荷力に与える影響を確認した．どのモデルにおいても No.2 の評価式を用いた場合，おおむ

ね既往論文と同じ傾向（圧縮強度の偏心による低下）となった． 

実務においては，腐食が進行した板厚の薄い部分を抽出して有効板厚を算出することで，より，偏心を考

慮した安全側の耐荷力評価を与えることが可能であると考えられる．  
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4.4 せん断部材 

4.4.1 概要 

 腐食が生じたせん断部材の評価方法について，本節では提案されている複数の評価式について，Ｉ桁ウェ

ブの腐食を想定したモデルを作成し，作成したモデルを用いて提案されている評価式で試算することで，評

価式の適応について確認する．また，計測点数の違いによる評価結果への影響についても確認する． 

 

4.4.2 板厚評価 

 腐食が生じたせん断部材の板厚評価及びせん断耐荷力の耐荷力の評価方法について，表 4.4.1に示す評価

式をはじめとするいくつかの提案がなされている 1)～5)．これらの提案はそれぞれで検討条件は厳密には異な

っており，適用範囲については共通でない部分もあり注意を要する．特に局部腐食を有する支点部の端部パ

ネルにおいては，実橋から採取した試験片による載荷試験，非線形有限要素解析により，平均板厚，標準偏

差などの統計量に基づいて等価板厚が評価されており，実橋への適用性から計測点数や計測精度の影響を考

慮した方法もある． 

 

表 4.4.1 代表的なせん断強度の等価板厚評価式 

No 有効板厚 耐力評価法 

1 
te=tmin_ave 

tmin_ave:最小平均板厚 
座屈設計ガイドライン 1) Vuに関して評価 

22) 
te=tave 

tave:平均残存板厚 
座屈設計ガイドライン Vuに関して評価 

33) 

te=tave-βs 

tave:局部腐食が生じている範囲の平均

残存板厚 

β:定数（=1.0） 

s:標準偏差 

座屈設計ガイドライン Vcrに関して，以下の式より算出 

τcr/τy=1       （λs≦0.6） 

    =1-0.614(λs-0.6) （0.6＜λs≦√2） 

    =1/λs
2     （√2＜λs） 

ここに，λs:座屈パラメータ，τy:降伏せん断応力 

 

4.4.3 板厚評価式の比較 

 表 4.4.1 に整理した各数式は，腐食形状をスキャナー等で厳密に計測した上での結果がメインである．点

検結果から詳細調査を実施する場合においては，同等の計測も可能である．しかし，特に点検時に詳細調査

の必要性を判断する場合には，時間等の制約もあり簡易な計測にならざるを得ない．ここでは，各評価式を

腐食程度の計測点数の違いに着目して，平均残存板厚と表 4.4.1 の評価式 No.3 の有効板厚式を用いて，相対

的に比較した結果を示す． 

 

4.4.3.1 腐食モデル 

評価式の試算に用いる腐食モデルは，図 4.4.1 に示すような I桁ウェブの桁端部パネルを想定したモデル

とする．モデルは，板厚 9mm，材質 SM490Y，ウェブ高×パネル幅 1700mm×943mm，下フランジより 1355mm の

高さに水平補剛材を有する形状とする．腐食形状は，実橋における腐食形状を参考にパネル下端と支点部補

剛材付近が激しく腐食している腐食形状とする．腐食量は縦横それぞれ 1mm ピッチで数値化している． 
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図 4.4.1 作成モデルの形状 

 

4.4.3.2 評価式の比較結果 

(1) 耐荷力の試算結果 

腐食モデルに対して，平均残存板厚と表 4.4.1 の評価式 No.3 の有効板厚式を用いて平均残存板厚及び代

表板厚による耐荷力を試算する．平均残存板厚を算出する際は，図 4.4.1 に示すように，局部腐食が生じて

いる範囲として最も腐食が激しいモデル左下に着目する．試算する範囲（Xmm×Xmm）は，パネル全体（1355mm

×943mm）を CASE1，CASE2～CASE5 を 50mm×50mm，100mm×100mm，200mm×200mm，300mm×300mm として合計

5 ケース実施する． 

せん断耐荷力の試算結果を図 4.4.2に示す．いずれのケースでも標準偏差を考慮することで耐荷力が下が

ることが確認でき，腐食量の標準偏差が耐荷力に影響を及ぼすことが確認できた． 
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図 4.4.2 耐荷力試算結果 

 

(2) 計測ピッチの違いによる影響 

 （1）の試算では着目範囲を 1mm ピッチで計測した場合の結果を試算した結果を示したが，実際の計測では

1mm ピッチで計測することはせず，作業性の観点からある程度の間隔を飛ばして計測を行う場合が多い．そ

のため，幅，高さ方向共に，5mm，10mm，20mm，40mm と板厚計測ピッチを飛ばすことによる影響を試算する．

各着目範囲の計測ピッチ毎の板厚を図 4.4.3(a),(b)に示す．ほとんどの場合において，ピッチを飛ばした場

合，平均板厚，代表板厚共に板厚が薄く，安全側に評価されている．これは，計測ピッチを飛ばす際，モデ

ル最小板厚箇所（孔食箇所）を見落とさないように最小板厚の箇所を含む形でピッチを飛ばしているためで

あり，実計測においても，腐食量の大きい箇所を見落とさず計測することが安全側の評価につながるといえ

る． 
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図 4.4.3 計測ピッチによる板厚の違い 

 

4.4.4 性能評価 

今回の試算結果では，腐食量が比較的に小さい状態であれば試算した評価式を用いることで，簡易評価す

ることが可能だと分かった．また，標準偏差を考慮することにより安全側の評価となることも確認できた．

このことから，腐食量が小さい範囲では，点検時の詳細計測実施を判断するスクリーニングとして本評価式

で耐荷力を予測することが考えられる．また，断面を計測する場合においても，最小板厚部を含んだ計測ピ

ッチにすることにより，測点数を減らしても安全側に評価できることを確認した．なお，実橋の桁端パネル

で下フランジ付近に局部腐食の影響を受けても，せん断耐荷力の低下は小さいことが報告されている 4)．し

かしながら，支点付近の腐食は支点反力を伝達する重要な部分であり，早期に健全性を確保すべきという観

点から，本文では安全側の評価を示すものである．今後のさらなる課題として，詳細な解析的検討や実験的

検討などを行い，各評価方法の適用範囲の確認や，評価方法を用いる際の注意点を整理する必要がある． 
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第５章 腐食した鋼材の残存板厚計測と耐荷力評価方法【特別研究】 

 

5.1 はじめに 

本試験は，部会内で検討を行っている腐食した鋼構造物の評価方法を検討する目的で行った． 

試験については実際に腐食した鋼材を用いて腐食箇所の残存板厚計測，評価式による耐荷力評価及び載荷

試験を行うことにより，評価式の適用条件を確認した上で効果的な実橋の簡易評価手法に関する検討を行

った． 

また，残存板厚の計測については多数開発されている 3D スキャナーを数種類使用し，これらを実際に比

較することで，3D スキャナーの精度や計測時の問題点を確認するとともに，実橋計測時の注意点や有効な

活用法についての提案を行う． 

 

5.2 試験体 

①腐食鋼板：PL 305×9×580（材質不明）-2 枚 

試験体の 2 枚は桁架設機材である工事桁の下横構用ガセットプレートで，規格外品として過去に廃棄

したものを資機材の敷板に長年使用していた材質不明の鋼板． 

計測時には別の鋼板と仮付け溶接して垂直に立てている. 

図 5.2.1に腐食鋼板寸法，写真 5.2.1 に腐食鋼板写真を示す． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5.2.1 腐食鋼板寸法 
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写真 5.2.1 腐食鋼板写真 

 

②実橋腐食桁：H200×200×8×13×2500（判断面：材質不明）-1 本 

試験体は供用下で腐食した桁端部の下フランジ側を切断撤去したもの.H400×200の断面を下半分切断

して橋梁補修工事を行った撤去部材で，ものつくり大学で保管しているものを計測した.材質は不明. 

写真 5.2.2 に実橋腐食桁の写真，図 5.2.2，図 5.2.3に試験体を採取した実橋の図面を示す． 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 5.2.2 実橋腐食桁写真 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5.2.2 補修橋梁断面図 
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図 5.2.3 補修橋梁平面・側面図 
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5.3 計測装置 

計測には東京都立大学で製作されたレーザー式計測装置を使用した．また，その他に Creaform 社製装置

（JR 東日本保有），FARO 社製装置（横河ブリッジ保有），Leica 社製装置（リース）の各計測装置を試験的

に使用して，同一箇所を仕様の異なる計測装置で計測を行い，計測装置ごとの精度特性や計測作業性を比

較した． 

なお，計測に使用する機器の仕様として， Creaform や FARO のように常時多点レーザーを照射して計測

を行うタイプと，都立大や Leica のように座標を設定して 1 点ごとにレーザーを照射して計測するタイプ

の 2 種類に分けられる.多点レーザータイプで取得出来るデータは点群データ，1 点レーザータイプでは計

測箇所の座標データとなる. 

 

① 東京都立大学タワー型 3Dレーザースキャナー（図 5.3.1） 

東京都立大学 野上教授の依頼で日本ファブテック㈱が製作した，タワー型の 3D スキャナー装置

で，特徴として計測精度 0.5μm の KEYENCE 社製レーザー変位計を使用しているため，計測精度は高

い.計測は試験体の面ごとに行うが，計測基準距離が 150mm と固定されているため，試験体の移動や

位置調整に時間がかかる.また，本体が大型のため計測装置の移動は原則出来ず，計測面の変更は試

験体を移動して行う必要がある.よって、計測値の信頼性は他機種より高いものの，実橋での計測に

は使用できない. 

図 5.3.2に KEYENCE 社製レーザー変位計の仕様を示す． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5.3.1 東京都立大学 タワー型 3D レーザースキャナー仕様 1） 
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図 5.3.2 レーザー変位計の仕様 2） 

 

② Creaform HandyScan 700TM（写真 5.3.1） 

主に工業製品の形状管理に使用されていると思われる計測機器.計測距離は 30 ㎝±10 ㎝，計測精

度は 0.025mm と高く，またハンディースキャナーで 3D データの計測を行えるので，機器の取り扱い

に関する講習を受ける必要があるものの，取り扱いに慣れた作業者であれば計測作業は比較的簡易で

ある.ただし，計測データの合成には汎用の CAD が使用出来ず専用ソフトが必要となるため，計測デ

ータの整理や共有に難がある. 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 5.3.1 Creaform ハンディースキャナー3） 
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また，Creaform については計測時に座標データ取得のために，写真 5.3.2 のように対象物に直径

11mm のポジショニングターゲットを貼り付ける必要があり，ポジショニングターゲットを貼り付けた

箇所の計測を行う事ができない． 

 

 

 

 

 

 

 

写真 5.3.2 ポジショニングターゲットと試験体への貼付状況 

 

③ FARO Focus S350（写真 5.3.3） 

近年土木で使用され始めている屋外での使用を前提とした据置き型のレーザースキャナー.計測機

器を中心に 360°の点群データを取得することが出来，計測距離は 100m を超えるものもあるため，地

形や橋梁全体のスキャン等，主に大型構造物の形状確認に使用されている.計測精度は 100m で 2mm 程

度となるため，1mm 以下の精度を求められる計測には比較的不向きである. 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 5.3.3 FARO Focus S3504） 

 

④ Leica 3D Disto（図 5.3.3） 

主に建築で使用されていると思われる据置き型の計測機器.今回比較的安価なリース機器と他計測

機器との性能比較のため使用した.計測精度は 10m で 1mm と，鋼板の板厚を計測するには精度が悪い.

計測後に取得可能なデータは，座標値や汎用 CAD で使用出来る DXF データで，計測したデータの共有

は比較的容易である.ただし，本機器で実際に計測するピッチは数100mmピッチを想定しているため、

今回計測したような 10mm ピッチの計測では一部レーザー照射位置の移動を人力で行う必要があるこ

と，また，計測を自動で行うことができないことから，計測時間を考慮して途中で計測作業を断念し

た.なお，本計測機器の取り扱い講習は受けずに作業を行ったので，機器の性能を全て理解して計測

したわけではない.  
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図 5.3.3 Leica 3D Disto 仕様 5） 

 

⑤ 計測機器仕様比較 

  表 5.3.1 に各計測機器の仕様比較表を示す． 

表 5.3.1 計測機器仕様比較表 

計測精度 計測距離
都⽴⼤ 0.0005mm 0.15m（固定）
Creaform 0.02ｍｍ+0.06mm/m 0.3m±0.1m
FARO 約2mm/100m 0.6m〜350m
Leica 約1ｍｍ/10ｍ 0.5m〜50m

機種
仕様

 

 

5.4 試験体計測 

試験体の計測は，日本ファブテック㈱ 取手工場内にある技術研究所で行った。 

 

計測場所：日本ファブテック㈱ 取手工場 技術研究所 

計測日：都立大 ：2020 年 8 月 28 日，31 日，9月 1 日 

    Creaform：2020 年 8 月 17,18,19,20 日 

    FARO  ：2020 年 8 月 24 日 

    Leica  ：2020 年 8 月 24,25 日 

外気温：35℃程度（8/25 記録） 

研究所内室温：33℃程度（8/25 記録） 

計測ピッチ：都立大 ：5ｍｍ 

      Creaform：点群データ 

      FARO  ：点群データ 

      Leica  ：10ｍｍ 
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表 5.4.1 計測機器ごとの計測時間比較表 

腐⾷鋼板① 腐⾷鋼板② 実橋腐⾷桁
都⽴⼤ 2時間 2時間 4時間
Creaform 0.5時間 0.5時間 1時間
FARO 0.3時間 0.3時間 0.5時間
Leica 15時間 未計測 未計測

機種
試験体

 

注）1.FARO は腐食鋼板 2枚を同時に計測しているため、1 枚当りの計測時間に換算している. 

  2.Leica は腐食鋼板①の 40％程度しか計測していないので，1枚計測した場合の予想時間. 

   

  計測時の状況写真を写真 5.4.1～4 に示す． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 5.4.1 都立大計測状況          写真 5.4.2 Creaform 計測状況  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 5.4.3 FARO 計測状況         写真 5.4.4 Leica 計測状況  
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5.5 計測データの整理 

取得した計測データは，都立大と Leica は座標データ，Creaform と FARO は点群データとなる.ただし、

Leica については点群データも取得可能. 

計測結果については各計測データから 10ｍｍメッシュのデータを抽出して比較したものを表 5.5.1 に示

す. 

10ｍｍメッシュの計測結果は，Leica は 10ｍｍピッチで計測したためそのままの座標データから抽出，都

立大の計測結果は 5ｍｍピッチのため 10ｍｍ計測箇所を抽出（または平均値を抽出），Creaform と FARO は

3 次元の点群データのため 10ｍｍピッチで点群データの輪切りを作成し，2 次元 CAD にて板厚寸法を確認し

ている. 

表 5.5.1 計測機器ごとのデータ整理時間比較表 

腐⾷鋼板① 腐⾷鋼板② 実橋腐⾷桁
都⽴⼤ 1時間 1時間 1時間
Creaform 22時間 22時間 66時間
FARO 22時間 22時間 54時間
Leica 15時間 未計測 未計測

機種
試験体

 

注）1.Leica は腐食鋼板①の 40％程度のデータ整理時間。 

  2.Leica は腐食桁の 1断面のデータ整理時間。 

※時間算出例 

FARO：腐食鋼板（1 枚当り） データ合成 0.5 日+輪切り 0.25 日+輪切り寸法確認 2 日＝2.75 日 

実橋腐食桁      データ合成 0.5 日+輪切り 0.25 日+輪切り寸法確認 6 日＝6.75 日 

側点（参考）：鋼板 1 枚：30×58＝1740 点 桁：17×137＝2329 点 

 

① 点群データ 

Creaform と FARO にて取得した点群データを図 5.5.1，図 5.5.2に示す. 

試験体の外観形状や寸法をデータ化するのであれば本データは有効であるが，今回の試験のような

10mm メッシュの計測値を示そうとすると自動で値を取得することが出来ず，図 5.5.3，図 5.5.4 に示す

ように，点群データから 10mm 間隔で輪切りにした断面図を作成し，実物の計測と同様に断面図の測点

を人力で 1 点ずつ計測する必要があるため，計測データの整理に時間がかかる. 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5.5.1 Creaform 専用ソフトによる腐食鋼板のデータ整理 
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図 5.5.2 FARO の点群データ（左：腐食鋼板，右：実橋腐食桁） 

 

 

 

図 5.5.3 腐食鋼板の断面図（輪切り）CAD データ 

 

 

 

図 5.5.4 実橋腐食桁の断面図 CAD データ拡大（人力で計測） 
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② 座標データ 

Leica にて取得した座標データを図 5.5.5に示す. 

点群データと比較した場合，今回試験のように 10mm メッシュの計測値を数値化するのであれば，座標

データの方が取りまとめの作業は圧倒的に早い.ただし，視覚的に計測面の表裏を確認することができ

ないため，計測時の起点や座標設定をより正確に設定して計測を行わなければ，計測結果の誤差が大き

くなる. 

 

 

図 5.5.5 腐食鋼板の座標データ 
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5.6 計測結果 

 ① 作業性 

  実際に計測した際の作業性について以下に示す. 

・実橋の主桁腐食箇所の現場計測を行う場合には，計測部位や範囲にもよるが Creaform のようなハンデ

ィスキャナータイプのものが計測しやすい. 

・据置き型のスキャナーは，足場上に設置した場合には振動の影響を受ける可能性がある. 

・計測後のデータについては，座標データが扱いやすい.点群データを 10ｍｍメッシュで板厚を数値化し

ようとした場合には，腐食箇所を直接計測することと変わらないかそれ以上の労力が必要となる.ただ

し，点群データにも座標情報があるため，うまく座標情報を整理出来るソフトがあれば，作業は格段に

簡易になると思われる. 

・計測時に座標を設定して計測を行う 1 点レーザータイプのスキャナーは，計測時間は多点レーザータイ

プと比較して時間がかかるものの，取得するデータは座標値のため整理にそれほど時間はかからない.

ただし，機器の設置や計測時間を考慮すると，1点レーザータイプは実橋での使用は難しい． 

・Leica は計測中に測点が設定以外の個所を示す場合があり，正確に 10mm 間隔で計測することは難しい. 

 

② コンター図比較 

 計測結果を元にコンター図を作成した. 

腐食鋼板のコンター図（図 5.6.1～4）については都立大の計測結果を正とした場合，Creaform の結果

もほぼ同じ計測結果となっている.FARO の計測結果については腐食鋼板，実橋腐食桁とも比較的板厚が

厚くなる結果となっている． 

実橋腐食桁のコンター図（図 5.6.5～7）については，都立大，Creaform のコンター図と比較して，FARO

は板厚 2～4mm の箇所が算出されていないことが確認出来る. 

Leica については他機種と比較して板厚が薄くなる傾向にあり，誤差も比較的大きくなっている. 

上記についての各機種の誤差は，各機種の精度よりもデータ合成時の誤差によるものが大きいと思わ

れる. 

 

図 5.6.1 都立大（腐食鋼板） 
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図 5.6.2 Creaform（腐食鋼板） 

 

図 5.6.3 FARO（腐食鋼板） 

 

図 5.6.4 Leica（腐食鋼板） 
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図 5.6.5 都立大（実橋腐食桁） 

 

 

図 5.6.6 Creaform（実橋腐食桁） 

 

 

図 5.6.7 FARO（実橋腐食桁） 

 

 

図 5.6.8 実橋腐食桁コンターレベル（単位：mm） 

 

 注）実橋腐食桁のコンター図については，Creaform，FARO の抽出断面間隔 10mm に対し，都立大は 5mm

で断面図を抽出しているため，コンター図の縮尺が異なる. 
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③ 各計測機器の板厚比較 

各機器の計測結果をグラフで比較した. 

腐食鋼板①の計測結果比較について，高さ 130ｍｍの断面での比較を図 5.6.9 に，高さ 220ｍｍの

断面での比較を図 5.6.10 に示す．FARO が比較的板厚が厚めに，Leica の板厚が薄い計測結果とな

っている. 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5.6.9 腐食鋼板① 高さ 130ｍｍの断面板厚比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5.6.10 腐食鋼板① 高さ 220ｍｍの断面板厚比較 
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腐食鋼板②の計測結果比較について，高さ 140ｍｍの断面での比較を図 5.6.11 に，高さ 230ｍｍ

の断面での比較を図 5.6.12 に示す．腐食鋼板①と比較すると，比較的機器による計測結果のバラ

ツキは少ない. 

腐食鋼板①に対して②のバラツキが少ないのは，計測や計測結果のデータ整理において，順番と

して腐食鋼板①，②の順で作業を行ったことによる，作業者の慣れによるものと考えられる. 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5.6.11 腐食鋼板② 高さ 140ｍｍの断面板厚比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5.6.12 腐食鋼板② 高さ 230ｍｍの断面板厚比較 

3.0

4.0

5.0

6.0

7.0

8.0

9.0

10.0

11.0

12.0

10 50 90 130170210250290330370410450490530570

腐
⾷

鋼
鈑

板
厚

腐⾷鋼鈑幅

都⽴⼤
Creaform
FARO

3.0

4.0

5.0

6.0

7.0

8.0

9.0

10.0

11.0

12.0

10 50 90 130170210250290330370410450490530570

腐
⾷

鋼
鈑

板
厚

腐⾷鋼鈑幅

都⽴⼤
Creaform
FARO

- 60 -



 

④ COS 類似度による計測結果の比較 

各計測機器間の板厚計測結果の類似度を比較するために，COS 類似度を用いて結果を比較するこ

ととした．COS 類似度は，多次元のベクトルの類似度を示す値であり，ベクトルが一致する場合は

1，直交する場合は 0 となる．n 次元の ai(i=1~n)と bi(i=1~n)の COS 類似度は以下の式で示される． 

 

               (1) 

 

なお，各機器間の計測結果の比較では，次元をそろえる必要があるため，計測点の最も少ない Leica

の計測点に合わせて，都立大，Creaform，FARO の計測点を削減して比較を行った．各結果の COS

類似度の比較を表 5.6.1 に示す．表 5.6.1 では，全体のデータで算出した値（右上半分）に加えて，

図 5.6.13に示した端部の計測値を除いて算出した値（左下半分）も示している． 

 

表 5.6.1 COS 類似度による計測結果の比較 

 

 

 

 

 

 

※左下は端部を除いたデータ，右上は全体のデータにおける類似度算出値．赤は最高値，青は最

低値を示す． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 5.6.13 各計測機器間の板厚計測結果の比較 
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都⽴⼤ 0.968 0.962 0.935
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FARO 0.989 0.991 0.944
Leica 0.967 0.977 0.972
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② X：都立大，Y：FARO とした場合 ① X：都立大，Y：Creaform とした場合 

③ X：都立大，Y：Leica とした場合 
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本結果から，Leica を除いた都立大，Creaform，FARO では，ほぼ同様な類似度を示しているこ

とが分かる．また，特に，端部を除いたデータにおける類似度は全体で算出した類似度よりも 1 に

近い値となっており，中央部の都立大，Creaform，FARO は，ほぼ類似した計測結果を示している

ことが推測できる．これは，ベクトルの向きが類似しているということから，板厚としての差異が

生じていても，表面形状の計測結果としては，都立大，Creaform，FARO では同等の精度で計測さ

れていることを示していると言える． 

 

⑤ 3D スキャナーの精度について 

機器の計測精度確認のため，H250 の鋼材同一断面を，Creaforｍと FARO で計測した後，図 5.6.14

に示すように同一断面を重ね合わせてみた． 

計測した鋼材は若干の腐食により凹凸があったため，その断面に合わせて重ね合わせを行ったが，

全体形状および面の形状はほぼ同一形状となり，1 面の精度としては 1mm を超える誤差は確認出来

なかったが，板厚としては 1mm を超え 2mm 以下程度の誤差が生じる箇所も若干ではあるが確認する

ことが出来た． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5.6.14 Creafor と FARO の CAD データを合わせたもの 

 

図 5.6.14 の A 部に幅約 12mm，深さ約 1mm 程度の腐食による減厚箇所があるが，FARO，Creaform

ともにほぼ同形状の腐食が確認出来る.また，それぞれの機器の誤差は図 5.6.15 に示すように当該

腐食箇所においては約 0.5mm 程度であった. 

 

 

 

 

 

 

 

図 5.6.15 A 部拡大図 

 

このことから，機器による計測結果のバラツキは計測機器の計測精度よりも，合成による誤差の

方が大きいことが分かる． 
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5.7 渦電流式計測機器（ELECT）による計測 

前述の計測での計測機器については，原則レーザースキャナーでの計測比較を行ったが，後日岡山大

学で開発され関西大学で保管している過電流式計測機器（名称：ELECT）での計測の機会を得られたた

め，関西大学 石川准教授のご協力の元，ELECT での計測も追加で行った． 

ELECT での計測は腐食鋼板切断後の試験片の一部と実橋腐食桁の一部について行ったが、今回は主に

実橋腐食桁の計測についてレーザースキャナー計測との比較を記載する. 

 

① ELECT 仕様（図 5.7.1） 

ELECT は，極低周波の印加磁場を用いた鋼板の減肉板厚を計測する方法として開発された.この方法で

は，低周波磁場を印加して鋼部材深部まで過電流を発生させ，その磁場を高感度の AMR センサ

（Anisotropic Magneto Resistive Sensor）で検出している. 

 

図 5.7.1 ELECT のシステムと地際用プローブ 6） 

 

ELECT の主な特徴を以下に記載する. 

・計測前に板厚が明確な鋼板でのキャリブレーションが必要. 

・塗膜上からでも計測できる. 

・計測値はプローブ接触箇所の約 10mm 四方程度の範囲の平均値となる. 

・計測時間は 1点約 10秒程度.原則読み値を手書きで記載するが，機器内にも記録は残る. 

・プローブの外形約 30mm が当てられない狭隘な箇所の計測はできない。 

・機器の操作にはかなりの練度が必要. 

 

② 実橋腐食桁の計測 

写真 5.7.1，写真 5.7.2 に示すように，ものつくり大学にて ELECT による実橋腐食桁の計測を行っ

た.ELECT の仕様上 10mm メッシュでの計測を行うとかなりの計測時間がかかるため、図 5.7.2 に示すよ

うに実橋腐食桁の下フランジから 30mm，120mm のラインを 10mm ピッチで計測を行い，他のスキャナー

計測との比較を行う事とした. 

なお、ELECT で計測した測点については，キャリパーゲージによる計測も行った. 
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図 5.7.2 ELECT 及びキャリパーゲージ計測箇所 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 5.7.1 ELECT による計測 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 5.7.2 キャリパーゲージによる計測 

 

ELECT による計測時の問題点として，写真 5.7.3 に示すように，ウェブの高さが下フランジから

30mm の高さもない場合はプローブが腐食箇所にうまく接触できずに，計測が困難であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 5.7.3 ELECT 計測困難箇所 

計測困難 

計測困難 

120mm 

30mm 
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③ ELECT による計測結果 

ELECT と他の計測機器との計測比較を，図 5.7.3 に示す.なお，Leica については 30mm の高さのみ計測

している. 

キャリパーゲージによる計測を正と考えると，計測高さ 120mm では ELECT と Creaform の計測結果につ

いて精度が高いことが分かる.その他 FARO は板厚が厚めに，都立大は薄めに計測していることが分かるが，

都立大についてはプローブが下フランジに干渉する等の理由により，ウェブの下側がうまく計測できなか

ったことが理由として考えられ，特に計測高さ 30mm の箇所については計測できていないことがわかる.

また，計測高さ 30mm については，比較的 ELECT の計測精度が良いが，前述したようにプローブが確実に

接触できない孔明き箇所の計測値については異常値を示している. 

高さ 30mm の計測箇所については，フランジとウェブの隅角部であるため，何れの機器もあまり正確に

は計測出来ていない印象を受ける.また，過電流計測の ELECT が 3D スキャナータイプの計測機器よりも計

測精度が高い結果となっているが，3D スキャナー計測については前述したようにデータ合成時の人為的

な誤差が生じるため，計測機器そのものの精度が劣っているわけではない.ただし，数点の板厚計測を行

うのみであれば，機器の取り扱いに練度が必要なものの，ELECT の方が早く・精度良く計測出来ると感じ

られた. 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5.7.3 ELECT 他計測機器の比較 
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5.8 腐食鋼板引張・圧縮試験 

① 試験片採取 

腐食鋼板から，図 5.8.1，写真 5.8.1 のように試験片の採取を行った. 

 

 

図 5.8.1 試験片採取位置 
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写真 5.8.1 採取した試験片 

 

③  試験片計測 

採取した試験片については，改めて前橋工科大学にて Creaform を使用して試験片破断面の計測を

行った. 

写真 5.8.2 に計測状況を示す. 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 5.8.2 試験片計測状況（前橋工科大学） 
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④  引張試験（材料強度試験） 

2021 年 1 月 25，26 日に，腐食鋼板の降伏点，引張強度確認のための引張試験を写真 5.8.3のよう

にものつくり大学で行った. 

表 5.8.1 に試験前の試験体寸法一覧，表 5.8.2 に試験後の試験体寸法一覧，図 5.8.2～5 に試験後

の応力-ひずみ関係と試験体形状写真を示す． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 5.8.3 引張試験片及び試験状況（ものつくり大学） 

 

表 5.8.1 試験前の試験体寸法一覧表 

単位：ｍｍ 
幅 厚さ 

1-T-3-1 1-T-3-2 2-T-3-1 2-T-3-2 1-T-3-1 1-T-3-2 2-T-3-1 2-T-3-2

1 回目 24.79 24.85 24.74 25.00 3.41 3.33 3.55 3.45 

2 回目 24.79 24.79 24.88 25.00 3.53 3.58 3.65 3.18 

3 回目 25.02 25.28 24.82 25.00 3.76 3.57 3.60 3.27 

合計 74.60 74.92 74.44 75.00 10.70 10.48 10.80 9.90 

平均 24.87 24.97 24.81 25.00 3.57 3.49 3.60 3.30 

 

表 5.8.2 試験後の試験体寸法一覧表 

単位：ｍｍ 
幅 厚さ 

1-T-3-1 1-T-3-2 2-T-3-1 2-T-3-2 1-T-3-1 1-T-3-2 2-T-3-1 2-T-3-2

1 回目 22.66 22.61 23.56 23.23 3.11 3.55 3.03 2.75 

2 回目 21.18 20.62 20.33 19.67 2.68 2.74 2.74 2.09 

3 回目 23.53 23.19 23.43 23.50 3.45 3.04 3.01 3.11 

合計 67.37 66.42 67.32 66.40 9.24 9.33 8.78 7.95 

平均 22.46 22.14 22.44 22.13 3.08 3.11 2.93 2.65 
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(a) 応力-ひずみ関係             (b) 試験体の形状 

図 5.8.2 試験体 1-T-3-1 
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(a) 応力-ひずみ関係             (b) 試験体の形状 

図 5.8.3 試験体 1-T-3-2 
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(a) 応力-ひずみ関係             (b) 試験体の形状 

図 5.8.4 試験体 2-T-3-1 

- 69 -



 

0

50

100

150

200

250

300

350

400

0 20000 40000 60000 80000 100000 120000 140000 160000 180000

応
⼒
（
M
Pa
)

ひすみ（ ）

1 μ

2 μ

   

(a) 応力-ひずみ関係             (b) 試験体の形状 

図 5.8.5 試験体 2-T-3-2 

 

表 5.8.3 降伏点，引張強度，降伏比等一覧表 

No. Case 
降伏点 

(MPa) 

引張強度 

(MPa) 

降伏比 YR 

(％） 

破断後の絞り 

(％) 

1 1-T-3-1 227.6 399.5 56.9 22.0 

2 1-T-3-2 234.9 400.0 58.7 20.6 

3 2-T-3-1 222.5 381.0 58.3 36.3 

4 2-T-3-2 224.3 362.1 61.9 28.9 

 

表 5.8.3 に示す引張試験の結果，引張強度が 360MPa～400MPa 程度であることから，腐食鋼板の材質とし

ては SS330 相当品であると考えられる. 

 

⑤ 引張試験（腐食部の強度確認） 

材料強度確認の引張試験後に，腐食部の強度確認のための引張試験を写真 5.8.4のように同じくも

のつくり大学で行った. 

表 5.8.4に試験前の試験体寸法一覧，表 5.8.5 に試験後の試験体寸法一覧，図 5.8.7～12に試験後

の応力-ひずみ関係と試験体形状写真を示す．また，図 5.8.6に塑性ひずみゲージ貼付位置を示す. 

      

試験状況                 引張試験体の形状 

写真 5.8.4 試験状況及び引張試験体 
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表 5.8.4試験前の試験体の寸法 

1-T-1 1-T-2 1-T-2-1 1-T-2-2 2-T-2-1 2-T-2-2 1-T-1 1-T-2 1-T-2-1 1-T-2-2 2-T-2-1 2-T-2-2

1回目 25.90 25.70 25.10 25.40 25.20 25.05 7.70 8.50 8.15 7.80 7.90 8.25

2回目 25.15 25.10 25.00 25.20 25.00 25.05 6.90 8.10 8.25 7.60 7.70 7.95

3回目 25.50 25.45 25.00 25.20 25.40 24.95 7.65 7.95 8.30 7.80 7.60 8.30

平均 25.52 25.42 25.03 25.27 25.20 25.02 7.42 8.18 8.23 7.73 7.73 8.17

単位[ｍｍ]
幅 厚さ

 

 

表 5.8.5試験後の試験体の寸法 

1-T-3-1 1-T-3-2 1-T-2-1 1-T-2-2 2-T-2-1 2-T-2-2 1-T-3-1 1-T-3-2 1-T-2-1 1-T-2-2 2-T-2-1 2-T-2-2

1回目 25.24 23.49 24.20 25.92 26.69 23.69 6.38 6.92 6.88 6.39 6.56 7.20

2回目 23.31 21.35 21.50 21.68 23.95 23.22 5.81 6.30 6.29 4.87 6.58 6.51

3回目 24.46 25.16 23.66 25.25 24.24 24.55 6.74 7.34 6.16 6.58 6.98 7.20

平均 24.34 23.33 23.12 24.28 24.96 23.82 6.31 6.85 6.44 5.95 6.71 6.97

単位[ｍｍ]
幅 厚さ

 

 

注) 試験前後の板厚計測は困難であるので参考値である. 

 

塑性ひずみゲ-ジ貼付け 

 

塑性ひずみゲ-ジ貼付け 

図 5.8.6 塑性ひずみゲージ貼付位置 
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図 5.8.7 試験体 1-T-1 

(a) 応力-ひずみ関係 (b) 試験体の形状 

図 5.8.8 試験体 2-T-1 

(a) 応力-ひずみ関係 (b) 試験体の形状 

図 5.8.9 試験体 1-T-2-1 

(a) 応力-ひずみ関係 (b) 試験体の形状 
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図 5.8.10 試験体 1-T-2-2 

(a) 応力-ひずみ関係 (b) 試験体の形状 

図 5.8.11 試験体 2-T-2-1 

(a) 応力-ひずみ関係 (b) 試験体の形状 

図 5.8.12 試験体 2-T-2-2 

(a) 応力-ひずみ関係 (b) 試験体の形状 
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表 5.8.6に試験結果一覧，図 5.8.13に試験後の試験体形状および破断位置を示す． 

  

表 5.8.6降伏点，引張強度，降伏比等 

No. Case 
降伏点 

(MPa) 

引張強度 

(MPa) 

降伏比 YR 

(％） 

破断後の絞り 

(％) 

1 1-T-1 174.33 323.01 54.0 18.89 

2 2-T-1 170.94 305.37 56.0 23.14 

3 1-T-2-1 165.06 290.90 57.0 27.71 

4 １-T-2-2 174.60 308.01 57.0 26.04 

5 2-T-2-1 184.51 327.84 56.2 14.02 

6 2T-2-2 166.51 291.93 57.0 18.78 

 

引張試験片の破断位置の計測 

80 52

86 50

 

(a) 1-T-1 

65 72

66 70

(b) 2-T-1 

図 5.8.13 実験後の試験体形状 
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⑥ 圧縮試験（参考） 

写真 5.8.5 に示すように圧縮試験も行ったので，参考に記載する.圧縮試験については試験片の形

状が悪かったためか，評価式との比較が行えるような値が確認出来なかった. 

表 5.8.7に最大荷重，図 5.8.14 に試験体の荷重-変位を示す. 

 

 

 

 

 

 

 
    

 
写真 5.8.5 圧縮試験片及び試験状況（ものつくり大学） 

 

 

表 5.8.7 最大荷重 

 

供試体名 

最大荷重 

（KN） 

1-C-1 2.30 

2-C-1 1.51 

1-C-2-1 27.0 

1-C-2-2 21.0 

2-C-2-1 19.5 

2-C-2-2 15.5 
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(a) 試験体 1-C-1             (b) 試験体 2-C-1 
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(c) 試験体 1-C-2-1           （d) 試験体 1-C-2-2 
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(e) 試験体 2-C-2-1         (f) 試験体 2-C-2-2 

 
図 5.8.14 荷重－変位の関係 
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5.9. 腐食鋼板計測結果の引張部材評価式への適用 

5.9.1 評価式への適用方法 

 5.6 の腐食鋼板の計測結果を用いて，表 5.9.1 に示す引張部材の等価板厚評価式の腐食鋼板計測結果へ

の適用性の確認，評価を行う．なお，表 5.9.1 は 4 章 4.2 引張部材で試算している評価式と同じ式である.

等価板厚算出の際は，5.6 の鋼板全体の計測結果から，図 5.8.1 に示す試験片採取位置の計測結果を抽出

し，抽出箇所の板厚を各評価式に適用する．評価の際は比較のために No.1～4 式の他に母材厚（9mm）お

よび最小板厚の結果も示す． 

表 5.9.1 評価式 

式 No 等価板厚 計測箇所 

No.1 
te＝tmin_ave 

tmin_ave：最小平均板厚 
最小断面の板厚 

No.2 
te＝tavg－0.7・σ  （上記式の安全側の評価） 

tavg：荷重軸直角方向の平均板厚, σ：荷重軸直角方向の板厚標準偏差 
最小断面の板厚 

No.3 

te＝（元の板厚）×（1－修正腐食断面欠損率） 

修正腐食断面欠損率：板長手方向長さを板幅の 0.5 倍とした領域 

での平均腐食断面欠損率の最大値 

板幅の 0.5 倍の領域 

の断面の板厚 

No.4 

te＝（1－Cty）t0＋Cty tmin 

t0：初期板厚，tmin：最小板厚 

Cty：最小板厚が及ぼす影響を表す係数（試験結果から Cty=0.38） 

最小板厚（1 点） 

5.9.2 計測板厚の評価 

（1）各計測器材による比較 

 等価板厚を算出する際，図5.9.1に示すように10mmピッチで計測した結果を整理して等価板厚を算出する．

計測結果が母材厚を上回る（9mm 以上）場合は該当箇所の計測結果は 9mm として評価する．算出した等価板

厚を図 5.9.2～図 5.9.7 に示す．腐食鋼板①については，図 5.6.9 および図 5.6.10 の計測結果と同様，等価

板厚も，FARO の結果が比較的厚めに，Leica の結果が比較的薄くなる傾向となった．試験片②は図 5.6.11

および図 5.6.12で記載した通り，ほとんどの範囲で母材厚以上の計測結果となったため，評価式による比較

が十分にできているとは言い難い． 

算出した等価板厚について，腐食鋼板②に比べ，腐食鋼板①は計測結果にばらつきが大きかったため，標

準偏差を用いる評価式 No.2 についてはさらにばらつきが大きくなる傾向となった．また，評価式 No.3 では

断面方向の板厚の平均を使うことに加え，板幅の 0.5 倍の領域の断面の板厚の平均値を用いて等価板厚を評

価するため，最もばらつきが少なく，安全側の評価をとなる傾向となった． 

以上より，等価板厚も計測結果と同様の傾向であり，おおむねすべての等価板厚が母材厚以下～最低板厚

以上の間に収まっていることから，適切に腐食板厚を評価して等価板厚を算出できているといえる． 

120mm

3
0

m
m

【評価する板の計測結果（例：都立大）】

母材厚以上の結果は
母材厚(9mm)として整理

断面毎に板厚を整理

8.0 8.1 8.1 8.0 8.3 8.4 8.2 8.6 8.0 8.9 9.3 8.1

7.1 7.8 7.9 8.1 7.8 9.1 8.7 8.4 8.3 8.3 9.2 8.8

7.6 8.0 7.8 7.8 8.4 8.3 7.8 8.7 7.7 8.7 8.2 8.8

 

図 5.9.1 板厚の抽出方法及び結果整理方法

- 77 -



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3

4

5

6

7

8

9

10

11

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100 110 120 130

残
存

板
厚

（
m
m）

長手方向断面位置（mm）

母材厚

最少板厚

No.1

No.2

No.3

No.4

3

4

5

6

7

8

9

10

11

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100 110 120 130

残
存

板
厚

（
mm

）

長手方向断面位置（mm）

母材厚

最少板厚

No.1

No.2

No.3

No.4

3

4

5

6

7

8

9

10

11

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100 110 120 130

残
存

板
厚

（
m
m）

長手方向断面位置（mm）

母材厚

最少板厚

No.1

No.2

No.3

No.4

3

4

5

6

7

8

9

10

11

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100 110 120 130

残
存

板
厚

（
mm

）

長手方向断面位置（mm）

母材厚

最少板厚

No.1

No.2

No.3

No.4

(a) Creaform (b) FARO 

(c) Leica (d) 都立大計測器 

図 5.9.2 （等価板厚 1-T-1） 

図 5.9.3 （等価板厚 1-T-2-1） 

(a) Creaform (b) FARO 

(c) Leica (d) 都立大計測器 
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図 5.9.4 （等価板厚 1-T-2-2） 

(a) Creaform (b) FARO 

(c) 都立大計測器 

3

4

5

6

7

8

9

10

11

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

残
存

板
厚

（
mm

）

長手方向断面位置（mm）

母材厚

最少板厚

No.1

No.2

No.3

No.4

3

4

5

6

7

8

9

10

11

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

残
存

板
厚

（
m
m）

長手方向断面位置（mm）

母材厚

最少板厚

No.1

No.2

No.3

No.4

3

4

5

6

7

8

9

10

11

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

残
存

板
厚

（
mm

）

長手方向断面位置（mm）

母材厚

最少板厚

No.1

No.2

No.3

No.4

図 5.9.5 （等価板厚 2-T-1） 

(a) Creaform (b) FARO 

(c) 都立大計測器 
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図 5.9.6 （等価板厚 2-T-2-1） 

(a) Creaform (b) FARO 

(c) 都立大計測器 
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図 5.9.7 （等価板厚 2-T-2-2） 

(a) Creaform (b) FARO 

(c) 都立大計測器 
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（2）同一計測機器による計測ピッチの影響の確認(都立大計測器) 

 計測ピッチの影響を確認するために，都立大学の計測機器を用いて 5mm ピッチおよび 10mm ピッチで同じ鋼

板を計測した．計測結果を図 5.9.8～図 5.9.10 に示す．試験片②はほとんどの範囲で母材厚以上の計測結果

であり，ピッチの差を確認することが困難だったため，試験片①の結果のみ示している．結果より，最小板

厚の値が更新されるため，最小板厚を用いる評価式は安全側の評価となる傾向になった． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5.9.8 計測ピッチによる等価板厚の比較（都立大計測器 1-T-1） 
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図 5.9.9 計測ピッチによる等価板厚の比較（都立大計測器 1-T-2-1）
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図 5.9.10 計測ピッチによる等価板厚の比較（都立大計測器 1-T-2-2）
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5.9.3 引張試験結果と評価との比較 

 5.8腐食鋼板引張試験で採取した試験片①(1-T-1，1-T-2-1，1-T-2-2)および試験片②(2-T-1，2-T-2-1，

2-T-2-2)について，試験片採取後に行った再計測結果（Creaform を使用）から等価板厚を算出し，算出した

等価板厚から求めた引張強度（計算値）と 5.8④引張試験結果（腐食部の強度確認）の引張試験結果の比較

を行った．なお，引張強度算出の際は等価板厚に計測鋼板の降伏強度（SS300：205N/mm2）を乗じて算出して

いる．試験片採取後の計測については 5mm ピッチで行っており，1-T-1 および 2-T-1 は破断位置の前後 20mm

の範囲について 1mm ピッチでの計測を実施している． 

 

5.9.4 腐食鋼板引張試験結果 

 2021 年 4 月 8日にものつくり大学にて腐食鋼板の引張強度試験を実施した．試験で得られた各試験体の降

伏点，引張強度，降伏比を表 5.9.2に示す．各試験体の詳細な試験結果は 5.8④引張試験結果（腐食部の強

度確認）による． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5.9.5 等価板厚および引張強度の算出結果 

 表 5.9.3 に引張強度の実験値と等価板厚から算出した値（以下，計算値）の比を，図 5.9.11～図 5.9.16

に等価板厚の算出結果および等価板厚から算出した引張強度を示す．引張強度図の赤実線は引張試験結果を

示しており，1-T-1 および 2-T-1 は破断位置及び前後 20mm の位置を図中に破線で示している．なお，表 5.10.2

で実験値と比較している計算値の引張強度は，破断位置によらず実験値と最も近い値を抽出している． 

 結果より，表 5.9.1 の評価式 No.1～No.3 の計算値は，実験値に対して±5%の誤差の範囲で実験値と近しい

値となった．評価式 No.4 については，断面内の最小板厚 1 点のみの値を使用するため実験値に対して+15%

程度の誤差となったが，等価板厚のばらつきは小さく，いずれの試験片の計算値も母材厚から算出した引張

強度の 85%程度の結果となった．以上より，簡易計測，簡易試算という範囲で検討に用いるにはおおむね満

足できる精度となった． 

 

 

 

 

 

表 5.9.2 試験結果 

降伏点 引張強度 降伏比YR 破断後の絞り

(MPa) (MPa) (％） (％)

1 1-T-1 174.33 323.01 54.00 18.89

2 2-T-1 170.94 305.37 56.00 23.14

3 1-T-2-1 165.06 290.90 57.00 27.71

4 1-T-2-2 174.60 308.01 57.00 26.04

5 2-T-2-1 184.51 327.84 56.20 14.02

6 2-T-2-2 166.51 291.93 57.00 18.78

CaseNo.
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母材厚 46.1 1.40 46.1 1.36 46.1 1.35

最少板厚 27.7 0.84 26.1 0.77 30.2 0.89

No.1 33.9 1.03 33.9 1.00 34.0 1.00

No.2 33.1 1.00 34.0 1.00 34.1 1.00

No.3 33.9 1.03 33.6 0.99 33.9 0.99

No.4 39.1 1.18 38.5 1.13 40.1 1.18

1-T-2-21-T-2-11-T-1

②/①

34.0

①実験値
(kN)

②計算値
(kN)

②/①

34.133.0

①実験値
(kN)

②計算値
(kN)

①実験値
(kN)

②計算値
(kN)

②/①

母材厚 46.1 1.30 46.1 1.28 46.1 1.36

最少板厚 29.7 0.84 30.8 0.86 28.2 0.83

No.1 36.1 1.02 36.7 1.02 34.1 1.00

No.2 35.6 1.00 36.0 1.00 34.0 1.00

No.3 36.1 1.02 36.7 1.02 33.3 0.98

No.4 39.9 1.12 40.3 1.12 39.3 1.15

②/①

35.5 35.9 34.0

2-T-1 2-T-2-1 2-T-2-2

①実験値
(kN)

②計算値
(kN)

②/①
①実験値
(kN)

②計算値
(kN)

②/①
①実験値
(kN)

②計算値
(kN)

表 5.9.3 等価板厚から算出した引張強度（計算値）と実験値の比較 

(a) 腐食鋼板① 

(b) 腐食鋼板② 
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図 5.9.11 等価板厚および等価板厚から算出した耐荷力（1-T-1） 

(a) 等価板厚 (b) 耐荷力 
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図 5.9.12 等価板厚および等価板厚から算出した耐荷力（1-T-2-1） 

(a) 等価板厚 (b) 耐荷力 
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図 5.9.13 等価板厚および等価板厚から算出した耐荷力（1-T-2-2） 

(a) 等価板厚 (b) 耐荷力 
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図 5.9.15 等価板厚および等価板厚から算出した耐荷力（2-T-2-1） 

(a) 等価板厚 (b) 耐荷力 

図 5.9.14 等価板厚および等価板厚から算出した耐荷力（2-T-1） 

(a) 等価板厚 (b) 耐荷力 
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破断位置

破断位置±20mm

図 5.9.16 等価板厚および等価板厚から算出した耐荷力（2-T-2-2） 

(a) 等価板厚 (b) 耐荷力 
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5.9.6 計測ピッチの違いによる精度の違い 

 前節では 5mm ピッチで計測した結果について等価板厚を算出し，計算値と実験値の比較を行った．1-T-1

および 2-T-1 は破断位置付近を 1mm ピッチで板厚の計測を実施しているため，計測ピッチによる違いを確認

する．写真 5.9.1に 1-T-1 および 2-T-1 の破断位置を示す．破断位置から前後 20mm の範囲のみに着目して

1mm ピッチ，5mm ピッチ，10mm ピッチの計測結果を比較し，計測ピッチの違いによる等価板厚及び耐荷力の

違いについて確認する．10mm ピッチの計測結果については，5mm ピッチの計測結果から最小板厚を含むよう

に値を間引いているため，必ずしも破断位置を含む間引き方にはなっていない．なお，最小板厚にこだわら

ず破断位置を含むように計測結果を間引いた場合でも，おおむね同様の傾向となった． 

 計測ピッチを変えた際の実験値と計算値の比較を表 5.9.4に，各断面の値を図 5.10.17，図 5.10.18に示

す．表 5.9.1 の評価式 No.1～4 について，どの評価式も 1mmピッチの場合が最も実験値と計算値が近い結果

となった．評価式 No.4 については計測点数が多いほど最小板厚が更新されるため，実験値に近い値になって

いる．10mm ピッチと 5mm ピッチでは計測ピッチが細かいほど実験値に近づくような明確な傾向はみられなか

った 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 5.9.1 引張試験後の破断状況 
(a) 1-T-1 

(b) 2-T-1 

母材厚 46.1 1.40 46.1 1.40 46.1 1.40

最少板厚 27.7 0.84 27.7 0.84 22.0 0.67

No.1 33.3 1.01 33.9 1.03 33.4 1.01

No.2 33.4 1.01 32.8 0.99 33.0 1.00

No.3 33.3 1.01 33.9 1.03 33.4 1.01

No.4 39.1 1.18 39.1 1.18 37.0 1.12

③/①

1mmピッチ

④計算値
(kN)

④/①

①実験値
(kN)

10mmピッチ 5mmピッチ

②計算値
(kN)

②/①
③計算値
(kN)

33.0

表 5.9.4 計測ピッチによる違い 

(a) 1-T-1 

(b) 2-T-1 

母材厚 46.1 1.30 46.1 1.30 46.1 1.30

最少板厚 32.3 0.91 32.3 0.91 30.2 0.85

No.1 36.6 1.03 36.2 1.02 35.6 1.00

No.2 35.2 0.99 35.8 1.01 35.5 1.00

No.3 34.2 0.96 36.1 1.02 35.2 0.99

No.4 40.9 1.15 40.9 1.15 37.4 1.05

②計算値
(kN)

②/①

①実験値
(kN)

10mmピッチ

④/①

35.5

5mmピッチ 1mmピッチ

③計算値
(kN)

③/①
④計算値

(kN)
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5.9.7 まとめ 

 腐食鋼板の計測結果から等価板厚を算出する際，いずれの計測器でも計測結果と等価板厚の算出結果は同

様の傾向を示す結果であった．このことから，耐荷力を試算する場合も計測者の計測技量などに結果が左右

されることがいえる．各評価式における計測結果の扱い方や算出方法にもよるが，例えば計標準偏差を用い

る評価式は，計測結果のばらつきによってはさらに試算結果のばらつきがさらに大きくなる傾向にあり，簡

易計測といえ，ある程度は正確な計測が求められる． 

 等価板厚から求めた引張強度と引張試験の実験値との比較では，表 5.9.1の評価式 No.1～3 は実験値に対

して±5%の誤差，評価式 No.4 は+15%程度の誤差となり，いずれも簡易計測，簡易試算という範囲で検討に用

図 5.9.17 計測ピッチによる耐荷力の比較（1-T-1） 図 5.9.18 計測ピッチによる耐荷力の比較（2-T-1）
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いるにはおおむね満足できる精度となった． 

 また，計測ピッチが結果に与える影響についての結果より，すべての評価式で 10mm ピッチ，5mm ピッチの

結果よりも評価式も 1mm ピッチの場合が最も実験値と計算値が近い結果となった．今回の実験結果では，簡

易的な試算という点では 5mm ピッチ程度の計測で耐荷力を十分試算できると評価できる．より正確な計測，

耐荷力試算をする場合は，熟練の計測者による計測や，測点を増やした細かな現地計測をすることが望まし

い． 
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5.10. 腐食鋼板計測結果の圧縮部材評価式への適用 

5.10.1 評価式への適用方法 

 表 5.10.1 に示す圧縮部材の等価板厚評価式について腐食鋼板計測結果への適用性の確認，評価を行う．

なお，表 5.10.1は 4 章 4.3 圧縮部材で試算している評価式と同じ式である．  

 

表 5.10.1 評価式 

No 有効板厚 耐力評価法 備考 

1 
te=tmin_ave 

tmin_ave:最小平均板厚 

R=b/t･√(σy/E)･√(12(1-ν)/π2k) 

R:幅厚比パラメータ,b:板幅,t:板厚,σy:降伏応力, 

E:ヤング率,ν:ポアソン比,k:座屈係数(自由突出板の

場合 k=0.43,両端支持板の場合 k=4) 

― 

2 

代表板厚:tR=tavg+2σt 

ｔavg:平均残存板厚，σt:板厚の標準

偏差 

代表板厚から算出した幅厚比パラメータ Rを，平均偏心

量と平均板厚の比 eavg/tavgを考慮した座屈耐荷力曲線に

適用 

自由突出板

3 

代表板厚：Test=α･β1･t1+(1-α)･β2･

t2 

α:側辺部分と中央部分の境界を定義

する係数，t1:側辺部分の平均板厚，

t2:中央部分の平均板厚，β1:側辺部

分の重み，β2:中央部分の重み 

推定板厚から求めた幅厚比パラメータ Rを，既存の座屈

強度曲線(道路橋示方書，弾性座屈曲線，Karman 式，三

上式，宇佐美らの実験式)に適用 

両端支持板

4 

等価板厚:teq=(Σti･wi(xi,yi))/n 

(xi,yi):任意の計測点 i の座標，ti:

任意の計測点の板厚，wi:位置による

重み関数 

推定板厚から求めた幅厚比パラメータRを以下の圧縮強

度曲線により評価 

σu/σy=1.0(R≦0.453),=(0.453/R)0.495(R＞0.453) 

両端支持板

 

5.10.2 計測板厚の評価 

（1）各計測器材による比較 

 等価板厚は，図5.9.1と同様に板厚を抽出して算出する．5.8腐食鋼板引張試験で採取した試験片①(1-C-1，

1-C-2-1，1-C-2-2)および試験片②(2-C-1，2-C-2-1，2-C-2-2)について，試験片採取後に前橋工科大学にて

実施した再計測（Creaform を使用）結果を用いて等価板厚を算出する．算出した等価板厚を図 5.10.1，図

5.10.2に示す． 

算出した等価板厚について，鋼板の端部から採取した 1-C-1 および 2-C-1 は特に鋼板の腐食が激しいため，

最小板厚が非常に小さく，計測結果のばらつきが大きい．そのため，標準偏差を用いる評価式 No.2 や端部板

厚に重み付けする評価式 No.4 はばらつきが大きくなる傾向となり，等価板厚が母材厚以上となる箇所も一部

見られた．これら 2 つの試験片については，計測結果のばらつき度合から，腐食鋼板の等価板厚として正し

く評価できる算出結果か疑問が残る結果となった．それ以外の試験片は，どの断面もおおむね平均的な値を

示しており，それぞれの評価式で適切に腐食板厚を評価できている． 
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図 5.10.1 （等価板厚 鋼板 No.1） 

(a) 1-C-1 

(b) 1-C-2-1 
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図 5.10.2 （等価板厚 鋼板 No.2） 

(b) 2-C-2-1 

(c) 2-C-2-2 

(a) 2-C-1 
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5.10.3 圧縮強度の試算および実験結果との比較 

 5.10.2で算出した等価板厚から圧縮強度（以下，計算値）を求め，求めた計算値と圧縮試験結果（以下，

実験値）の比較を行った．圧縮強度を試算する際の幅厚比パラメータ R および終局強度σu/σyについて，表

5.10.1の評価式 No.2 および評価式 No.4 については各論文で示されている式を使用する．それ以外の式は道

路橋示方書に準じて算出する．なお，圧縮強度算出の際は，等価板厚に計測鋼板の降伏強度（SS300：205N/mm2）

を乗じて算出している．試験片採取後の計測については 5mm ピッチで行っている．  

表 5.10.2に圧縮強度の実験値と計算値の比を，図 5.10.3，図 5.10.4に抽出断面毎の計算値を示す．図の

赤実線は実験値を示している．なお，表 5.10.2 で実験値と比較している計算値は，破断位置によらず実験値

と最も近い値を抽出している． 

 結果より，いずれの計算値も実験値と乖離した値となった．これは各評価式で適用すべき座屈長（両端支

持，自由突出板）を無視して実験と同様の両端支持としていることや，各評価式の細かな条件などを今回の

試算では十分に考慮できていなかったためと考えられる．それに加えて，鋼板の端部から採取した 1-C-1 お

よび 2-C-1 は，計測結果のばらつきが大きかったため，算出した計算値もばらつきが大きく，実験値と大き

く乖離する結果となった．一方で，腐食鋼板①の最小板厚から算出した計算値と実験値は 20%程度の誤差で

あり，簡易計測，簡易試算という範囲で圧縮強度の検討を行う場合には，最小板厚を用いることで，おおよ

その圧縮強度を試算することも考えられる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 5.10.2 等価板厚から算出した引張強度（計算値）と実験値の比較 

(a) 腐食鋼板① 

(b) 腐食鋼板② 

母材厚 46.1 20.05 64.6 2.39 64.6 3.08

最小板厚 3.2 1.37 30.9 1.14 17.2 0.82

No.1 16.4 7.13 47.0 1.74 37.5 1.79

No.2 7.0 3.04 43.3 1.60 34.2 1.63

No.3 19.5 8.47 46.6 1.73 36.6 1.74

No.4 16.8 7.31 31.4 1.16 28.9 1.38

21.027.0

②計算値
(kN)

②/①

1-C-2-11-C-2-11-C-1

②/①
①実験値
(kN)

②計算値
(kN)

②/①
①実験値
(kN)

①実験値
(kN)

②計算値
(kN)

2.3

母材厚 46.1 30.55 64.6 3.31 64.6 4.17

最小板厚 7.2 4.75 38.0 1.95 17.2 1.11

No.1 24.6 16.29 45.5 2.33 35.8 2.31

No.2 17.7 11.71 39.1 2.01 20.9 1.35

No.3 23.6 15.61 45.2 2.32 35.9 2.31

No.4 18.3 12.15 28.4 1.46 25.3 1.63

19.5 15.5

2-C-1 2-C-2-1 2-C-2-1

①実験値
(kN)

②計算値
(kN)

②/①
①実験値
(kN)

②計算値
(kN)

②/①
①実験値
(kN)

②計算値
(kN)

②/①

1.5
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図 5.10.3 （耐荷力 鋼板 No.1） 

(a) 1-C-1 

(b) 1-C-2-1 

(c) 1-C-2-2 

図 5.10.4 （耐荷力 鋼板 No.2） 

(b) 2-C-2-1 

(c) 2-C-2-2 
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5.10.4 まとめ 

腐食鋼板の計測結果から等価板厚を算出する際，標準偏差を用いる評価式は，計測結果のばらつきによっ

ては等価板厚のばらつきがさらに大きくなる傾向がみられ，簡易計測とはいえ，ある程度は正確な計測が求

められるといえる．また，鋼板の端部から採取した試験片は，計測精度および計測結果のばらつき度合から，

腐食鋼板の等価板厚として正しく評価できる算出結果か疑問が残る精度であった．このことから，板全体の

耐荷力を評価する際は，鋼板の機能や腐食形態にもよるが，鋼材の端部などの計測が難しい箇所は避けた方

がよいといえる． 

圧縮試験結果と計算値の比較では，いずれの計算値も実験値と乖離する結果となった．これは各評価式で

適応すべき座屈長（両端支持，自由突出板）を無視して実験と同様の両端支持としていることや，各評価式

の細かな条件などを今回の試算では十分に考慮できていなかったためと考えられる．各評価式の適用やアプ

ローチ方法については，細かい条件を一致させた上で部材毎に評価することが望ましい． 

腐食鋼板①の最小板厚から算出した計算値と実験値は 20%程度の誤差であり，簡易計測，簡易試算という

範囲で圧縮強度の検討を行う場合には，最小板厚を用いることで，少しでも安全側で評価することも考えら

れる． 

 

【参考文献】 

1) 日本ファブテック㈱ 小峰様作成資料より引用 

2) KEYENCE 社 ホームページより引用 

3) Creaform 社 ホームページより引用 

4) FARO 社 ホームページより引用 

5) Leica Geosystems 社 ホームページより引用 

6) 大西泰生，石川敏之，塚田啓二：高感度磁気非破壊検査による疲労き裂の検出の試み，構造工学論

文集，Ｖol.67A，2021.3  
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第 2 編 WG2（疲労） 報告書 
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第 1章  背景と目的 

 

 鋼 I 桁橋の主桁ウェブと横桁および横構との接合部に取付けられる面外ガセット溶接継

手に生じる疲労き裂は，主桁の一次応力により進展する可能性がある主部材のき裂である

ことから，橋梁の安全性に係わる注意すべき損傷である．き裂が進展すると進展速度も増加

すると考えられるため，点検においてはき裂が発生してからなるべく早期の段階で確実に

発見し，その後の適切な処置に繋げる必要があると考えられる． 

 

 

図 1-1 鋼 I 桁橋主桁ウェブの面外ガセット溶接継手に生じる疲労き裂 

 

処置については，き裂が小さい段階であれば，板厚の減少を少なく留めながらバーグライ

ンダによりき裂を切削除去し，さらに止端仕上げを行うことで，低コストかつ少ない労力で

の疲労強度向上対策がとれるが，主桁のウェブに進展するような大きな段階のき裂になる

と，当て板補強を伴う対策が必要になるなど，対策に掛かるコストや作業規模が大きくなる

と考えられる． 

 き裂を早期に発見するには，損傷の発生が懸念される個所を熟知した点検員による定期

的な点検が必要であるが，少子高齢化・人口減少による技術者の減少が懸念される中，点検

に掛かるコストや労力を削減していくことは重要な課題と考えられる．どのような橋梁に

き裂が発生しやすいか，あるいは，数多くの点検箇所がある鋼 I 桁橋において，どの部位

（位置）に危険なき裂が発生しやすいか等を把握できれば，点検時の見逃し防止に加え，先

の課題に対してモニタリング箇所を設定して点検を省略することなどにも繋がる可能性が
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ある． 

 一方で，疲労設計は格子解析により求められる公称応力で計算されているが，格子解析で

は横部材がピン結合として計算されている，高欄の剛性が考慮されていない，局部的な詳細

ディテールまで再現されていないなど，実橋の応力が完全に再現されているわけではない．

特に，横構ガセット取付部においては，横構や対傾構の各部材からの主桁ウェブへの押し引

きの力が再現できておらず，格子解析から求められる応力が実橋の応力をどの程度再現で

きているかは不明である． 

 本検討では，格子解析を用いて橋梁支間や幅員の異なる一般的な鋼 I 桁橋を設計し，それ

らの橋梁を対象に FEM 解析を実施することで，格子解析で求められる公称応力と FEM 解析

から推定される実橋の応力の違いを明らかし，さらに，実橋において疲労き裂が発生しやす

いと考えられる橋梁の特徴や部位（位置）について検討を行う． 
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第 2章  検討対象橋梁 

 

2．1  検討ケース 

 検討対象橋梁は，昭和 39 年の道路橋示方書により設計した単純合成鋼 I桁橋とする．検

討ケースは，幅員（主桁本数および主桁間隔による影響）および支間長（桁高による影響）

に着目して，表 2-1の 6ケースとする．幅員構成と桁配置を図 2-1 に示す． 

 

表 2-1 検討ケース一覧 

 

 

 

検討ケース名称 

①：25※1 - 9.5※2（※1:支間長，※2:有効幅員）  

②：30  - 9.5     

③：40  - 9.5     

④：50  - 9.5     

⑤：30  - 8.0     

⑥：30  - 7.0     

 

幅 員　Ｂ 桁　高
備　考

支間長 Ｌ 9.5 m 8.0 m 7.0 m Ｈ(m)

1250  Ｈ＝L／20

30.0 (m) ② ⑤ ⑤ 1500

25.0 (m) ①

2000

50.0 (m) ④ 2500

40.0 (m) ③

桁間隔 (mm) 2900 2300 2900

桁本数 (本) 4 4 3

床版厚 (mm) 180 160 180
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図 2-1 検討ケースの幅員構成および桁配置 

 

 

2．2  試設計の概要 

 次頁以降に，各検討ケースの橋梁一般図（断面図，側面図，平面図），試設計の諸条

件，荷重図，格子解析の骨組み図，断面構成図を示す． 
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（１）ケース①25-9.5 

 

１）一般図 
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２）試設計の諸条件 

 

 

 

 

 

 

 

　昭和 39 年度示方書（単純合成桁：L=25 m, L/20）

0.110 t/m
2 1.10 kN/m

2

0.100 t/m
2 1.00 kN/m

2

0.080 t/m 0.80 kN/m

0.450 t/m
2 4.50 kN/m

2

0.115 t/m
2 1.15 kN/m

2

0.050 t/m 0.50 kN/m

0.450 t/m 4.50 kN/m

-0.100 t/m
2 -1.00 kN/m

2

5.000 t/m 50.00 kN/m

0.350 t/m
2 3.50 kN/m

2

外桁

中桁

93.3 kg/cm
2 9.33 N/mm

2

σa1=1300-0.6(L/b)2 σa1 × 0.100

:L/b≦30 :L/b≦30

σa2=1600-0.9(L/b)2 σa2 × 0.100

:L/b≦30 :L/b≦30

σa2=1800-1.1(L/b)2 σa2 × 0.100

:L/b≦30 :L/b≦30

N/mm
2

N/mm
2

20/(50+L)

N/mm
2

2.450  m

格子解析

鋼道示27条
（39年度版）

曲げ引張応力度

曲げ圧縮応力度

曲げ引張応力度

JIP-SPACERを使用

σ28=280kg/cm2

曲げ圧縮応力度

曲げ引張応力度

曲げ圧縮応力度

分配横桁配置 中央に1本配置

衝撃係数

線荷重

断 面 数

140

1700

等分布荷重

kg/cm
2 170

2.900  m

5

鋼材

SS41

SM50

kg/cm
2

SS50

床版の有効幅

kg/cm
2 190 N/mm

2

kg/cm
2

kg/cm
2

N/mm
2

L/500(鋼道示37条(39年度版))

鋼道路橋の合成ゲタ設計施工指針19条

（昭和40年6月）

0.267

主 桁 間 隔

桁　　　高

鋼　重

型　枠

高　欄

断面
決定

許容
応力度

ｺﾝｸﾘｰﾄ(圧縮)

1400

1900

たわみ 50.0 mm

N/mm
2

kg/cm
2

解析
条件

荷 　　 重 荷重載荷図参照

断面力算出

地　覆

活荷重
(L-20)

ハンチ

5.0 cm

6.0 cm

18.0 cm

1.250  m

総　幅　員

2.900  m

舗　装　厚

床　版　厚

荷重
条件

合成後
死荷重

舗　装

合成前
死荷重

床　版

ハ ン チ 高

型枠撤去

備　　　考

鋼道示19条（39年度版）

活荷重合成桁標準設計図(昭和38年)

設計･疲労照査条件

昭和 39 年

L = 25.000  m

9.500  m

項　　　目

適用示方書

支　間　長

有 効 幅 員

10.700  m

4 本主 桁 本 数

2.30×0.05

鋼道示9条（39年度版）
(従載荷荷重=主載荷荷重/2)

ハンチ勾配 1 : 3

L/20

2.50×0.18

道路橋標準設計図集解説[2]より

2.50×0.60×0.30

2.50×(0.35+0.71)/2×0.06
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３）荷重図 

単純合成桁（L=25.0m 昭和 39年 L/20） 
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４）格子解析 骨組み図 
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５）G1 桁の断面構成図 
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６）G2 桁の断面構成図 
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（２）ケース②30-9.5 

 

１）一般図 
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２）試設計の諸条件 

 

 

 

 

 

 

 

　昭和 39 年度示方書（単純合成桁：L=30 m, L/20）

0.130 t/m
2 1.30 kN/m

2

0.100 t/m
2 1.00 kN/m

2

0.087 t/m 0.87 kN/m

0.450 t/m
2 4.50 kN/m

2

0.115 t/m
2 1.15 kN/m

2

0.050 t/m 0.50 kN/m

0.450 t/m 4.50 kN/m

-0.100 t/m
2 -1.00 kN/m

2

5.000 t/m 50.00 kN/m

0.350 t/m
2 3.50 kN/m

2

外桁

中桁

93.3 kg/cm
2 9.33 N/mm

2

σa1=1300-0.6(L/b)2 σa1 × 0.100

:L/b≦30 :L/b≦30

σa2=1600-0.9(L/b)2 σa2 × 0.100

:L/b≦30 :L/b≦30

σa2=1800-1.1(L/b)2 σa3 × 0.100

:L/b≦30 :L/b≦30

2.50×(0.40+0.76)/2×0.06

5.0 cm

kg/cm
2

N/mm
2

荷重載荷図参照

2.450  m

2.900  m

設計･疲労照査条件

昭和 39 年

L = 30.000  m

9.500  m

備　　　考

鋼道示19条（39年度版）

曲げ圧縮応力度

道路橋標準設計図集解説[2]より

2.50×0.60×0.30

鋼道示9条（39年度版）
(従載荷荷重=主載荷荷重/2)

鋼道路橋の合成ゲタ設計施工指針19条

（昭和40年6月）

活荷重合成桁標準設計図(昭和38年)

4 本

2.900  m

床　版　厚 18.0 cm

主 桁 間 隔

荷 　　 重

分配横桁配置

断面力算出 JIP-SPACERを使用

1400

5

1700

中央に1本配置

格子解析

ｺﾝｸﾘｰﾄ(圧縮)

6.0 cm

1.500  m

等分布荷重

許容
応力度

たわみ

断面
決定

断 面 数

床版の有効幅

解析
条件

桁　　　高

合成前
死荷重

鋼　重

型　枠

高　欄

衝撃係数

SM50

鋼材

SS41

SS50

地　覆

舗　装

190

kg/cm
2

鋼道示27条
（39年度版）

kg/cm
2

N/mm
2

kg/cm
2 曲げ引張応力度

N/mm
2

60.0 mm

140 N/mm
2

kg/cm
2

1900

kg/cm
2 170

L/500(鋼道示37条(39年度版))

曲げ引張応力度

曲げ圧縮応力度

曲げ引張応力度

曲げ圧縮応力度N/mm
2

N/mm
2

σ28=280kg/cm2

ハンチ勾配 1 : 3

L/20

2.50×0.18

項　　　目

床　版

荷重
条件

舗　装　厚

20/(50+L)

2.30×0.05

0.250

適用示方書

支　間　長

有 効 幅 員

主 桁 本 数

総　幅　員 10.700  m

線荷重

型枠撤去

活荷重
(L-20)

ハ ン チ 高

ハンチ

合成後
死荷重
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３）荷重図 

単純合成桁（L=30.0m 昭和 39年 L/20） 
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４）格子解析 骨組み図 
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５）G1 桁の断面構成図 
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６）G2 桁の断面構成図 
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（３）ケース③40-9.5 

 

１）一般図 
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２）試設計の諸条件 

 

 

 

 

 

 

 

　昭和 39 年度示方書（単純合成桁：L=40 m, L/20）

0.160 t/m
2 1.60 kN/m

2

0.100 t/m
2 1.00 kN/m

2

0.087 t/m 0.87 kN/m

0.450 t/m
2 4.50 kN/m

2

0.115 t/m
2 1.15 kN/m

2

0.050 t/m 0.50 kN/m

0.450 t/m 4.50 kN/m

-0.100 t/m
2 -1.00 kN/m

2

5.000 t/m 50.00 kN/m

0.350 t/m
2 3.50 kN/m

2

外桁

中桁

93.3 kg/cm
2 9.33 N/mm

2

σa1=1300-0.6(L/b)2 σa1 × 0.100

:L/b≦30 :L/b≦30

σa2=1600-0.9(L/b)2 σa2 × 0.100

:L/b≦30 :L/b≦30

σa2=1800-1.1(L/b)2 σa2 × 0.100

:L/b≦30 :L/b≦30

L/500(鋼道示37条(39年度版))

鋼道路橋の合成ゲタ設計施工指針19条

（昭和40年6月）

鋼道示27条
（39年度版）

曲げ引張応力度

曲げ圧縮応力度

曲げ引張応力度

曲げ圧縮応力度

σ28=280kg/cm2

曲げ圧縮応力度

項　　　目

適用示方書

支　間　長

有 効 幅 員

設計･疲労照査条件

昭和 39 年

曲げ引張応力度

備　　　考

鋼道示19条（39年度版）

2.50×(0.40+0.76)/2×0.06

活荷重合成桁標準設計図(昭和38年)

20/(50+L)

鋼道示9条（39年度版）
(従載荷荷重=主載荷荷重/2)

2.50×0.60×0.30

N/mm
2

JIP-SPACERを使用

kg/cm
2

N/mm
2

kg/cm
2 170 N/mm

2

140

中央に1本配置

2.900  m

5

床版の有効幅
2.450  m

荷 　　 重 荷重載荷図参照

断面力算出 格子解析

L = 40.000  m

9.500  m

2.000  m

5.0 cm

6.0 cm

18.0 cm

10.700  m

4 本

床　版　厚

ハ ン チ 高

主 桁 本 数

主 桁 間 隔

総　幅　員

2.900  m

舗　装　厚

桁　　　高

等分布荷重

鋼　重

型　枠

高　欄

地　覆

活荷重
(L-20)

許容
応力度

ｺﾝｸﾘｰﾄ(圧縮)

型枠撤去

SS50

荷重
条件

合成後
死荷重

舗　装

合成前
死荷重

床　版

衝撃係数

ハンチ

線荷重

断面
決定

断 面 数

解析
条件

分配横桁配置

1400

1900

たわみ 80.0 mm

N/mm
2

kg/cm
2

N/mm
2

kg/cm
2

鋼材

SS41

SM50

kg/cm
2

1700

kg/cm
2

190 N/mm
2

ハンチ勾配 1 : 3

L/20

2.50×0.18

道路橋標準設計図集解説[2]より

0.222

2.30×0.05
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３）荷重図 

単純合成桁（L=40.0m 昭和 39年 L/20） 
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４）格子解析の骨組み図 
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５）G1 桁の断面構成図 
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６）G2 桁の断面構成図 
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（４）ケース④50-9.5 

 

１）一般図 

 

 

- 116 -



 

 

２）試設計の諸条件 

 

 

 

 

 

 

 

　昭和 39 年度示方書（単純合成桁：L=50 m, L/20）

0.210 t/m
2 2.10 kN/m

2

0.100 t/m
2 1.00 kN/m

2

0.087 t/m 0.87 kN/m

0.450 t/m
2 4.50 kN/m

2

0.115 t/m
2 1.15 kN/m

2

0.050 t/m 0.50 kN/m

0.450 t/m 4.50 kN/m

-0.100 t/m
2 -1.00 kN/m

2

5.000 t/m 50.00 kN/m

0.350 t/m
2 3.50 kN/m

2

外桁

中桁

93.3 kg/cm
2 9.33 N/mm

2

σa1=1300-0.6(L/b)2 σa1 × 0.100

:L/b≦30 :L/b≦30

σa2=1600-0.9(L/b)2 σa2 × 0.100

:L/b≦30 :L/b≦30

σa2=1800-1.1(L/b)2 σa3 × 0.100

:L/b≦30 :L/b≦30

100.0 mm

kg/cm
2

N/mm
2

kg/cm
2

kg/cm
2

190

たわみ

解析
条件

許容
応力度

荷重
条件

設計･疲労照査条件

昭和 39 年

L = 50.000  m

9.500  m

N/mm
2

140 N/mm
2

kg/cm
2

項　　　目

適用示方書

ハ ン チ 高

断 面 数

1400

2.900  m

荷重載荷図参照

格子解析

断面
決定

床版の有効幅

分配横桁配置

2.450  m

N/mm
2

2.500  m

型　枠

N/mm
2

1700

鋼材

1900

kg/cm
2

SS50

SS41

SM50

170 N/mm
2

kg/cm
2

7

ｺﾝｸﾘｰﾄ(圧縮)

2.50×(0.40+0.76)/2×0.06

2.50×0.60×0.30

2.30×0.05

20/(50+L)

鋼道示9条（39年度版）
(従載荷荷重=主載荷荷重/2)

高　欄

等分布荷重

地　覆

断面力算出

ハンチ

舗　装

型枠撤去

6.0 cm

舗　装　厚

4 本

2.900  m

床　版　厚 18.0 cm

中央に2本配置

支　間　長

有 効 幅 員

総　幅　員

主 桁 本 数

活荷重
(L-20)

衝撃係数

主 桁 間 隔

床　版

合成前
死荷重

鋼　重

荷 　　 重

線荷重

0.200

合成後
死荷重

5.0 cm

10.700  m

桁　　　高

備　　　考

鋼道示19条（39年度版）

JIP-SPACERを使用

L/20

2.50×0.18

道路橋標準設計図集解説[2]より

ハンチ勾配 1 : 3

活荷重合成桁標準設計図(昭和38年)

曲げ圧縮応力度

L/500(鋼道示37条(39年度版))

鋼道路橋の合成ゲタ設計施工指針19条

（昭和40年6月）

σ28=280kg/cm2

曲げ引張応力度

曲げ圧縮応力度

曲げ圧縮応力度

曲げ引張応力度
鋼道示27条

（39年度版）

曲げ引張応力度
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３）荷重図 

単純合成桁（L=50.0m 昭和 39年 L/20） 
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４）格子解析の骨組み図 
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５）G1 桁の断面構成図 
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６）G2 桁の断面構成図 
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（５）ケース⑤30-8.0 

 

１）一般図 
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２）試設計の諸条件 

 

 

 

 

 

 

 

　昭和 39 年度示方書（単純合成桁：L=30 m, L/20）

0.110 t/m
2 1.10 kN/m

2

0.100 t/m
2 1.00 kN/m

2

0.087 t/m 0.87 kN/m

0.400 t/m
2 4.00 kN/m

2

0.115 t/m
2 1.15 kN/m

2

0.050 t/m 0.50 kN/m

0.450 t/m 4.50 kN/m

-0.100 t/m
2 -1.00 kN/m

2

5.000 t/m 50.00 kN/m

0.350 t/m
2 3.50 kN/m

2

外桁

中桁

93.3 kg/cm
2 9.33 N/mm

2

σa1=1300-0.6(L/b)2 σa1 × 0.100

:L/b≦30 :L/b≦30

σa2=1600-0.9(L/b)2 σa2 × 0.100

:L/b≦30 :L/b≦30

σa2=1800-1.1(L/b)2 σa3 × 0.100

:L/b≦30 :L/b≦30

SS50

1700 kg/cm
2 170 N/mm

2 曲げ引張応力度

kg/cm
2

N/mm
2 曲げ圧縮応力度

SM50

1900 kg/cm
2 190 N/mm

2 曲げ引張応力度

kg/cm
2

N/mm
2 曲げ圧縮応力度

たわみ 60.0 mm L/500(鋼道示37条(39年度版))

鋼道示27条
（39年度版）

許容
応力度

ｺﾝｸﾘｰﾄ(圧縮) σ28=280kg/cm2

鋼材

SS41

1400 kg/cm
2 140 N/mm

2 曲げ引張応力度

曲げ圧縮応力度kg/cm
2

N/mm
2

断面
決定

床版の有効幅
2.300  m 鋼道路橋の合成ゲタ設計施工指針19条

（昭和40年6月）2.300  m

断 面 数 5

解析
条件

荷 　　 重 荷重載荷図参照

断面力算出 格子解析 JIP-SPACERを使用

分配横桁配置

荷重
条件

合成前
死荷重

鋼　重 道路橋標準設計図集解説[2]より

型　枠

ハンチ 2.50×(0.40+0.76)/2×0.06

床　版 2.50×0.16

中央に1本配置

鋼道示9条（39年度版）
(従載荷荷重=主載荷荷重/2)等分布荷重

衝撃係数 0.250 20/(50+L)

活荷重
(L-20)

線荷重

桁　　　高 1.500  m L/20

合成後
死荷重

舗　装 2.30×0.05

高　欄

地　覆 2.50×0.60×0.30

型枠撤去

床　版　厚 16.0 cm 活荷重合成桁標準設計図(昭和38年)

舗　装　厚 5.0 cm 鋼道示19条（39年度版）

ハ ン チ 高 6.0 cm ハンチ勾配 1 : 3

項　　　目 設計･疲労照査条件 備　　　考

適用示方書 昭和 39 年

支　間　長 L = 30.000  m

有 効 幅 員 8.000  m

総　幅　員 9.200  m

主 桁 本 数 4 本

主 桁 間 隔 2.300  m
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３）荷重図 

単純合成桁（L=30.0m 昭和 39年 L/20） 
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４）格子解析 骨組み図 
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５）G1 桁の断面構成図 
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６）G2 桁の断面構成図 
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（６）ケース⑥30-7.0 

 

１）一般図 
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２）試設計の諸条件 

 

 

 

 

 

 

 

　昭和 39 年度示方書（単純合成桁：L=30 m, L/20）

0.100 t/m
2 1.00 kN/m

2

0.100 t/m
2 1.00 kN/m

2

0.087 t/m 0.87 kN/m

0.450 t/m
2 4.50 kN/m

2

0.115 t/m
2 1.15 kN/m

2

0.050 t/m 0.50 kN/m

0.450 t/m 4.50 kN/m

-0.100 t/m
2 -1.00 kN/m

2

5.000 t/m 50.00 kN/m

0.350 t/m
2 3.50 kN/m

2

外桁

中桁

93.3 kg/cm
2 9.33 N/mm

2

σa1=1300-0.6(L/b)2 σa1 × 0.100

:L/b≦30 :L/b≦30

σa2=1600-0.9(L/b)2 σa2 × 0.100

:L/b≦30 :L/b≦30

σa2=1800-1.1(L/b)2 σa3 × 0.100

:L/b≦30 :L/b≦30

SS50

1700 kg/cm
2 170 N/mm

2 曲げ引張応力度

kg/cm
2

N/mm
2 曲げ圧縮応力度

SM50

1900 kg/cm
2 190 N/mm

2 曲げ引張応力度

kg/cm
2

N/mm
2 曲げ圧縮応力度

たわみ 60.0 mm L/500(鋼道示37条(39年度版))

鋼道示27条
（39年度版）

許容
応力度

ｺﾝｸﾘｰﾄ(圧縮) σ28=280kg/cm2

鋼材

SS41

1400 kg/cm
2 140 N/mm

2 曲げ引張応力度

曲げ圧縮応力度kg/cm
2

N/mm
2

断面
決定

床版の有効幅
2.650  m 鋼道路橋の合成ゲタ設計施工指針19条

（昭和40年6月）2.900  m

断 面 数 5

解析
条件

荷 　　 重 荷重載荷図参照

断面力算出 格子解析 JIP-SPACERを使用

分配横桁配置

荷重
条件

合成前
死荷重

鋼　重 道路橋標準設計図集解説[2]より

型　枠

ハンチ 2.50×(0.40+0.76)/2×0.06

床　版 2.50×0.18

中央に1本配置

鋼道示9条（39年度版）
(従載荷荷重=主載荷荷重/2)等分布荷重

衝撃係数 0.250 20/(50+L)

活荷重
(L-20)

線荷重

桁　　　高 1.500  m L/20

合成後
死荷重

舗　装 2.30×0.05

高　欄

地　覆 2.50×0.60×0.30

型枠撤去

床　版　厚 18.0 cm 活荷重合成桁標準設計図(昭和38年)

舗　装　厚 5.0 cm 鋼道示19条（39年度版）

ハ ン チ 高 6.0 cm ハンチ勾配 1 : 3

項　　　目 設計･疲労照査条件 備　　　考

適用示方書 昭和 39 年

支　間　長 L = 30.000  m

有 効 幅 員 7.000  m

総　幅　員 8.200  m

主 桁 本 数 3 本

主 桁 間 隔 2.900  m
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３）荷重図 

単純合成桁（L=30.0m 昭和 39年 L/20） 
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４）格子解析の骨組み図 
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５）G1 桁の断面構成図 
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６）G2 桁の断面構成図 
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第 3章  格子解析 

 

3．1  荷重条件 

 第 2 章 検討対象橋梁に示した 6 ケースに対して，格子解析により活荷重応力を求めた．

荷重は F 荷重とし，走行レーンに移動載荷した．2．2 試設計の概要の荷重図に橋梁断面に

対する F 荷重の載荷位置を示している． 

 

3．2  応力算出位置 

 応力算出は，面外ガセット取付位置に加えて，主桁下フランジ位置においても参考として

算出した． 

 

図 3-1 格子解析の応力算出位置 

 

3．3  応力の算出条件 

（１）変動応力の算出 

変動応力は，１組の F 荷重を橋軸方向に移動載荷させて算出した．  

（２）変動応力の補正 

１）活荷重補正係数 

   本検討ケースはすべて支間長 50m 以下のため，下段を参考に活荷重補正係数γT は

1.0 とした． 

 

「鋼道路橋の疲労設計指針」（H14.3.）より     

2
70

H

横構･横桁ガセットPL

下フランジ
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２）衝撃の影響 

   衝撃係数 if は以下より求めた．  

      if = 10 / ( 50 + L )     L：衝撃係数を求める際の支間長（m） 

３）構造解析係数 

   本橋は，コンクリート床版を有する鋼Ｉ桁橋であり，解析手法が格子解析であるこ

とから，構造解析係数γa は 0.8 とした． 

 

3．4  疲労照査 

 参考として格子解析により算出した応力に対して，一定振幅応力の打切り限界を用いた

疲労照査を行った．面外ガセット溶接継手は G 等級で，打ち切り限界は 32N/mm2である．平

均応力（応力比）に関する補正係数 CR，板厚に関する補正係数 Ct はいずれも 1.0 であり，

それらの補正は行っていない． 

なお，検討対象橋梁は，昭和 39 年の道路橋示方書により設計された橋梁を想定しており，

その主桁断面は疲労照査を考慮せず決定したものであるため，疲労照査を満足していない

場合がある． 

 

表 3-1 200 万回疲労強度と打切り限界 

強度等級 

2×106回 

基本許容応力範囲 

⊿σf(N/mm2) 

一定振幅応力 

⊿σce 

(N/mm2) 

変動振幅応力 

⊿σve 

(N/mm2) 

A 190 190 88 

B 155 155 72 

C 125 115 53 

D 100 84 39 

E 80 62 29 

F 65 46 21 

G 50 32 15 

H 40 23 11 

H’ 30 16 7 
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3．5  応力度の算出 

 次頁以降に，各検討ケースにおいて算出された応力度と，一定振幅応力の打切り限界を

用いた疲労照査結果を示す． 

 疲労照査の結果，NGとなった箇所数に着目すると，幅員 9.5m で支間の異なる①～④に

おいては，④の支間 50m で NG 箇所が極端に少なく，支間 30m で幅員の異なる②⑤⑥にお

いては，幅員が比較的小さい⑤⑥の方が NG箇所が多い傾向であった． 

 以上のことから，支間長が短いほど，また，幅員が狭いほど，F 荷重の影響が大きくな

り，疲労照査の結果は NGとなることが多いといえる． 
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（１）ケース①25-9.5 

 

 

 

 

NG 12 箇所                              

  

3500 33001140035003300

41004x4200=168004100

3
x
2
9
0
0
=8
7
0
0

G1

G2

G3

G4

応力算出範囲

②

下ﾌﾗﾝｼﾞ

⊿σf=50 N/mm2 ー

1 S1      0.0 < 32.0 0.0

1 S1+1/2  16.5 < 32.0 21.2

1 断面右端 26.6 < 32.0 34.1

2 断面左端 15.7 < 32.0 20.5

2 C1      19.5 < 32.0 25.5

2 C1+1/2  29.2 < 32.0 38.2

2 断面右端 32.0 < 32.0 41.9

3 断面左端 24.8 < 32.0 32.8

3 C2      30.1 < 32.0 39.9

3 C2+1/2  35.4 > 32.0 46.9

3 C3      40.7 > 32.0 53.8

1 S1      0.0 < 32.0 0.0

1 S1+1/2  38.7 > 32.0 49.4

1 断面右端 62.2 > 32.0 79.5

2 断面左端 38.4 > 32.0 49.7

2 C1      47.6 > 32.0 61.8

2 C1+1/2  55.2 > 32.0 71.5

2 断面右端 57.4 > 32.0 74.3

3 断面左端 49.7 > 32.0 64.7

3 C2      54.3 > 32.0 70.8

3 C2+1/2  50.6 > 32.0 65.9

3 C3      46.8 > 32.0 61.0

ー

断面

No.

①

ｳｪﾌﾞと横構・横桁ｶﾞｾｯﾄ

面外ガセット

(すみ肉溶接：Ｇ等級 )

最大応力範囲

応力算出位置

継手種類

強度等級

主

桁

照査位置

横断

G2

主

桁

G1

主

桁

最大応力範囲
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（２）ケース②30-9.5 

 

 

 

 
NG 12 箇所                              

 

 

410040001380040004100

3x
29
00
=
87
00

6x5000=30000

G1

G2

G3

G4

応力算出範囲

②

下ﾌﾗﾝｼﾞ

⊿σf=50 N/mm2 ー

1 S1      0.0 < 32.0 0.0

1 S1+1/2  15.6 < 32.0 19.3

1 断面右端 25.6 < 32.0 31.6

2 断面左端 15.5 < 32.0 19.5

2 C1      18.9 < 32.0 23.8

2 C1+1/2  28.4 < 32.0 35.7

2 断面右端 30.7 < 32.0 38.6

3 断面左端 24.0 < 32.0 30.4

3 C2      29.6 < 32.0 37.6

3 C2+1/2  35.0 > 32.0 44.4

3 C3      40.3 > 32.0 51.2

1 S1      0.0 < 32.0 0.0

1 S1+1/2  35.2 > 32.0 43.3

1 断面右端 57.7 > 32.0 71.0

2 断面左端 37.4 > 32.0 46.5

2 C1      45.6 > 32.0 56.8

2 C1+1/2  51.8 > 32.0 64.5

2 断面右端 53.3 > 32.0 66.4

3 断面左端 45.0 > 32.0 56.3

3 C2      48.9 > 32.0 61.3

3 C2+1/2  44.7 > 32.0 56.0

3 C3      40.5 > 32.0 50.7

ー

断面

No.

①

ｳｪﾌﾞと横構・横桁ｶﾞｾｯﾄ

面外ガセット

(すみ肉溶接：Ｇ等級 )

最大応力範囲

応力算出位置

継手種類

強度等級

主

桁

照査位置

横断

G2

主

桁

G1

主

桁

最大応力範囲
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（３）ケース③40-9.5 

 

 
 

 

NG 11 箇所                              

 

4500190004500 60006000
3
x
29
0
0=
8
70
0

8x5000=40000

G1

G2

G3

G4

応力算出範囲

②

下ﾌﾗﾝｼﾞ

⊿σf=50 N/mm2 ー

1 S1      0.0 < 32.0 0.0

1 S1+1/2  9.0 < 32.0 10.7

1 C1      18.0 < 32.0 21.4

1 断面右端 21.7 < 32.0 25.6

2 断面左端 15.2 < 32.0 18.2

2 C1+1/2  19.0 < 32.0 22.8

2 C2      25.4 < 32.0 30.4

2 断面右端 26.6 < 32.0 31.8

3 断面左端 20.1 < 32.0 24.3

3 C2+1/2  23.9 < 32.0 28.8

3 C3      28.6 < 32.0 34.5

3 C3+1/2  32.0 < 32.0 38.6

3 C4      35.3 > 32.0 42.7

1 S1      0.0 < 32.0 0.0

1 S1+1/2  22.2 < 32.0 26.1

1 C1      44.4 > 32.0 52.2

1 断面右端 48.4 > 32.0 57.0

2 断面左端 34.4 > 32.0 40.8

2 C1+1/2  38.7 > 32.0 45.9

2 C2      45.9 > 32.0 54.5

2 断面右端 45.9 > 32.0 54.5

3 断面左端 38.3 > 32.0 45.6

3 C2+1/2  38.4 > 32.0 45.8

3 C3      38.6 > 32.0 46.1

3 C3+1/2  35.1 > 32.0 41.9

3 C4      31.5 < 32.0 37.6

ー

断面

No.

①

ｳｪﾌﾞと横構・横桁ｶﾞｾｯﾄ

面外ガセット

(すみ肉溶接：Ｇ等級 )

最大応力範囲

応力算出位置

継手種類

強度等級

主

桁

照査位置

横断

G2

主

桁

G1

主

桁

最大応力範囲
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（４）ケース④50-9.5 

 

 

 

NG 4 箇所                                  

5000 5000 550019000500050005500

3x
2
9
0
0=
8
7
00

10x5000=50000

G4

G3

G2

G1

応力算出範囲

②

下ﾌﾗﾝｼﾞ

⊿σf=50 N/mm
2 ー

1 S1      0.0 < 32.0 0.0

1 S1+1/2  8.4 < 32.0 9.7

1 C1      16.9 < 32.0 19.4

1 断面右端 18.6 < 32.0 21.3

2 断面左端 11.7 < 32.0 13.6

2 C1+1/2  16.0 < 32.0 18.5

2 C2      21.3 < 32.0 24.7

2 断面右端 22.4 < 32.0 26.0

3 断面左端 18.0 < 32.0 21.0

3 C2+1/2  21.4 < 32.0 24.9

3 C3      25.7 < 32.0 29.9

3 断面右端 26.4 < 32.0 30.8

4 断面左端 22.8 < 32.0 26.7

4 C3+1/2  25.3 < 32.0 29.6

4 C4      28.4 < 32.0 33.2

4 C4+1/2  28.1 < 32.0 33.0

4 C5      27.9 < 32.0 32.7

1 S1      0.0 < 32.0 0.0

1 S1+1/2  18.0 < 32.0 20.5

1 C1      35.9 > 32.0 41.0

1 断面右端 37.7 > 32.0 43.0

2 断面左端 24.6 < 32.0 28.3

2 C1+1/2  29.1 < 32.0 33.5

2 C2      34.7 > 32.0 39.9

2 断面右端 34.9 > 32.0 40.2

3 断面左端 29.0 < 32.0 33.6

3 C2+1/2  29.7 < 32.0 34.3

3 C3      30.6 < 32.0 35.3

3 断面右端 30.4 < 32.0 35.1

4 断面左端 26.6 < 32.0 30.9

4 C3+1/2  25.8 < 32.0 30.0

4 C4      24.9 < 32.0 28.9

4 C4+1/2  27.3 < 32.0 31.7

4 C5      29.6 < 32.0 34.4

(すみ肉溶接：Ｇ等級 )

最大応力範囲

応力算出位置

継手種類

強度等級

主

桁

照査位置

横断

G1

主

桁

G2

主

桁

最大応力範囲

ー

断面

No.

①

ｳｪﾌﾞと横構・横桁ｶﾞｾｯﾄ

面外ガセット
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（５）ケース⑤30-8.0 

 

 

 

 

NG 17 箇所                              

 

  

6x5000=30000

3
x
2
3
0
0
=
6
9
0
0

4100 4000 13800 4000 4100

G1

G2

G3

G4

応力算出範囲

②

下ﾌﾗﾝｼﾞ

⊿σf=50 N/mm2 ー

1 S1      0.0 < 32.0 0.0

1 S1+1/2  24.4 < 32.0 30.3

1 断面右端 40.0 > 32.0 49.7

2 断面左端 24.7 < 32.0 31.2

2 C1      30.2 < 32.0 38.1

2 C1+1/2  42.9 > 32.0 54.2

2 断面右端 45.9 > 32.0 58.0

3 断面左端 36.5 > 32.0 46.6

3 C2      44.2 > 32.0 56.5

3 C2+1/2  50.4 > 32.0 64.3

3 C3      56.5 > 32.0 72.2

1 S1      0.0 < 32.0 0.0

1 S1+1/2  40.4 > 32.0 50.0

1 断面右端 66.2 > 32.0 82.0

2 断面左端 41.7 > 32.0 52.3

2 C1      50.8 > 32.0 63.8

2 C1+1/2  58.1 > 32.0 72.9

2 断面右端 59.8 > 32.0 75.1

3 断面左端 48.1 > 32.0 60.9

3 C2      52.5 > 32.0 66.5

3 C2+1/2  48.4 > 32.0 61.2

3 C3      44.2 > 32.0 56.0

G1

主

桁

G2

主

桁

最大応力範囲
主

桁

断面

No.

照査位置

横断
最大応力範囲

ー

強度等級

応力算出位置
①

ｳｪﾌﾞと横構・横桁ｶﾞｾｯﾄ

継手種類
面外ガセット

(すみ肉溶接：Ｇ等級 )
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（６）ケース⑥30-7.0 

 

 

 

 
NG 16 箇所                              

 

6x5000=30000

4100 4000 13800 4000 4100

2
90
0

2
9
0
0

G1

G2

G3

応力算出範囲

②

下ﾌﾗﾝｼﾞ

⊿σf=50 N/mm2 ー

1 S1      0.0 < 32.0 0.0

1 S1+1/2  28.6 < 32.0 35.4

1 断面右端 47.0 > 32.0 58.0

2 断面左端 29.2 < 32.0 36.6

2 C1      35.6 > 32.0 44.6

2 C1+1/2  48.1 > 32.0 60.4

2 断面右端 51.2 > 32.0 64.1

3 断面左端 40.7 > 32.0 51.6

3 C2      48.3 > 32.0 61.2

3 C2+1/2  53.1 > 32.0 67.2

3 C3      57.9 > 32.0 73.2

1 S1      0.0 < 32.0 0.0

1 S1+1/2  28.5 < 32.0 35.0

1 断面右端 46.7 > 32.0 57.4

2 断面左端 30.7 < 32.0 38.2

2 C1      37.5 > 32.0 46.6

2 C1+1/2  44.4 > 32.0 55.3

2 断面右端 46.1 > 32.0 57.3

3 断面左端 37.3 > 32.0 46.8

3 C2      41.6 > 32.0 52.1

3 C2+1/2  40.2 > 32.0 50.4

3 C3      38.8 > 32.0 48.6

G1

主

桁

G2

主

桁

最大応力範囲
主

桁

断面

No.

照査位置

横断
最大応力範囲

ー

強度等級

応力算出位置
①

ｳｪﾌﾞと横構・横桁ｶﾞｾｯﾄ

継手種類
面外ガセット

(すみ肉溶接：Ｇ等級 )
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第 4章  FEM 解析 

 

4．1  解析モデル 

第 2 章  検討対象橋梁に示した，昭和 39 年の道路橋示方書により設計した単純合成鋼 I

桁橋 6 ケースを対象に FEM 解析を行い，面外ガセット溶接部の応力を求めた．表 4-1 に解

析ケース，図 4-1に断面図と面外ガセット取付け高さを示す．横桁下フランジおよび横構ガ

セット PLの設置高さは主桁下フランジから 270mm である． 

 

表 4-1 解析ケース 

 

 

 

図 4-1 解析対象橋梁の断面図と面外ガセット取付け高さ 

幅 員　Ｂ 桁　高
備　考

支間長 Ｌ 9.5 m 8.0 m 7.0 m Ｈ(m)

1250  Ｈ＝L／20

30.0 (m) ② ⑤ ⑤ 1500

25.0 (m) ①

2000

50.0 (m) ④ 2500

40.0 (m) ③

桁間隔 (mm) 2900 2300 2900

桁本数 (本) 4 4 3

床版厚 (mm) 180 160 180
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図 4-2 に解析モデルの概要を示す．解析モデルは，鋼部材すべてを PLATE 要素でモデル

化した PLATE モデルを基本に，③支間 40m，幅員 9.5m の橋梁では着目部を SOLID 要素でモ

デル化した SOLID モデルも作成した．なお，RC床版と As 舗装は SOLID 要素とした． 

着目部である面外ガセットの両端部では要素を細かく分割した．なお，SOLID モデルでは

脚長 6mm として溶接部をモデル化したが，PLATE モデルでは板厚増加などの溶接部の考慮は

していない．また，ガセットプレートのスカラップについては省略している． 

PLATE モデルでは対象とする面外ガセットすべてを着目部としてモデル化したが，SOLID

モデルでは，G1 桁の C1，C4，G2 桁の C1+1/2，C4 の 4 箇所のみを着目部としてモデル化し

た．各面外ガセットの両端部については，始点側を〇〇-1，終点側を〇〇-2 として区別し

た． 

荷重は F 荷重（200kN）とし，走行・追越車線それぞれに橋軸方向に約 2.5m ピッチで移動

載荷した．なお，以下に示す算出方法で変動応力の補正を考慮した． 

 

変動応力補正係数γF＝γF1×γF2×γF3×（1+if）×γa 

同時載荷等補正係数 1   γF1＝3.0 

同時載荷等補正係数 2   γF2＝(log10LB1＋1.50)／3.0 （ただし，2/3＜γF2≦1.00） 

同時載荷等補正係数 3   γF3＝1.00 

動的作用の影響の補正係数 if＝10／(50＋L)   

計算応力補正係数     γa＝0.8 

 

 

図 4-2 解析モデル概要  
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4．2  解析結果 

（１）主桁下フランジ応力 

走行車線の支間中央に F荷重（変動応力考慮）を載荷した際の各解析ケースにおける支間

中央主桁下フランジ応力の比較を図 4-3に示す．支間が長くなるほど応力は小さくなる．ま

た，幅員が狭いほど，応力は大きくなる傾向でなる．幅員が異なることで各主桁の応力分配

が変化しているが，これは輪の載荷位置と主桁の位置の関係によっても異なるものと考え

られる． 

 

 

 

断面図                   側面図 

 

 

図 4-3 支間中央主桁下フランジ応力の比較 
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（２）面外ガセット溶接継手の応力範囲 

面外ガセット溶接継手の応力範囲は，図 4-4に示すように，走行車線に F荷重（変動応力

考慮）を移動載荷させた際の応力範囲に加えて，走行車線と追越車線それぞれに F 荷重（変

動応力考慮）を移動載荷させた際の最大応力と最小応力の差から求めた．なお，応力はガセ

ット端部から 0.4t と 1.0t（t=板厚）離れた位置の主桁ウェブ表面の応力から外挿して求め

た PLATE モデルの HSS（ホットスポット応力）とした．  

 

 

   

図 4-4 面外ガセット溶接継手の応力範囲の算出 

 

 

  

走行車線

走行車線載荷に
よる応力範囲

応
力

追越車線

＋

－

走行－追越車線載荷
による応力範囲

ｔ

0.4ｔ 1.0ｔ

HSS
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１）応力性状および変形挙動 

図 4-5 に③支間 40m，幅員 9.5m の橋梁における面外ガセットの応力範囲を示す．走行車

線載荷による応力範囲は 100N/mm2程度が最大で G1 桁の C2 で生じている．走行車線載荷と

追越車線載荷による応力範囲は走行車線載荷による応力範囲に比べて全体的に増加してお

り，支間中央付近の増加は小さいものの，端部付近の増加は大きく，C1～C2 においては

150N/mm2を超える程度の応力範囲となっている． 

 

 

 

(1)走行車線載荷による応力範囲 

 

 

(2)走行車線載荷と追越車線載荷による応力範囲 

 

図 4-5 ③支間 40m，幅員 9.5m の面外ガセット溶接継手の応力範囲の算出 
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図 4-6に G1C1-2 および G1C4-1 の応力が最大（走行車線載荷）・最小（追越車線載荷）と

なる際の G1C1 および G1C4 面外ガセットの応力および変形図（倍率 800 倍）を示す．なお，

応力は主桁ウェブの表裏面において，前述の PLATE モデル 0.4t-1.0t によるホットスポッ

ト応力により算出している． 

端部付近の G1C1 では走行車線載荷と追越車線載荷で変形モードが逆転している．それぞ

れの載荷で面外ガセットの両端部には横構や対傾構が剛結されている影響によると考えら

れる面外曲げが生じ，逆転による正負交番の影響で応力範囲が大きくなっている．一方，支

間中央の C4 では面外曲げが小さく，応力範囲も小さい． 

 

 

着目部 G1C1 

 

 

着目部 G1C4 

図 4-6 G1C1，G1C4 面外ガセットの HSS 応力および変形図（倍率 800 倍） 
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橋軸方向から見た橋梁の変形図の例を図 4-7 に示す．支間中央付近では断面が保持され

た状態で沈み込むように変形するが，端部付近ではねじれを伴う断面変形が生じるため，主

桁間を拘束する横部材の取付け部で主桁ウェブに面外変形が生じると考えられる． 

 

 

図 4-7 走行車線の支間中央載荷時の変形図 

 

 鋼構造物の疲労設計指針・同解説（2012 改訂版）において，面外曲げが生じる場合は，曲

げ応力を 4/5 として直応力範囲を算出してよいとされている．本検討では主桁ウェブの表

裏面で求めた PLATE モデルの 0.4t-1.0t によるホットスポット応力を用いて，面外曲げの

影響を考慮した応力範囲を算出した． 

表 4-2に各着目位置の応力範囲を示す．面外曲げが生じていなかった支間中央の C4では

補正による変化は小さいが，正負交番により応力範囲が大きくなった C1～C2 などでは，面

外曲げの影響を考慮することで，応力範囲は 2 割程度小さくなった．なお，曲げの影響を考

慮しても，応力範囲は支間中央で小さく，端部付近で比較的大きい傾向に変わりはない．参

考として，表 4-3に走行車線，追越車線それぞれの応力範囲とそれらの補正による変化率，

図 4-8に曲げ応力成分補正前後の面外ガセット溶接継手の応力範囲を示す． 
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表 4-2 応力範囲の補正 

  
 

 

 

表 4-3 走行・追越車線別の応力範囲の補正 

 

 

S1 113.61 90.76 0.80 0.65
C1-1 139.21 110.66 0.79 0.79
C1-2 169.76 139.90 0.82 1.00
C2-1 101.76 82.30 0.81 0.59
C2-2 149.28 125.87 0.84 0.90
C3-1 73.02 62.76 0.86 0.45
C3-2 114.44 98.37 0.86 0.70
C4-1 91.60 82.36 0.90 0.59
C4-2 73.43 70.18 0.96 0.50
S1 134.38 107.65 0.80 0.77
S1+1/2-1 115.77 94.77 0.82 0.68
S1+1/2-2 121.94 98.38 0.81 0.70
C1+1/2-1 148.79 120.69 0.81 0.86
C1+1/2-2 165.53 135.65 0.82 0.97
C2+1/2-1 93.21 75.87 0.81 0.54
C2+1/2-2 137.68 113.24 0.82 0.81
C3+1/2-1 65.88 54.13 0.82 0.39
C3+1/2-2 93.56 77.08 0.82 0.55
C4-1 19.06 20.18 1.06 0.14
C4-2 17.70 19.09 1.08 0.14
S1 133.33 106.72 0.80 0.76
S1+1/2-1 94.42 73.49 0.78 0.53
S1+1/2-2 114.07 90.60 0.79 0.65
C4-1 30.25 29.13 0.96 0.21
C4-2 31.62 30.22 0.96 0.22

G1
(G2側)

G2
(G1側)

G2
(G3側)

着目位置
応力範囲（N/mm2）

補正後
/補正前

最大応力
範囲に

対する比
  膜＋曲げ

 膜+
  曲げ×4/5

S1 54.4 44.0 0.81 70.2 56.7 0.81 113.6 90.8 0.80
C1-1 68.1 58.1 0.85 111.2 91.9 0.83 139.2 110.7 0.79
C1-2 94.7 82.5 0.87 75.1 57.4 0.77 169.8 139.9 0.82
C2-1 42.2 40.4 0.96 94.6 79.9 0.84 101.8 82.3 0.81
C2-2 103.2 92.4 0.89 46.1 34.2 0.74 149.3 125.9 0.84
C3-1 46.2 46.9 1.01 73.0 62.8 0.86 73.0 62.8 0.86
C3-2 96.3 87.6 0.91 42.2 32.6 0.77 114.4 98.4 0.86
C4-1 82.8 77.9 0.94 56.0 46.5 0.83 91.6 82.4 0.90
C4-2 73.4 70.2 0.96 56.0 48.9 0.87 73.4 70.2 0.96
S1 82.1 66.4 0.81 52.3 41.3 0.79 134.4 107.6 0.80
S1+1/2-1 62.5 53.9 0.86 83.2 68.8 0.83 115.8 94.8 0.82
S1+1/2-2 46.0 38.4 0.83 75.9 60.0 0.79 121.9 98.4 0.81
C1+1/2-1 59.5 50.0 0.84 107.0 87.8 0.82 148.8 120.7 0.81
C1+1/2-2 86.5 72.8 0.84 79.1 62.8 0.79 165.5 135.7 0.82
C2+1/2-1 32.6 28.4 0.87 80.7 66.6 0.83 93.2 75.9 0.81
C2+1/2-2 92.0 77.5 0.84 53.7 43.0 0.80 137.7 113.2 0.82
C3+1/2-1 47.3 40.5 0.86 65.9 54.1 0.82 65.9 54.1 0.82
C3+1/2-2 74.8 63.1 0.84 54.8 44.4 0.81 93.6 77.1 0.82
C4-1 19.1 20.2 1.06 15.3 15.0 0.98 19.1 20.2 1.06
C4-2 17.7 19.1 1.08 16.8 16.2 0.96 17.7 19.1 1.08
S1 75.6 60.0 0.79 57.7 46.7 0.81 133.3 106.7 0.80
S1+1/2-1 33.3 26.8 0.80 61.1 46.7 0.76 94.4 73.5 0.78
S1+1/2-2 52.0 44.2 0.85 83.4 67.5 0.81 114.1 90.6 0.79
C4-1 30.2 29.1 0.96 18.0 17.0 0.94 30.2 29.1 0.96
C4-2 31.6 30.2 0.96 16.7 15.9 0.95 31.6 30.2 0.96

G2
(G3側)

  膜＋曲げ
 膜+
  曲げ×4/5

着目位置

走行車線載荷

 膜+
  曲げ×4/5

  膜＋曲げ
 膜+
  曲げ×4/5

応力範囲（N/mm2）

G1
(G2側)

G2
(G1側)

追越車線載荷 走行・追越車線載荷

  膜＋曲げ

応力範囲（N/mm2） 応力範囲（N/mm2）
変化率 変化率 変化率

・膜応力，曲げ応力は着目部表裏の応力から算出 

膜応力σm=(σ表面 +σ裏面)/2，曲げ応力σb=(σ表面 -σ裏面)/2 

・補正前後の応力範囲は以下の応力の最大値と最小値から算出 

補正前の直応力σ=σm＋σb，補正後の直応力σ=σm＋σb×(4/5) 
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(1)曲げ応力成分補正前（走行車線載荷と追越車線載荷による応力範囲） 

 

 

 

(2)曲げ応力成分補正後（走行車線載荷と追越車線載荷による応力範囲） 

 

図 4-8 曲げ応力成分補正前後の面外ガセット溶接継手の応力範囲 
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２）支間長の影響 

 ①支間 25m，②支間 30m，③支間 40m，④支間 50m の 4 橋において，面外ガセットの応力

範囲を比較することで，支間長の影響を検討した．いずれの橋梁も幅員は 9.5m である．な

お，ここでは FEM 解析で求めた応力範囲を，ホットスポット応力の疲労強度 E 等級（200 万

回疲労強度：80N/mm2，一定振幅応力の打切り限界：62N/mm2）における一定振幅応力の打切

り限界で除した値を示す．前述した曲げ応力成分は補正している． 

図 4-9 に，支間の異なる 4 橋の面外ガセットの応力範囲を一定振幅応力の打切り限界で

除した結果を示す．いずれも，一定振幅応力の打切り限界を超過している箇所があり，応力

範囲は端部から支間 1/3 付近にかけて比較的大きく，支間中央付近で小さい．支間 25，30，

40m では 2.0 を上回っているが，支間 50m では 2.0 を超える箇所はなく，応力範囲が比較的

小さいといえる．表 4-4～4-7には，支間の異なる 4橋の曲げ応力成分の補正を示している．

曲げ応力成分の補正はいずれも 2 割程度と同程度である． 

 

 

図 4-9 支間の異なる 4橋の面外ガセットの応力範囲（走行・追越載荷） 
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表 4-4 ①支間 25m，幅員 9.5m の曲げ応力範囲の補正 

 

 

 

表 4-5 ②支間 30m，幅員 9.5m の曲げ応力範囲の補正 

 

 

 

 

 

S1 42.9 34.5 0.80 69.9 56.3 0.81 98.0 78.2 0.80
C1-1 66.4 59.4 0.90 114.0 94.0 0.82 119.6 96.4 0.81
C1-2 74.8 69.4 0.93 74.3 57.1 0.77 149.1 126.5 0.85
C2-1 69.9 67.5 0.97 82.1 69.9 0.85 82.1 69.9 0.85
C2-2 109.6 100.2 0.91 32.3 23.9 0.74 137.5 118.7 0.86
C3-1 99.1 93.8 0.95 49.6 42.4 0.86 102.6 94.7 0.92
C3-2 98.3 92.7 0.94 51.3 45.4 0.89 98.3 92.7 0.94
S1 82.6 66.7 0.81 39.7 31.7 0.80 122.4 98.4 0.80
S1+1/2-1 69.7 61.2 0.88 92.9 77.3 0.83 105.9 87.4 0.83
S1+1/2-2 32.0 27.5 0.86 82.3 64.3 0.78 114.3 91.8 0.80
C1+1/2-1 52.7 46.2 0.88 101.7 83.8 0.82 105.1 86.1 0.82
C1+1/2-2 93.0 79.3 0.85 68.9 54.2 0.79 161.9 133.5 0.82
C2+1/2-1 74.9 63.4 0.85 65.3 55.0 0.84 74.9 63.4 0.85
C2+1/2-2 91.5 77.4 0.85 44.7 36.2 0.81 114.2 94.1 0.82
C3-1 27.6 28.9 1.05 19.2 18.7 0.97 27.6 28.9 1.05
C3-2 27.1 28.5 1.05 20.2 19.5 0.96 27.1 28.5 1.05
S1 77.6 61.7 0.80 40.7 32.7 0.80 118.3 94.4 0.80
S1+1/2-1 20.1 17.1 0.85 63.3 47.7 0.75 81.1 64.8 0.80
S1+1/2-2 58.4 52.1 0.89 99.5 81.4 0.82 114.9 92.2 0.80
C3-1 40.5 39.2 0.97 19.8 19.2 0.97 40.5 39.2 0.97
C3-2 41.0 39.6 0.97 18.8 18.4 0.98 41.0 39.6 0.97

G1
(G2側)

着目位置

走行車線載荷 追越車線載荷 走行・追越車線載荷

  膜＋曲げ
 膜+
  曲げ×4/5

応力範囲（N/mm2）

G2
(G1側)

G2
(G3側)

応力範囲（N/mm2） 応力範囲（N/mm2）
変化率 変化率 変化率 膜+

  曲げ×4/5
  膜＋曲げ

 膜+
  曲げ×4/5

  膜＋曲げ

S1 50.1 40.3 0.81 74.7 60.2 0.81 112.4 89.8 0.80
C1-1 63.8 56.2 0.88 121.5 100.2 0.82 134.8 107.9 0.80
C1-2 85.3 75.3 0.88 81.5 62.8 0.77 166.8 138.2 0.83
C2-1 56.0 56.0 1.00 88.4 75.3 0.85 88.4 75.3 0.85
C2-2 116.0 105.1 0.91 39.5 29.8 0.75 147.8 126.6 0.86
C3-1 99.1 93.6 0.94 57.8 48.6 0.84 105.5 96.1 0.91
C3-2 94.8 89.4 0.94 58.6 51.5 0.88 94.8 89.4 0.94
S1 90.5 73.0 0.81 48.5 38.6 0.80 139.0 111.6 0.80
S1+1/2-1 69.1 61.5 0.89 93.7 78.0 0.83 112.7 92.8 0.82
S1+1/2-2 39.1 33.6 0.86 84.7 66.2 0.78 123.9 99.8 0.81
C1+1/2-1 50.8 44.2 0.87 107.2 88.4 0.82 119.2 97.3 0.82
C1+1/2-2 104.9 88.7 0.85 72.0 56.8 0.79 176.9 145.5 0.82
C2+1/2-1 66.3 56.2 0.85 70.6 60.0 0.85 77.2 63.6 0.82
C2+1/2-2 95.4 80.2 0.84 52.9 42.8 0.81 120.3 98.8 0.82
C3-1 26.5 27.7 1.05 18.6 18.2 0.98 26.5 27.7 1.05
C3-2 25.7 27.1 1.05 19.9 19.2 0.97 25.7 27.1 1.05
S1 84.2 67.0 0.80 50.6 40.7 0.80 134.8 107.7 0.80
S1+1/2-1 23.7 19.5 0.82 63.2 47.5 0.75 86.9 67.0 0.77
S1+1/2-2 57.8 51.3 0.89 100.7 82.2 0.82 120.4 96.3 0.80
C3-1 38.6 37.4 0.97 20.8 20.0 0.96 38.6 37.4 0.97
C3-2 39.4 38.1 0.97 19.7 19.1 0.97 39.4 38.1 0.97

応力範囲（N/mm2）応力範囲（N/mm2）
変化率 変化率 変化率

G1
(G2側)

着目位置

走行車線載荷 追越車線載荷 走行・追越車線載荷

  膜＋曲げ
 膜+
  曲げ×4/5

応力範囲（N/mm2）

 膜+
  曲げ×4/5

  膜＋曲げ
 膜+
  曲げ×4/5

  膜＋曲げ

G2
(G1側)

G2
(G3側)
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表 4-6 ③支間 40m，幅員 9.5m の曲げ応力範囲の補正 

 

 

表 4-7 ④支間 50m，幅員 9.5m の曲げ応力範囲の補正 

 

S1 54.4 44.0 0.81 70.2 56.7 0.81 113.6 90.8 0.80
C1-1 68.1 58.1 0.85 111.2 91.9 0.83 139.2 110.7 0.79
C1-2 94.7 82.5 0.87 75.1 57.4 0.77 169.8 139.9 0.82
C2-1 42.2 40.4 0.96 94.6 79.9 0.84 101.8 82.3 0.81
C2-2 103.2 92.4 0.89 46.1 34.2 0.74 149.3 125.9 0.84
C3-1 46.2 46.9 1.01 73.0 62.8 0.86 73.0 62.8 0.86
C3-2 96.3 87.6 0.91 42.2 32.6 0.77 114.4 98.4 0.86
C4-1 82.8 77.9 0.94 56.0 46.5 0.83 91.6 82.4 0.90
C4-2 73.4 70.2 0.96 56.0 48.9 0.87 73.4 70.2 0.96
S1 82.1 66.4 0.81 52.3 41.3 0.79 134.4 107.6 0.80
S1+1/2-1 62.5 53.9 0.86 83.2 68.8 0.83 115.8 94.8 0.82
S1+1/2-2 46.0 38.4 0.83 75.9 60.0 0.79 121.9 98.4 0.81
C1+1/2-1 59.5 50.0 0.84 107.0 87.8 0.82 148.8 120.7 0.81
C1+1/2-2 86.5 72.8 0.84 79.1 62.8 0.79 165.5 135.7 0.82
C2+1/2-1 32.6 28.4 0.87 80.7 66.6 0.83 93.2 75.9 0.81
C2+1/2-2 92.0 77.5 0.84 53.7 43.0 0.80 137.7 113.2 0.82
C3+1/2-1 47.3 40.5 0.86 65.9 54.1 0.82 65.9 54.1 0.82
C3+1/2-2 74.8 63.1 0.84 54.8 44.4 0.81 93.6 77.1 0.82
C4-1 19.1 20.2 1.06 15.3 15.0 0.98 19.1 20.2 1.06
C4-2 17.7 19.1 1.08 16.8 16.2 0.96 17.7 19.1 1.08
S1 75.6 60.0 0.79 57.7 46.7 0.81 133.3 106.7 0.80
S1+1/2-1 33.3 26.8 0.80 61.1 46.7 0.76 94.4 73.5 0.78
S1+1/2-2 52.0 44.2 0.85 83.4 67.5 0.81 114.1 90.6 0.79
C4-1 30.2 29.1 0.96 18.0 17.0 0.94 30.2 29.1 0.96
C4-2 31.6 30.2 0.96 16.7 15.9 0.95 31.6 30.2 0.96

G2
(G3側)

  膜＋曲げ
 膜+
  曲げ×4/5

着目位置

走行車線載荷

 膜+
  曲げ×4/5

  膜＋曲げ
 膜+
  曲げ×4/5

応力範囲（N/mm2）

G1
(G2側)

G2
(G1側)

追越車線載荷 走行・追越車線載荷

  膜＋曲げ

応力範囲（N/mm2） 応力範囲（N/mm2）
変化率 変化率 変化率

S1 42.0 33.7 0.80 50.7 40.8 0.81 85.5 68.0 0.80
C1-1 55.5 47.1 0.85 84.6 69.9 0.83 111.1 88.1 0.79
C1-2 80.3 69.6 0.87 56.0 42.3 0.76 136.3 111.9 0.82
C2-1 40.2 36.0 0.90 81.3 68.2 0.84 101.3 80.7 0.80
C2-2 84.4 75.4 0.89 42.2 30.9 0.73 126.6 106.3 0.84
C3-1 31.2 30.5 0.98 67.1 57.2 0.85 72.3 57.2 0.79
C3-2 82.2 73.7 0.90 34.5 26.4 0.77 107.9 91.2 0.85
C4-1 37.2 37.8 1.02 56.1 48.0 0.86 56.1 48.0 0.86
C4-2 73.4 67.0 0.91 36.3 28.7 0.79 83.9 72.3 0.86
C5-1 63.6 59.8 0.94 44.4 37.1 0.84 70.6 63.4 0.90
C5-2 56.2 53.9 0.96 45.6 39.8 0.87 56.4 53.9 0.96
S1 55.1 43.5 0.79 43.8 35.3 0.81 98.9 78.9 0.80
S1+1/2-1 28.3 22.7 0.80 42.5 32.1 0.76 70.8 54.9 0.77
S1+1/2-2 42.3 36.1 0.85 60.1 48.7 0.81 86.1 68.2 0.79
C1+1/2-1 48.7 39.3 0.81 70.9 54.9 0.77 119.6 94.2 0.79
C1+1/2-2 57.6 44.4 0.77 69.9 56.2 0.80 127.6 100.7 0.79
C2+1/2-1 33.6 27.7 0.82 53.9 41.3 0.77 87.5 68.9 0.79
C2+1/2-2 46.1 34.9 0.76 50.6 41.2 0.81 96.7 76.1 0.79
C3+1/2-1 16.9 14.6 0.86 44.7 34.6 0.77 57.4 45.2 0.79
C3+1/2-2 39.5 28.7 0.73 41.7 33.6 0.81 75.3 58.3 0.77
C4+1/2-1 12.2 9.5 0.78 42.0 32.9 0.78 42.0 32.9 0.78
C4+1/2-2 28.2 19.8 0.70 40.4 32.0 0.79 50.6 38.8 0.77
C5-1 24.4 23.2 0.95 14.7 13.8 0.94 23.8 23.2 0.97
C5-2 25.8 24.3 0.94 13.3 12.7 0.95 25.5 24.3 0.95
S1 55.1 43.5 0.79 43.8 35.3 0.81 98.9 78.9 0.80
S1+1/2-1 28.3 22.7 0.80 42.5 32.1 0.76 70.8 54.9 0.77
S1+1/2-2 42.3 36.1 0.85 60.1 48.7 0.81 86.1 68.2 0.79
C5-1 24.4 23.2 0.95 14.7 13.8 0.94 24.4 23.2 0.95
C5-2 25.8 24.3 0.94 13.3 12.7 0.95 25.8 24.3 0.94

  膜＋曲げ
 膜+
  曲げ×4/5

変化率 変化率 変化率

走行車線載荷 追越車線載荷

  膜＋曲げ
 膜+
  曲げ×4/5

応力範囲（N/mm2） 応力範囲（N/mm2） 応力範囲（N/mm2）

走行・追越車線載荷

  膜＋曲げ
 膜+
  曲げ×4/5

G2
(G1側)

G2
(G3側)

G1
(G2側)

着目位置
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３）幅員の影響 

 ②幅員 9.5m，⑤幅員 8m，⑥幅員 7mの 3橋において，面外ガセットの応力範囲を比較する

ことで，幅員の影響を検討した．いずれの橋梁も支間は 30m である．ここでも FEM 解析で求

めた応力範囲を，ホットスポット応力の疲労強度 E 等級における一定振幅応力の打切り限

界（62N/mm2）で除しており，曲げ応力成分は補正している． 

 幅員の異なる 3 橋の面外ガセットの応力範囲を一定振幅応力の打切り限界で除した結果

を図 4-10に示す．いずれも，一定振幅応力の打切り限界を超過している．応力範囲は，幅

員が小さくなることで増加する傾向で，特に幅員 8m では G2桁の支間 1/4，幅員 7m(3 主桁)

では G1,G2 桁の端部から支間 1/4 にかけて大きな応力範囲が生じている．なお，幅員 8mの

G1 桁の応力範囲は比較的小さい．表 4-8～4-9 には，⑤幅員 8m，⑥幅員 7mの 2 橋の曲げ応

力成分の補正を示す．応力範囲が小さかった幅員 8m の G1 桁では曲げ応力成分の補正が小

さいが，いずれの橋梁も曲げ応力成分の補正は大きいところで 2割程度である． 

 

 

図 4-10 幅員の異なる 3橋の面外ガセットの応力範囲（走行・追越載荷） 
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表 4-8 ⑤支間 30m，幅員 8.0m の曲げ応力範囲の補正 

 

 

表 4-9 ⑥支間 30m，幅員 7.0m の曲げ応力範囲の補正 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

S1 16.1 13.5 0.84 28.1 21.5 0.76 30.9 22.2 0.72
C1-1 79.4 76.8 0.97 56.8 46.5 0.82 79.4 76.8 0.97
C1-2 94.4 87.6 0.93 9.2 5.4 0.59 103.6 90.4 0.87
C2-1 91.8 90.2 0.98 64.8 56.2 0.87 91.8 90.2 0.98
C2-2 131.1 121.0 0.92 13.6 13.1 0.96 132.0 121.0 0.92
C3-1 125.5 118.9 0.95 46.0 42.2 0.92 125.5 118.9 0.95
C3-2 120.7 115.1 0.95 48.6 43.8 0.90 120.7 115.1 0.95
S1 50.7 43.2 0.85 26.9 23.3 0.87 77.6 66.5 0.86
S1+1/2-1 79.1 69.6 0.88 107.3 90.1 0.84 144.4 119.7 0.83
S1+1/2-2 65.2 55.6 0.85 91.5 71.7 0.78 156.7 127.3 0.81
C1+1/2-1 61.0 51.8 0.85 155.8 127.9 0.82 214.8 174.0 0.81
C1+1/2-2 154.3 129.0 0.84 117.4 93.4 0.80 271.8 222.3 0.82
C2+1/2-1 47.6 42.3 0.89 106.8 87.5 0.82 106.8 87.5 0.82
C2+1/2-2 114.2 96.4 0.84 86.6 70.0 0.81 161.4 132.9 0.82
C3-1 27.4 28.6 1.04 20.0 19.6 0.98 27.4 28.6 1.04
C3-2 25.6 27.2 1.06 21.8 21.0 0.96 25.6 27.2 1.06
S1 25.1 17.6 0.70 17.0 13.8 0.82 34.5 23.5 0.68
S1+1/2-1 39.4 31.8 0.81 65.0 47.8 0.73 104.5 79.6 0.76
S1+1/2-2 64.1 55.7 0.87 106.6 86.8 0.81 137.6 108.7 0.79
C3-1 39.5 38.3 0.97 22.4 21.5 0.96 39.5 38.3 0.97
C3-2 41.2 39.7 0.96 20.8 20.2 0.97 41.2 39.7 0.96

G2
(G1側)

G2
(G3側)

 膜+
  曲げ×4/5

変化率
応力範囲（N/mm2） 応力範囲（N/mm2）

 膜+
  曲げ×4/5

  膜＋曲げ
変化率 変化率

G1
(G2側)

着目位置

走行車線載荷 追越車線載荷 走行・追越車線載荷

  膜＋曲げ
 膜+
  曲げ×4/5

応力範囲（N/mm2）

  膜＋曲げ

S1 123.5 98.8 0.80 135.3 109.6 0.81 258.8 208.4 0.81
C1-1 98.3 85.9 0.87 154.4 128.8 0.83 220.0 176.0 0.80
C1-2 181.3 157.7 0.87 88.9 67.2 0.76 270.2 224.9 0.83
C2-1 78.7 74.3 0.94 121.1 103.9 0.86 133.4 108.5 0.81
C2-2 175.4 156.4 0.89 55.9 42.7 0.76 209.5 178.0 0.85
C3-1 136.1 127.9 0.94 76.6 65.2 0.85 141.2 128.8 0.91
C3-2 122.2 116.7 0.95 83.4 73.6 0.88 122.2 116.7 0.95
S1 5.2 5.2 1.01 5.4 5.4 0.99 5.4 5.3 0.98
S1+1/2-1 119.8 97.1 0.81 146.1 120.1 0.82 265.9 213.3 0.80
S1+1/2-2 150.0 122.8 0.82 124.4 97.1 0.78 274.4 219.9 0.80
C1+1/2-1 79.9 64.3 0.80 122.7 102.5 0.84 202.0 161.6 0.80
C1+1/2-2 146.6 123.7 0.84 99.8 75.8 0.76 246.5 199.5 0.81
C2+1/2-1 65.3 54.9 0.84 74.3 63.5 0.86 96.6 79.1 0.82
C2+1/2-2 92.1 79.7 0.87 59.3 46.9 0.79 134.0 109.9 0.82
C3-1 29.9 30.0 1.00 30.9 30.8 1.00 30.9 30.8 1.00
C3-2 28.1 28.6 1.02 32.7 32.3 0.99 32.7 32.3 0.99

  膜＋曲げ
変化率 変化率

応力範囲（N/mm2）
走行・追越車線載荷

  膜＋曲げ
変化率 膜+

  曲げ×4/5

応力範囲（N/mm2） 応力範囲（N/mm2）

G2
(G1側)

 膜+
  曲げ×4/5

  膜＋曲げ
 膜+
  曲げ×4/5

G1
(G2側)

着目位置

走行車線載荷 追越車線載荷
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4．3  まとめ 

・端部付近に取り付けられた面外ガセットは板曲げの影響が大きく，応力範囲も比較的

大きい． 

・支間長 25m～50m（幅員 9.5m），幅員 7m，8m，9.5m（支間長 30m）のいずれの橋梁にお

いても，FEM 解析によりホットスポット応力の疲労強度 E 等級における一定振幅応力

の打切り限界（62N/mm2）を超える応力範囲が生じた． 

・支間長 25m～50m（幅員 9.5m）の橋梁に対する FEM 解析より，活荷重による面外ガセッ

トの応力範囲は，支間長 25～40m では同程度であるが，支間長 50m では若干小さくな

る． 

・幅員 7m，8m，9.5m（支間長 30m）の橋梁に対する FEM 解析より，幅員が小さい橋梁で

応力範囲が増加する傾向がみられた．幅員 8m（4 主桁）では中桁の支間 1/4 位置，幅

員 7m（3 主桁）では外桁および中桁の端部から支間 1/4 位置にかけて応力範囲が増加

した． 
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第 5章  格子解析と FEM 解析の比較 

 

5．1  主桁下フランジ応力の比較 

格子解析と FEM 解析により求めた，走行車線の支間中央に F 荷重を載荷した際の支間中

央主桁下フランジの応力の比較を図 5-1 に示す．全体的な応力レベルは格子解析と FEM 解

析で同程度である．幅員 9.5m の①，②，③，④では，格子解析と FEM 解析の差が比較的小

さい．一方、幅員が小さい⑤，⑥では，格子解析と FEM 解析で G1 桁と G2桁の差が異なり， 

格子解析ではそれらの差が大きく，荷重分配が再現できていない影響が考えられる． 

 

 

 

図 5-1 格子解析と FEM 解析の支間中央主桁下フランジ応力の比較 

 

  

①支間25m，幅員9.5m ②支間30m，幅員9.5m ③支間40m，幅員9.5m

④支間50m，幅員9.5m ⑤支間30m，幅員8m ⑥支間30m，幅員7m
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5．2  面外ガセット溶接接手の応力範囲の比較 

（１）発生応力の比較 

図 5-2 に③支間 40m，幅員 9.5m 橋梁の G1C1-2 および G1C4-1 の応力が最大（走行車線載

荷）・最小（追越車線載荷）となる際の応力および変形図（倍率 800 倍）と格子解析による

応力を示す．なお，FEM 解析による応力は，主桁ウェブの表裏面において，PLATE モデル 0.4t-

1.0t，0.5t-1.5t，SOLID モデル 0.4t-1.0t 用いたホットスポット応力を算出した． 

第 4 章  FEM 解析で述べたように，端部付近の G1C1 では走行車線載荷と追越車線載荷で

面外曲げによる正負交番応力が生じ，応力範囲が大きくなっているが，支間中央の C4 では

面外曲げが小さく，応力範囲も小さくなっている．  

格子解析の応力範囲は G1C1 で 18.0N/mm2，G1C4 で 35.3N/mm2 であり，面外曲げの影響が

小さい支間中央の G1C4 においても，FEM 解析のほうが応力が大きい傾向である．面外曲げ

の影響が大きい G1C1 においては，最大で FEM 解析では格子解析の 6 倍程度の応力が生じて

いる．なお，3つの方法で算出したホットスポット応力は，比較的近い値である． 

 

 

 

 

図 5-2 格子解析と FEM 解析の各 HSS による面外ガセット溶接継手の応力範囲の比較 
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（２）支間長の影響 

図 5-3に①支間 25m，③支間 40m，④支間 50m の単純合成鋼 I 桁橋の格子解析と FEM 解析

による面外ガセット溶接継手の応力範囲の比較を示す．なお，格子解析結果は面外ガセット

溶接継手の疲労強度 G 等級の一定振幅応力の打切り限界（32N/mm2）で除し，FEM 解析結果は

第 4 章  FEM 解析で示したのと同様に，ホットスポット応力の疲労強度 E等級の一定振幅応

力の打切り限界（62N/mm2）で除して曲げ応力成分を補正している．以下に比較結果を示す． 

 

・格子解析より FEM 解析の方が，一定振幅応力の打切り限界の超過が大きい． 

・面外ガセットの応力範囲は，格子解析では支間が大きくなるほど小さくなり，一定振幅応

力の打切り限界を超過する箇所がなくなる傾向である． 

・FEM 解析では支間 50m で応力は小さくなるが支間 25m と 40m では同程度である．いずれの

支間も一定振幅応力の打切り限界を超過する箇所が多いが，支間 50m では超過が小さく

なる． 

・格子解析の外桁では支間中央，中桁では端部に近い位置で応力範囲が大きくなる．一方，

FEM 解析では，中桁，外桁ともに端部から 1/3 程度の位置にかけて応力範囲が比較的大き

くなる． 

 

 

図 5-3 支間の異なる 3橋の格子解析と FEM 解析の比較  
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（３）幅員の影響 

 図 5-4 に②幅員 9.5m，⑤幅員 8m，⑥幅員 7m の単純合成鋼 I 桁橋の格子解析と FEM 解析

による面外ガセット溶接継手の応力範囲の比較を示す．なお，格子解析結果は面外ガセット

溶接継手の疲労強度 G 等級の一定振幅応力の打切り限界（32N/mm2）で除し，FEM 解析結果は

第 4 章  FEM 解析で示したのと同様に，ホットスポット応力の疲労強度 E等級の一定振幅応

力の打切り限界（62N/mm2）で除して曲げ応力成分を補正している．以下に比較結果を示す． 

 

・格子解析より FEM 解析の方が，一定振幅応力の打切り限界の超過が大きい． 

・格子解析，FEM 解析とも面外ガセットの応力範囲は幅員が小さくなるほど増加する傾向で， 

特に FEM 解析では，一定振幅応力の打切り限界との比が最大で 3.6 程度と大きい． 

・格子解析ではいずれの幅員でも，外桁では支間中央，中桁では端部に近い位置で応力範囲

が大きくなるが，FEM 解析では応力範囲が大きくなる位置が幅員により異なり，幅員 8m

（4 主桁）では G2 桁の支間 1/4，幅員 7m(3 主桁)では G1,G2 桁の端部から支間 1/4 にか

けて応力範囲が大きい． 

 

 

図 5-4 幅員の異なる 3橋の格子解析と FEM 解析の比較 
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5．3  まとめ 

・格子解析と FEM 解析で求めた主桁下フランジ応力は同程度であるが，幅員が小さい橋

梁では，格子解析で G1 桁と G2 桁の応力の差が大きく，荷重分配が再現できていない

影響が考えられる．  

・支間 25m～50m（幅員 9.5m）の橋梁に対する格子解析および FEM 解析より，面外ガセッ

トの応力範囲は格子解析では支間が大きくなるほど小さくなるのに対して，FEM 解析で

は支間 50m で応力は小さくなるが支間 25m と 40m は同程度であった．なお，格子解析

では，支間が大きくなることで一定振幅応力の打切り限界を超過する箇所がなくなる

傾向であったが，FEM 解析では，いずれの支間も一定振幅応力の打切り限界を超過する

箇所が多くみられた． 

・幅員 7m～9.5m（支間長 30m）の橋梁に対する格子解析および FEM 解析より，両者とも幅

員が小さい橋梁で応力範囲が増加する傾向がみられた．格子解析ではいずれの幅員で

も，外桁では支間中央，中桁では端部に近い位置で応力範囲が大きくなるが，FEM 解析

の幅員 8m（4 主桁）では G2 桁の支間 1/4，幅員 7m(3 主桁)では G1,G2 桁の端部から支

間 1/4 にかけて応力が増加した．なお，FEM 解析の方が一定振幅応力の打切り限界の超

過が大きく，特に，幅員 7m，8m では一定振幅応力の打切り限界との比が最大で 3.6 程

度であった． 
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第 6章  総括 

 

橋梁の支間長の影響 

・面外ガセットの応力範囲は，格子解析では支間が大きくなるほど小さくなる傾向である

が，FEM 解析では支間 25m から 40m での違いはあまりなく，支間 50m においては応力が

小さくなる傾向がみられた． 

 

橋梁の幅員の影響 

・格子解析，FEM 解析とも面外ガセットの応力範囲は幅員が小さくなることで増加する傾

向である． 

 

 格子解析と FEM 解析の疲労照査結果 

 ・格子解析に比べ，FEM 解析の方が一定振幅応力による疲労照査を満足しない継手部が多

く，特に幅員が小さい橋梁で一定振幅応力の打切り限界の超過が大きくなった．  

 

同一橋梁において応力範囲が大きくなる位置 

・格子解析においては，外桁では支間中央，中桁では端部に近い位置で応力範囲が大きい．

FEM 解析では，中桁，外桁ともに端部から支間 1/3 付近にかけての応力範囲が比較的大

きい．FEM 解析で端部の応力範囲が大きくなるのは，各部材が剛結されており，ねじれ

を伴う断面変形が生じる端部付近において，主桁間を拘束する横部材取付け部で主桁

ウェブに面外変形が生じるためと考えられる． 

 

  以上の結果から，支間長が短く，幅員が小さい橋梁で大きな応力範囲が生じやすく，疲

労き裂も発生しやすいと考えられる。 

同一橋梁の中で応力範囲が大きくなるのは端部から支間 1/3 付近であり，き裂も発生

しやすいと考えられる． 

 

 

※本検討は支間や幅員の異なる 6 橋梁を対象としたケーススタディであり，実橋の様々

な状況（交通状況，溶接状態，主桁とレーンの位置関係等）も影響する可能性があ

り，考慮が必要と考えられる． 
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第 3 編 WG2（残存耐荷力） 報告書 
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第 1 章  はじめに 

高速自動車国道，一般国道等の重要な路線の橋梁の設計荷重としては，1993 年以降，総重量 25t の大型車

の走行頻度が比較的高い状況を想定したＢ活荷重が用いられているが，それ以前はトレーラー荷重を考慮し

た TT-43 が用いられていた．さらにそれ以前の 1973 年までは，車両重量 20ｔの大型車を想定した TL-20 が

設計荷重として用いられていた．L 荷重（主載荷範囲）に相当する車両編成は，TL-20 の場合 15t＋20t＋15t

＝50t であり，Ｂ活荷重の場合は，15t＋15t＋25t＋15t＋15t＝85t である．載荷手法が異なるので単純に比較は

できないが，TL-20 は B 活荷重の概ね 0.59 倍の荷重強度になる． 

Ｂ活荷重は，橋梁を安全側に設計するために大きな荷重となっており，Ｂ活荷重と同等の荷重強度が実際

に作用することは極めて稀であると言われている．TL-20 で設計された橋梁にＢ活荷重を載荷して照査すれ

ば，許容応力を超過するのは明らかであり，既設橋梁の耐荷力評価にＢ活荷重を用いるのは合理的ではない

が，既設橋梁の耐荷力を評価するための荷重は，明確に定義されていないのが現状である． 

設計供用期間の長期間における安全を確保するための設計荷重と，橋梁の耐荷性能を評価し，補修補強の

要否を判断するための照査荷重は別にすることが考えられ，例えば諸外国の Load Rating2)では，荷重を低減

（荷重係数を低減）する仕組みが取り入れられている． 

以上の背景を踏まえ，新旧設計荷重と実測された車両荷重をモデル橋梁に載荷し，それらが橋梁に与える

影響を比較することにより，既設橋梁の耐荷力評価のための荷重設定に関する検討を行った． 

 

第 2 章  載荷荷重 

載荷荷重は，(a)昭和 39 年道示の設計荷重である TL-20，(b)Ｂ活荷重，(c)Ｂ活荷重レーン載荷に加え，参

考文献 1）に基づき，国道で実測された特に重量の大きい車両が通過するケースとして，(d)車両総重量 99ｔ

のトラッククレーン１台の荷重とした．さらに (e)車両総重量 61ｔと 73ｔの 6 軸トレーラー2 台が車頭距離

50m で連行する場合も加え，合計 5 ケースとした． 

(e)61t と 73t のトレーラー荷重は，高速道路で実測された結果に基づくものである．図-2.1 に重量頻度分

布を示すが，1 か月間に計測された総重量が 10t 以上の車両の台数は，306，688 台である．このうち，最大

の重量が 73.2t であり，平均は 19.6t，最頻値は 17t であった．73t は上位 0.0003%（1 位），61t は上位 0.002％

（7 位）に相当し，出現頻度の低い非常に大きな車両荷重である． 

(d)99t トラッククレーンと(e)61t＋73t トレーラーの横断方向の載荷位置は，図-2.2 に矢印で示すとおり，

走行車線位置とし，他の車両の荷重は考慮していない．また，図-2.3および図-2.4 に示す通り，軸重分布と

軸間距離は，参考文献 1）および実測結果に基づいて設定した． 

 

図-2.1 重量頻度分布 
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図-2.2 荷重載荷位置 

 

 

 
 軸① 軸② 軸③ 軸④ 軸⑤ 軸⑥ 計 

軸重(t) 19.2 18.1 16.3 15.2 14.2 16.0 99.0 

軸間距離(m) 2.85 1.70 1.75 1.65 1.70 9.65 

 

図-2.3 (d)99ｔトラッククレーンの荷重モデル 

 

 

 
61ｔ 軸① 軸② 軸③ 軸④ 軸⑤ 軸⑥ 計 

軸重(t) 10.7 10.1 10.7 9.4 9.7 10.6 61.2 

軸間距離(m) 3.0 1.3 7.0 1.25 1.25 13.8 

 

73ｔ 軸① 軸② 軸③ 軸④ 軸⑤ 軸⑥ 計 

軸重(t) 12.7 12.0 12.7 11.1 11.5 12.6 72.6 

軸間距離(m) 3.0 1.3 7.0 1.25 1.25 13.8 

 

図-2.4 (e)61t＋73t トレーラーの荷重モデル 

 

 

車両荷重 

Ｇ1 Ｇ2 Ｇ3 Ｇ4

①  ② ③ ④ ⑤ ⑥ ※軸重の分布は参考文献 1）を基に推定

※軸重の分布は計測データによる①   ② ③        ④ ⑤ ⑥ 
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第 3 章  連続桁モデルによる検討 

 

3．1  対象橋梁および解析手法 

検討対象とした橋梁は，図-3.1 および図-3.2 に示す昭和 39 年（1964 年）の道路橋示方書により設計した，

3 径間連続の非合成鋼鈑桁橋であり，橋長 130m（支間長 40＋50＋40m），有効幅員 9.5m，総幅員 10.7m の橋

梁である．主桁本数は 4 本で主桁間隔は 2.9m，桁高は 2.3m，床版厚は 18cm であり，設計荷重は TL-20 であ

る． 

解析は，主桁と荷重分配横桁によって構成される，平面骨組モデルによる格子解析とした．図-3.1 の平面

図中の赤線が，解析モデルにおける分配横桁を示している． 

 

 

 
図-3.1 対象橋梁 

 

図-3.2 対象橋梁（断面図） 

 

分配横桁 分配横桁 分配横桁 
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3．2  解析結果 

照査位置は，G1 桁と G2 桁の①側径間で応力が最大となる点，②中央径間で応力が最大となる点，および

③中間支点上の 3 点とした．4 主桁のうち，Ｇ1 桁とＧ2 桁を対象としたのは，荷重の載荷位置との関係か

ら，分担が大きいと考えられる桁を選んだためである（図-2.2参照）． 

解析により得られた断面力を図-3.3，図-3.4 に，各点の下フランジにおける応力を表-3.1 にそれぞれ示

す．ほぼ全個所で(b)Ｂ活荷重が最大の応力を与えたが，唯一 G2 桁の側径間のみ(d)99ｔのケースが最大応力

となった．これは，載荷位置が，図-2.2に示す通り G2 桁の直上付近であり，G2 桁の負担が大きいためであ

ると考えられる．断面力図と下フランジ応力の比較から，(a)TL-20 と(c)Ｂ活荷重レーン載荷は，ほぼ同等の

荷重強度であることがわかる．また，(e)61ｔ＋73ｔと非常に重量の大きい車両が連行したとしても，(a)TL-

20 にも及ばず，5 ケースの中で最も小さな断面力であった．今回は，実測値に基づき 61t と 73t の車両の車

頭距離を 50ｍとしたが，対象橋梁が 40m＋50m＋40m の支間割であり，同一径間に 2 台の車両が同時に載ら

ない条件となったために，結果として対象橋梁にとって厳しくない荷重ケースになったと考えられる． 

なお，(d)99ｔのケース（赤実線）で断面力図が波打っている理由は，分配横桁の位置で隣接桁に力が分配

されている影響と考えられる．側径間に着目した場合，分配横桁位置でＧ2 桁に作用する力が減り，断面力

図が上に凸になっている一方，その位置ではＧ1 桁に作用する力が大きくなっていることが分かる．実構造

物では，床版や対傾構による分配効果により，今回の解析よりも G2 桁の負担は低く，かつ断面力の波打ち

も低減されると考えられる．参考に，図-3.4 に(d)99t のケースで全ての対傾構に分配機能を持たした場合の

断面構成図を示すが，モーメント分布は波打つことなく，滑らかなものとなった． 

 

表-3.1 下フランジ応力 

 G1①   G1②   G1③  G2①  G2②  G2③  

(a)TL-20 189 1.00 188 1.00 -170 1.00 189 1.00 187 1.00 -171 1.00

(b)B 活荷重 219 1.16 219 1.16 -183 1.08 215 1.14 215 1.15 -183 1.07

(c)B 活荷重ﾚｰﾝ 177 0.94 173 0.92 -157 0.92 195 1.03 191 1.02 -171 1.00

(d)99ｔ 199 1.05 191 1.01 -148 0.87 232 1.23 207 1.11 -161 0.94

(e)61t＋73t 148 0.78 140 0.74 -153 0.90 164 0.87 149 0.80 -153 0.89

（単位：N/mm2） 

 

  ※ 各桁の応力度の右に記載した数値は，(a)TL-20 作用時の応力を 1.00 とした場合の比率を示す． 

- 168 -



 
図-3.3 断面力図 

 

図-3.4 断面力図（全対傾構を分配対傾構とした場合） 

——(a) TL-20
——(b) Ｂ活荷重 
……(c) Ｂ活荷重レーン載荷 
——(d) 99ｔ 
……(e) 63ｔ+73ｔ

Ｇ１桁 

Ｇ２桁 

G2 桁 

G1 桁 
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3．3  考察 

今回の検討の範囲では，(a)TL-20 と(b)Ｂ活荷重での発生応力の差が最大でも 16％と大きなものではなか

ったが，活荷重比率の大きい支間長の短い橋ではより厳しい結果となることも考えられる．また，(e)61ｔ＋

73ｔと，単独でも非常に大きな荷重が連行したとしても，TL-20 に比べて小さな断面力しか生じなかったが，

これは中央径間と側径間に載荷された荷重が，互いに断面力を打ち消し合うように作用したためであると考

えられる．これらのことから，今後さらに，支間長や支間割を変化させた異なる諸元の橋梁モデルでも検証

を行うとともに，荷重の連行間隔も変化させた検討を行う必要がある． 

 

 

第 4 章  単純桁モデルによる検討 

 

4．1  対象橋梁および解析手法 

表-4.1 に示す昭和 39 年の道路橋示方書により設計した，鋼単純鈑桁５橋を検討対象橋梁とした．幅員構

成・主桁間隔は同じとし，支間長による影響，合成桁と非合成桁の違いによる影響を検討対象とした．検討

に使用する解析は，格子解析とし，主桁と分配横桁によって構成される平面骨組モデルを用いた． 

 

表-4.1 対象橋梁 

 

 

 

図-4.1 横断図 

全幅員 支間長 主桁間隔 桁高 桁高 形式

(m) (m) (m) (m) 支間比

モデルＡ 9.500 25.0 2.900 1.250 20 合成桁

モデルＢ 9.500 30.0 2.900 1.500 20 合成桁

モデルＣ 9.500 40.0 2.900 2.000 20 合成桁

モデルＤ 9.500 50.0 2.900 2.500 20 合成桁

モデルＥ 9.500 25.0 2.900 1.400 18 非合成桁

床版

主桁 材質＝SM490  

σck＝28(MPa)

材質等 許容応力度

 9.33(MPa)

190.0(MPa)

G1 G2 G3 G4

1250 3500 1250

600 9500 600

10700

桁
高

1000 3x2900=8700 1000

3500

1750 1750 車両荷重
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4．2  解析結果 

照査位置は，G1 桁と G2 桁の応力が最大となる点とした．床版・上下フランジの応力を表-4.2～表-4.4に

示す．合成桁の床版の応力は，G1 桁では②Ｂ活荷重，G2 桁では④99t のケースが最大応力であり，最大増加

率は 56%と大きな値となった．しかし，許容応力度（-9.33MPa）との関係から言えば，断面補強の必要性は，

不要のレベルといえる．合成桁の上フランジの応力は，床版を抵抗断面として考慮しているため，活荷重の

違い・支間長の違いによる影響が小さいことが分かる．しかし，非合成桁の上フランジの応力は，活荷重の

違いによる影響が大きい．下フランジの応力は，合成桁・非合成桁の種類に関係なく，G1 桁では②Ｂ活荷重，

G2 桁では④99t のケースが最大応力であり，最大増加率は 27%と比較的大きな値となった．また，床版や上

フランジとは異なり，活荷重の違い・支間長の違いによる影響が大きく，許容応力度を大きく超過する箇所

も存在する． 

表-4.2 床版応力 

 

 
 

・応力の単位は，すべて Mpa とする． 

・赤色点線は，許容応力度 (Mpa) を示す． 

・（）内数値は，各モデルの TL-20 作用時の応力を 1.0 とした場合の比率を示す． 

・ 次頁に示す表-4.3・表-4.4 についても同様とする． 

 

 

 

 

 

 

①TL-20 -4.5 (1.00) -4.7 (1.00) -5.0 (1.00) -5.3 (1.00) --- (----)
②Ｂ活荷重 -5.8 (1.29) -6.1 (1.30) -6.4 (1.29) -6.6 (1.26) --- (----)
③Ｂ活レーン -3.9 (0.87) -4.3 (0.91) -4.7 (0.95) -4.8 (0.91) --- (----)
④99t -5.6 (1.25) -5.8 (1.25) -5.8 (1.16) -5.3 (1.00) --- (----)

①TL-20 -3.5 (1.00) -3.6 (1.00) -3.9 (1.00) -4.1 (1.00) --- (----)
②Ｂ活荷重 -4.5 (1.28) -4.6 (1.27) -4.8 (1.25) -5.1 (1.24) --- (----)
③Ｂ活レーン -3.9 (1.12) -3.8 (1.07) -4.0 (1.03) -4.2 (1.02) --- (----)
④99t -5.5 (1.56) -5.2 (1.46) -4.9 (1.28) -4.4 (1.07) --- (----)

G1

G2

モデルＥモデルＤモデルＣモデルＢモデルＡ

モデルＡ モデルＢ モデルＣ モデルＤ モデルＥ

‐4.5
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‐3.9
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0.0
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‐2.0

0.0
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0.0

① ② ③ ④

G1桁

‐5.0

‐6.4

‐4.7
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0.0
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‐5.3

‐9.33 ‐9.33 ‐9.33 ‐9.33‐10.0

‐8.0

‐6.0

‐4.0
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0.0
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0.0
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表-4.3 上フランジ応力 

 

 
 

 

表-4.4 下フランジ応力 

 

 
 

①TL-20 -175.2 (1.00) -176.5 (1.00) -179.7 (1.00) -179.0 (1.00) -177.3 (1.00)
②Ｂ活荷重 -179.0 (1.02) -181.7 (1.03) -186.6 (1.04) -186.1 (1.04) -208.9 (1.18)
③Ｂ活レーン -173.5 (0.99) -175.0 (0.99) -178.4 (0.99) -176.3 (0.98) -171.8 (0.97)
④99t -178.5 (1.02) -180.8 (1.02) -183.6 (1.02) -178.5 (1.00) -212.4 (1.20)
①TL-20 -174.3 (1.00) -172.3 (1.00) -174.8 (1.00) -176.6 (1.00) -178.6 (1.00)
②Ｂ活荷重 -176.4 (1.01) -175.4 (1.02) -179.1 (1.02) -181.7 (1.03) -204.0 (1.14)
③Ｂ活レーン -175.2 (1.01) -173.1 (1.00) -174.9 (1.00) -177.2 (1.00) -182.1 (1.02)
④99t -175.9 (1.01) -173.2 (1.01) -173.7 (0.99) -178.1 (1.01) -226.1 (1.27)

G1

G2

モデルＡ モデルＢ モデルＣ モデルＤ モデルＥ

モデルＡ モデルＢ モデルＣ モデルＤ モデルＥ

‐175.2 ‐179.0 ‐173.5 ‐178.5

‐190.0 ‐190.0 ‐190.0 ‐190.0

‐240.0

‐200.0

‐160.0
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‐80.0
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0.0
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G1桁
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‐160.0
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‐40.0

0.0

① ② ③ ④

G1桁

‐179.0 ‐186.1
‐176.3 ‐178.5
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‐40.0

0.0

① ② ③ ④
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‐177.3

‐208.9

‐171.8

‐212.4

‐190.0 ‐190.0 ‐190.0 ‐190.0

‐240.0

‐200.0

‐160.0

‐120.0

‐80.0

‐40.0

0.0

① ② ③ ④

G1桁

‐172.3 ‐175.4 ‐173.1 ‐173.2
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‐160.0
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‐40.0

0.0

① ② ③ ④
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‐174.8 ‐179.1 ‐174.9 ‐173.7
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‐240.0

‐200.0

‐160.0
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‐40.0

0.0
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‐240.0

‐200.0

‐160.0

‐120.0
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‐40.0

0.0

① ② ③ ④
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①TL-20 187.9 (1.00) 189.0 (1.00) 187.6 (1.00) 188.1 (1.00) 187.2 (1.00)
②Ｂ活荷重 215.1 (1.14) 216.1 (1.14) 211.7 (1.13) 208.0 (1.11) 220.7 (1.18)
③Ｂ活レーン 175.7 (0.94) 181.4 (0.96) 183.1 (0.98) 180.8 (0.96) 181.4 (0.97)
④99t 211.1 (1.12) 211.5 (1.12) 201.3 (1.07) 186.8 (0.99) 224.3 (1.20)

①TL-20 189.5 (1.00) 188.1 (1.00) 189.6 (1.00) 188.3 (1.00) 187.0 (1.00)
②Ｂ活荷重 214.0 (1.13) 211.5 (1.12) 209.7 (1.11) 205.8 (1.09) 213.6 (1.14)
③Ｂ活レーン 200.0 (1.06) 194.0 (1.03) 190.0 (1.00) 190.2 (1.01) 190.7 (1.02)
④99t 230.4 (1.22) 218.4 (1.16) 205.2 (1.08) 193.4 (1.03) 236.7 (1.27)

G1

G2
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4．3  考察 

今回の単純桁橋による検討では，合成・非合成桁ともに，②Ｂ活荷重による発生応力度は，①TL-20 と比

較すると，その値は大きくなるが，支間長の変化による影響は小さいことが確認できた．④99t のような大き

な車両荷重の場合は，発生応力度も大きくなり，支間長の変化による影響も大きいことが確認できる．また，

支間長が短い橋（活荷重比率が大きい）の方が，その影響が大きくなる． 

本研究では，支間長の違うモデルを使用して，設計荷重と実測荷重を載荷させた場合の比較を行い，それ

ぞれの荷重の影響を確認した．既設橋梁の耐荷力を評価する場合，特に腐食による断面減少等の何らかの変

状のある橋梁の耐荷力を評価する場合は，設計荷重とは異なる適切な荷重を設定することが維持管理の合理

化に結び付くと考えられる． 

 

 

第 5 章  まとめ 

本検討で，実測荷重に比べてＢ活荷重は非常に大きなものであることを確認した．既設橋梁の耐荷力を評

価する場合，特に腐食による断面減少等の何らかの変状のある橋梁の耐荷力を評価する場合は，設計荷重と

は異なる適切な荷重を設定することが維持管理の合理化に結び付くと考えられる．既設橋の耐荷力を評価す

るための荷重の設定方法としては，交通特性を踏まえた実際に近い荷重とする，あるいは，設計荷重を低減

する（荷重係数を低減する）などが考えられるが，いずれにせよ橋梁の安全性を確保でき，かつ過大な荷重

ではないことが要求される．今後は諸外国のロードレーティングの考え方も参考にしつつ，既設橋の耐荷力

評価のための荷重設定について，更に検討することが必要である． 
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ニタリング，土木学会論文集 No.773/I-69,99-111,2004 

2） AASHTO: Manual for Bridge Evaluation, 3rd Edition, with 2020 Interim Revisions, 2008. 
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第 1 章  はじめに 

鋼橋のリダンダンシーを検討するために，過去の国内外の供用中の落橋および事故事例に注目し，その原

因に係わる要因を歴史的に分類し，その主たる要因の背景を考察することは，リダンダンシーの定義を学ぶ

上で非常に有益と考えられる．また，過去の落橋要因から得られる教訓は，現代の我が国における高齢化橋

梁の維持管理において，落橋を予兆するという観点から有用な知見を得られると思われる． 

そこで，過去の落橋事故記録がまとめられた「NOTES ON BRIDGE FAILURES」1) と，その他の落橋事故

記録や記事を可能な限り収集し，必要に応じて翻訳し，落橋および事故原因を分類し考察を行った．  

  

第 2 章  落橋事故から見た鋼上部工の維持管理手法に関する一考察では，落橋事故記録を歴史的に「古代・

中世・近世」と「近代」および「現代」に分類し，落橋事故の要因を「自然災害」，「人為的災害」，「風」，｢腐

食・疲労」，および「設計施工ミス」に区分して集計した．この集計分類結果を基に，年代毎の落橋事故の特

徴を記述し，将来的に冗長性の低い構造形式に言及した． 

  

第 3 章  現代の落橋事故の特徴に関する一考察では，落橋事故記録の「現代」の特徴を参照しつつ，現代 

の国外の落橋事故 3 事例に着目し，落橋要因の検討を行うとともに設計における留意事項を述べた．     

 

第 4 章 近代吊橋の落橋記録の分類評価に基づく落橋要因と予防手法に関する考察では，参考文献 1) の

「第Ⅴ章 1940 年以前の吊橋事故」記録 111 件を翻訳し．その事例を，橋種・支間長・幅員・構造高・橋名・

建設地・竣工年・落橋年・事故年・落橋および事故原因に分類した．落橋および事故原因は，「自然災害（風）」，

「自然災害（風以外）」，「人為的災害」，「過載荷重」，「載荷試験」，「設計施工ミス」，および「劣化・損傷」

に分類し，時代背景も考慮して分類結果から得られる真の落橋原因を評価検討した．さらに，落橋予測の観

点から，現代の高齢化橋梁の維持管理上の留意点を述べた．  

 

第 5 章  橋の冗長性（Redundancy）についてでは，リダンダンシーの定義から現代の我が国の高齢化橋梁

の維持管理において役立つであろう FCB：Fracture Critical Bridge の考え方について言及し，FCM：破壊する

と橋の崩壊や機能不全を招く引張部材，を有する FCB の説明を述べた． 
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第 2 章  落橋事故から見た鋼上部工の維持管理手法に関する一考察 

（2019 年度 土木学会年次講演会） 

 

国内外の供用中の落橋事故に注目し，その原因に係わる要因を歴史的（「古代・中世・近世」と「近代」お

よび「現代」）に分類し，その主たる要因の背景を考察した． 

○「古代，中世，近世」（〜1800 年） 

○「近代」（1800 年〜1950 年） 

○「現代」（1950 年〜） 

現代における落橋の特徴は，冗長性が低い主要部材や吊桁の連結部が，腐食や疲労による劣化によって落

橋したケースが多いことである．構造形式毎の重要な部材の維持管理が，適切に行われていないことが主要

因といえる．維持管理の面から，冗長性の低い構造形式を紹介し，その維持管理上の重点項目について考察

を行う． 

 

2．1  竣工後の落橋事故（歴史的・構造形式別分類） 

竣工後の落橋原因は以下のように大別できる． 

 1. 自然災害や自然劣化に起因するもの 

 2. 作為的でない人為的な要因に起因するもの 

 3. 材料とその接合法に起因するもの 

 4. 設計および製作施工精度に起因するもの 

 5. 構造特性に起因するもの 

 

ここでは，「NOTES ON BRIGDE FAILURES」1) を主とし，その他落橋事故記録（参考文献 2) - 5)）等を加

えて整理した． 

表 2.1.1 は，落橋事故の要因を，「自然災害」「人為的災害」「風」「腐食・疲労」「設計施工ミス」に分類し，

年代毎に集計した結果を示す． 

 

表 2.1.1 竣工後の落橋事故 

 
 

落橋の要因 吊橋 木橋 石橋 桁橋 トラス アーチ 斜張橋 ラーメン橋 その他 吊橋以外計

自然災害 1 1 2

人為的災害 4 1 5

小計（件数） 1 5 1 7

自然災害 24 1 1 1 3

人為的災害 44 2 1 3

風 13 1 1

腐食・疲労 3 5 1 6

設計施工ミス 21 3 1 4

小計（件数） 105 1 7 6 2 17

自然災害 2 3 5

人為的災害 1 2 1 1 5

風 1 1

腐食・疲労 2 1 6 2 1 10

設計施工ミス 2 1 2 3

小計（件数） 4 2 12 3 1 2 1 3 24

109 4 5 19 9 3 2 1 4 48

「自然災害」：洪水・氷・雪・地滑り等但し地震は除く, 「人為的災害」：過度の荷重（群集・家畜・軍隊）・戦火・火災・爆破・放置及び放棄, 「設計施工ミス」：載荷試験を含む

「木橋」には,舟橋・トラス構造・アーチ構造を含む, 「石橋」には、桁構造・アーチ構造を含む, 「ラーメン橋」には、斜πラーメン橋」を含む, 「その他」には、構造形式不明・橋梁群を含む

近代
（1800～1950年）

現代

（1950年～）

計（件数）

古代・中世・近世
（～1800年）

年代
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2．2  年代毎の特徴 

◯「古代・中世・近世」（〜1800 年）：木橋・石（アーチ）橋の時代． 

経験工学であり，多数の橋が自然災害や人為的災害，あるいは維持管理できずに落橋． 

 

◯「近代」（1800 年〜1950 年）：トラスと吊橋の時代．  

弾性理論の芽生えと発展の時代．鉄・コンクリートの発明とその接合方法・製作施工技術の発展，新しい

材料を用いたトラス・吊橋構造の理論の発展．この年代は，いわば各構造形式におけるスパンの長大化に伴

う未知の挙動（ねじりと風）への絶えざる挑戦の時代であった． 

 

この年代の特徴的な落橋事故は，Dee 橋（1847 年落橋 トラス複合構造システム ロバート・スティーブン

ソン設計）の落橋である．この橋の構造は，図 2.2.1 に示すように 3 本の鋳鉄Ｉ桁を直列に錬鉄製の連結棒

で組まれたトラス構造であった．スパンが伸張すると共に，連結棒に張力が導入された．この橋の列車走行

中の落橋事故は，スパンの伸長と共に増大した捩れにより，連結部が破断したことが原因であると考えられ

ている 2)．この 40 年後の 1890 年前後 10 年で，アメリカ合衆国とカナダで 250 橋以上の鉄道橋が落橋したと

いわれている 2)．このように，既存構造の過度のスケールアップにより，未知の力で不安定性が増大し，結

果としてそれまで成功していた設計の脆弱化につながった． 

  

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.2.1 Dee 橋の鳥眼図（「橋はなぜ落ちたか」2) より描画） 

 

 

◯「現代」（1950〜）：有限変形理論・有限要素法等の解析理論の発展.材料の高強度化と溶接接合の発展． 

ラーメン構造・PC 構造・斜張橋の時代． 

この年代の特徴的な落橋事故は，「腐食・疲労」が主要因となる．参考文献 1) の記録では，すべて疲労に

よる脆性破壊が原因であるが，それ以外の記録では，吊径間を有する構造形式が多い．また，吊橋・斜張橋

の主部材である主ケーブル（斜ケーブル）の破断により落橋するケースが増加している． 

連結部のどれか
が破断した 

鋳鉄桁の構造は，桁端部にもフランジがある
同形状の規格桁であった．この端部フランジ，
すなわちウェブの上半分が連結されていた． 
また，支点部は張出し部材と規格桁が連結さ
れ，その連結部が支点位置であった． 
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このように，代替の出来ない引張部材である主部材や引張りを受ける連結部材（吊桁の連結部）が破損す

ることにより直接的に落橋を招く構造形式は，一般的に冗長性の低い構造と言えよう．代替の効かない引張

部材を主部材とする構造が維持管理のされないまま放置された場合の危険性が危惧される．引張部材は鋼（棒

材や線材あるいは板材）で構成される場合が多いため，断面の減少を招く腐食や疲労による損傷に充分注意

しなければならない．図 2.2.2 に主部材またはその連結材が引張力を受ける構造形式を示す． 

そして，「将来」は，主要部材に引張材が用いられたキングポストトラス，斜張橋（ケーブル形式がシング

ルケーブルタイプ），吊床版橋，吊橋等の構造形式の構造特性を充分に把握し，特にその接合部における引張

材の腐食の防止に注意しなければならない． 

 

 

図 2.2.2 冗長性に影響する注意箇所 

 

図 2.2.2 において示した丸印は，特に注意を要する主部材の端部およびその連結材等を示している．この

部位に腐食や疲労損傷が進行すると，主部材等が破断され，それが原因で構造が崩壊する．したがって，棒

材・線材および板材の錆び方の違いや材料特性を良く認識した上で，劣化状態を明確に診断する必要がある． 

 

2．3  まとめ 

 橋が造られた後に設計技術が進んだこと，材料の高強度化に対して接合技術の進展が遅れたこと，構造形

式のスケールアップにより未知の不安定性が増大したこと，これらが落橋の背景には潜んでいる．そして，

主部材が引張力を受ける構造形式の構造特性を捉え，その構造形式の維持管理上の留意点を述べた．写真 

2.3.1 には，図 2.2.2 に相当する橋梁の一例を示す． 

以上のことを今後の維持管理に反映させたいと考えている． 

 

 

引張材 引張材

吊桁

引張材
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写真 2.3.1 澳門友誼大橋（マカオ半島〜タイバ島）著者撮影 2019.2（1994 年開通，供用中） 
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第 3 章  現代の落橋事故の特徴に関する一考察      （2020 年度 土木学会年次講演会） 

国内外の落橋事故が現代においても多い．現代の落橋事故のいくつかに着目し，落橋の要因を検討すると

ともに，増加しつつあるケーブル材の連鎖的破断の原因究明をおこなう． 

 

3．1  現代（1950〜）の竣工後の落橋事故（要因・構造形式別分類） 

表 3.1.1 は，現代における供用後の落橋事故の要因を「自然災害」，「人為的災害」，「風」，「腐食・疲労」，

「設計施工ミス」および「過積載車」に分類し，集計したものである（参考文献 1) 等）． 

現代の特徴的な落橋事故は，「腐食・疲労」が主要因である．イタリアのジュノヴァ橋［PC 斜張ゲルバー

橋］（2018 年 8 月 14 日崩壊，1967 年竣工）やミャンマーのミャウンミャ橋［鋼吊橋］（2018 年 4 月 1 日崩落，

1996 年供用）では，コンクリート被覆された斜ケーブルや主ケーブルのアンカー側定着部の腐食が直接的に

落橋に繋がっている．一方，過積載車による事例や，設計ミスと思われる落橋事故が増大しつつあるように

思える． 

                表 3.1.1 現代の竣工後の落橋事故 1)等         （数字は件数） 

 
 

3．2  注目すべき３橋の落橋の一因 

（1）中国（哈爾浜市）の陽明灘大橋ランプ入路部［３径間連続合成箱桁橋，橋長 122ｍ］（2012 年 8 月落橋，

2011 年 11 月竣工）の参考文献 6) の事故分析の紹介と私見） 

 

2012 年 8 月，4 台のトレーラー（総

重量：484.8ｔ）が哈爾浜市高速のラン

プ入路橋の右側車線を一列に縦列し

て走行中，図 3.2.1の位置に達した時，

上部工が回転し，エンドピア上の２点

沓では抑えきれずに，橋座梁を破壊し

つつ回転しながら落下した．写真 

3.2.1 参照．また，本橋の側平面図お

よび崩壊時載荷状態を図 3.2.1に示す． 

 

橋梁概要： 

陽明灘大橋（全長 15.42 km）のラン

プ入路部． 

2009 年 12 月着工, 2011 年 11 月開通． 

 

橋梁諸元：橋長 122 (36+50+36) m，総幅員 9.4 m (入路 2 車線)，鋼箱桁幅 6.0 m (1 セル構造）， 

鋼箱桁高 1.77〜2.35 m，RC 床版厚 43 cm，高欄は RC 製壁高欄．  

 

落橋の要因 吊橋 木橋 石橋 桁橋 トラス アーチ 斜張橋 ラーメン橋 その他 吊橋以外計

自然災害 2 3 5

人為的災害 1 2 1 1 5

風 1 1

腐食・疲労 3 1 6 1 2 1 11

設計施工ミス 2 1 2 3

過積載車 2 2

小計（件数） 5 2 14 3 2 2 1 3 27

年代

現代

（1950年～）

写真 3.2.1 崩壊の状態 6) 
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載荷荷重：進行方向から Track１；18.2ｔ，Track 2；153.3ｔ，Track 3；163.6ｔ，Track 4；149.7ｔ 

 

 
図 3.2.1 橋梁諸元と４台のトレーラーの崩壊時の位置 

 

◯参考文献 6) の事故分析の要約： 

崩壊のシナリオ：過積載車（設計荷重の 3 倍；設計荷重は 55 t ）の偏載が直接の原因．偏載による回転力

はエンドピア反力を再分配し，エンドピアの破壊に繋がった．次に橋座梁の破壊が生じ，

上部構造に幾何学的不安定性をもたらした 6)． 

設計への提言 ：前提の下での回転安定性の計算，横方向の安全性の考慮，過積載荷重下での幾何学的非

線形性の考慮．こうすれば，過積載荷重下でも構造的な安全性を確保できる 6)． 

 

◯私見：エンドピアの 2 支点を箱桁ウェブ下に広げれば，横方向の構造安定性は確保できたであろう． 

 図 3.2.2 に，参考文献 6) から推定される崩壊当時の状況を示す． 

 

 

図 3.2.2 崩壊時の状態（回転角 11.3°の状態は鋼桁との限界滑り角 6)，回転角 34°は中間 

支点が外れた時の鋼桁の回転角 6)，回転角 60°は崩壊時の写真からの著者の推定） 

3.1 9.0 22.5 10.0 33.5 9.0 25.9 8.0 2.0

36.0+α 36.0+α50.0

S4橋脚 S3橋脚 S2橋脚 S1橋脚

149.7t 163.6t 153.3t 18.2t

２ 点沓 １ 点沓 １ 点沓 ２ 点沓

Truck 4 (149.7t) Truck 3 (163.6t) Truck 2 (153.3t) Truck 1 (18.2t)

側 ⾯ 図

平 ⾯ 図
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上部構造は形状を保持し（鋼桁は，局部座屈のみ），各橋脚の脚柱はほぼ無傷である．上部工が回転しなが

ら，脚梁を破壊し，落下したと考えるのが自然であろう． 

中間橋脚が２点支持で，かつ鋼桁のウェブ直下にあれば，上部工の回転は生じず，鋼桁の局部的な損傷に

収まったであろう．また，図 3.2.3，図 3.2.4 は各脚近傍の単位長当りの平均荷重と支点反力のバランスを

示す． 

            

 

 

図 3.2.3 では，中間橋脚２基に過積載車が到達した時（崩壊時；図 3.2.1 の状態）, 瞬時に上部工が回転．

図 3.2.4 では，エンドピアでは上部工の回転により，支承と脚梁が破壊された．その結果，上部工全体が回

転しながらズレ落ちた．なお，単位長当りの平均荷重は，全死荷重は 15 t/m，全活荷重は 4 t/m であった． 

 

（2）インドネシアのクタイ・カルタネガラ橋［鋼吊橋主径間長 270ｍ］（2011 年 11 月落橋，2001 年竣工）7) . 

 

2011 年修復工事中，中央径間中央

部のハンガーを起点としてハンガー

が連鎖的に切れ崩壊した．事故分析

の結果は，ケーブルバンドから吊下

げられたハンガーロッド止めのクラ

ンプ・ピンのせん断破壊とされてい

る．この吊橋の構造的特徴は，補剛

トラスが下弦材格点位置で吊られて

いることである．写真 3.2.2 および

写真 3.2.3 参照．この場合，図 3.2.5

のように強風時横方向移動時（1/100

と仮定）にハンガーと上弦材が接触

する可能性があり，中央径間中央部

がこの可能性が高いといえる． 

15t/ m

4t/ m

15t/ m

4t/ m

4t/m

7.5t/m 7.5t/m

15t/m

6.3t/m−2.3t/m

≒14ｔ /ｍ≒5ｔ /ｍ

2.1t/m−0.8t/m ≒10ｔ /ｍ≒7ｔ /ｍ

設計荷重時

崩壊荷重時

1.35t/m

≒11ｔ /ｍ≒7ｔ /ｍ

⽀ 点がこ こ に
あれば

図 3.2.2 中間橋脚の釣合 図 3.2.1 エンドピアの釣合 

 写真 3.2.2 崩壊前のクタイ・カルタネガラ橋 7) 

- 182 -



こう考えると中央部からの連鎖的なハンガーの破断は想定される．設計時の変形状態を考慮していない構

造細目に問題があったと言わざるを得ない． 

 

（3）台湾の南方澳跨港大橋［鋼タイドアーチ，橋長 140ｍ，斜ケーブル材 13本］（2019 年 10 月落橋，1998  

年竣工）8) ． 

本橋梁は，スペインのバル

ケッタ橋（1992 年竣工）をコ

ピーし設計されたと考えられ

る．バルケッタ橋（主径間

168m，ケーブル斜材 17 本）と

本橋を比較すると，ほぼ妥当

なケーブル斜材本数であると

いえる． 

アーチ弦材の断面形状も写

真 3.2.4 のように，バルケッ

タ橋と同一である．ここでの

着目点は，アーチ上弦材側の

ケーブル定着点の構造で，図 

3.2.6 で明らかであるが，塩分

が溜まりやすく「すき間錆」

の温床といえる．この構造細

目では，下弦材側定着点のみならず，上弦材側定着点やケーブルの点検が行えたか疑問である． 

ケーブル斜材の上弦材側定着点近傍が過度の腐食状態にあった場合には，上端側からの連鎖的な破断は十

分説明可能であろう． 

 

図 3.2.3 強風時変形状態 

ハンガー

が上弦材
と接触

31
,0
00

7,000

6,
30
0 11
,1
00

9,500

1/100の横移動量

図 3.2.4 定着部の構造 

塩分が蓄積

される

上弦材の断面

3,000

2,
00
0

600 30
0

写真 3.2.3 下弦材定着点 7) 

写真 3.2.4 斜材定着点 8) 
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3．3  おわりに 

上記の例のように，現代の落橋事故は，構造安定性・適切な部材配置計画・維持管理性を考慮した構造細

目の欠如によって生じていると思われる．これらは「設計ミス」の範疇と見做せる．こうした教訓を如何に

して設計の現場に伝えていくかが，大きな課題であるといえる． 
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第 4 章  近代吊橋の落橋記録の分類評価に基づく落橋原因と予防手法に関する考察 

（2021 年度 第 29 回鋼構造年次論文「報告」AS-10 072） 

4．1  はじめに 

本章では，福田武雄編集「NOTES ON BRIDGE FAILURES」1) の「第Ⅴ章 1940 年以前の吊橋事故」に記載

された111件の落橋および事故記録に着目し，その落橋および事故の要因から導き出される主たる原因から，

冗長性に係る要因に注目して，現代橋梁の維持管理に落橋予測の観点を取り入れることを目的とする. 

「第Ⅴ章 1940 年以前の吊橋事故」は，1802 年から 1940 年までの世界における鋼吊橋の落橋事故記録であ

り，その主たる参照先は，

A. A. Jakkula : A History of Suspension Bridges in Bibliographical Form 

(Bulletin, Agricultural and Mechanical College of Texas, Vol. 12, No. 7, 1941) 

H. Shirley Smith : The World's Great Bridges, 1953

David Plowden : BRIDGES, The Spans of North America, 1974

で，英語原文がそのまま転記されている．これらを翻訳し，111 件の落橋および事故記録を橋種，支間長，幅

員，構造高，橋名，建設地，竣工年，落橋年および事故年に分類し，さらに 8 種類の落橋事故要因，1.自然災

害①(風)，2.自然災害②(風以外)，3.人為的災害，4.過載荷重，5.載荷試験，6.設計施工ミス，7.劣化・損傷，

8.不明，で分類し検討を行う．

参考文献 1) は，鋼吊橋のみの落橋および事故の記録であるが，近代（1800 年〜1950 年）における橋梁技

術の発展と落橋および事故との因果関係を探る上で意義が深いと思われる．この理解を進めるために，上記

の記録当時の近代吊橋の状況を以下に概観する．

18 世紀末に初めて近代吊橋がアメリカに誕生して以来，イギリスにおいても 19 世紀の前四半世紀に多数

の吊橋が建造された．これらは全て錬鉄製のチェーンを主索に用いていた．その後 19 世紀の後四半期にフラ

ンスを中心としたヨーロッパ（イギリスを除く）で本格的なワイヤーを主索に用いた吊橋が建造された．19

世紀の始めまでに建造された吊橋のほとんどは補剛されていなかった．しかし，19 世紀初頭の工学の状態は，

吊橋を正しく静力学的に計算することを可能にし，特に主索に用いるチェーンやワイヤーの寸法を決定する

ことが可能であった．また，主索に用いられたチェーンやワイヤーは，その初期から錬鉄（＝可鍛鋳鉄）が

用いられていた．この錬鉄を良質な鉄にするためには，棒を短く切って束ね，少なくとももう一度ハンマー

で打ち圧延機にかける必要があった．部材の接合具や止具においても，チェーンやワイヤーと同様に錬鉄を

当時の加工機械を用いて人力によって加工された．したがって，その品質や精度は職人の技量に依存し，非

常に不確実なものであった．1850 年頃を契機に，フランスでは度重なる落橋により，イギリスでは鉄道輸送

の需要の高まりにより，剛性の低い吊橋の建設は放棄され，その剛性付与に成功したアメリカで再び吊橋の

発展が訪れたのであった．2),3),4),5) 

参考文献 1) の「第Ⅴ章 1940 年以前の吊橋事故」111 件の記録集計表を表 4.1.1（1/4～4/4）に示す．なお，

集計表内の灰色ハッチング行は事故事例を示す．ハッチングなしの行は落橋事例を示す． 
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表 4.1.1 第Ⅴ章 1940 年以前の吊橋事故 集計表（1/4） 

 

記録

番号
橋種

ケーブル型式およ

びその特徴

橋長

(m)
支間長

(m)
幅員

(m)
構造高

(m)
橋名 建設地 竣工年 落橋年 事故年 事故要因 原因 備考

Ⅴ-1 吊橋 チェーンのみ 不明 21.3 0.6 不明 WINCH BRIDGE 英国 1741 1802 なし 不明 ― ―

Ⅴ-2 吊橋
チェーン式（1.5in鍛

鉄製丸棒）
不明 38.3 4.6 不明 POTOMAC BRIDGE 米国 1807 1810 なし 出水 ― James Finley建設．

Ⅴ-3 吊橋
チェーン式（1.5in長

鉄製リンク）
不明 2＠46.5 5.5 不明

SCHUYLKILL FALLS
BRIDGE

米国 1809 1811 なし 牛の群れ ― John Templeton建設．Finleyの特許，米国の最初の複数径間吊橋．

Ⅴ-4 　″ チェーン式 不明 不明 不明 不明 　″ 米国 1811 1816 なし 氷と雪の重み ― ―

Ⅴ-5 　″ ワイヤー式 不明 124 0.6 不明 　″ 米国 1816 1816 なし 氷と雪の重み ― 米国で最初のワイヤー式吊橋，真鍮製ワイヤー３本/片側．

Ⅴ-6
(斜)吊

橋

チェーン式（傾斜

チェーン式）
不明 79 1.2 不明

DRYBUGH ABBEY
BRIDGE

スコット

ランド
1817 1818 なし 激しい強風 ―

Samuel Brownの設計で直ぐに再建．カテナリアの原理，アイバー（10ft鉄丸

棒）の最初の吊橋．

Ⅴ-7 吊橋
チェーン式（丸棒ア

イバー）
不明 137 5.5 不明 UNION BRIDGE 英国 1820 1821 なし 激しい嵐 ―

Samuel Brownの設計，英国最初のアイバー鎖を使用した吊橋，そして荷物を搭

載して荷車を通した最初の吊橋．

Ⅴ-8 吊橋
チェーン式（鉄製棒

２条）
不明 170 8.7 不明 PONT DES INVALIDES 仏国 1826 1826 なし アンカー橋台崩壊 ―

M. Navier設計．ほぼ完成していた構造物のアンカレッジが突然崩壊し全壊。

原因追求と修理費用捻出にの論争で放棄され，撤去．

Ⅴ-9 吊橋
チェーン式（錬鉄製

アイバー）
不明 176 8.5 不明

MENAI STRAITS
BRIDGE

英国 1826 1839 1826 嵐及び突風 ―
Thomas Telfordの設計．1836の損傷でフラッタ現象を解明，アイバーチェーン

をケーブルに置き換え修復．

Ⅴ-10 吊橋
チェーン式（３＋４

＋３本，３列）
不明 74.4 9.2 不明

ESSEX-MERRIMAC
BRIDGE

米国 1810 1827 なし
牛６頭馬２頭のワゴ

ン
―

John Templeman建設．短い三重リンクのサドル，直ぐに再建（S. A. Cooney指

揮、ワイヤー式、２列）1894補強1909更新．

Ⅴ-11 吊橋 不明 不明 不明 不明 不明 YORK RIVER BRIDGE 英国 1830 1830 なし 多数の牛 ― 完成４ヶ月後に崩壊．

Ⅴ-12 吊橋 不明 不明 不明 不明 不明 MORPETH BRIDGE 英国 不明 1830 なし 大勢の群衆 ― ―

Ⅴ-13 吊橋 ワイヤー式 不明 2x90.4 不明 不明 ANDANCE BRIDGE 仏国 不明 なし 1830
石積塔アンカー部の

クラック

供用中、かなり古い

か？

連続した，単独単径間吊橋（各タワーの頭頂から鉛直にケブルが下がり，タ

ワー下部で定着された単径間）．

Ⅴ-14 吊橋 ワイヤー式 不明 2x86.0 3.8 不明 VIENNE BRIDGE 仏国 不明 なし 1830
アンカー橋台のク

ラック

点検検査中、かなり

古い
連続した，単独単径間吊橋（同上）．

Ⅴ-15 吊橋
チェーン式（4.5ft長

丸棒を加工）
不明 44.35 5.56 不明 BROUGHTON BRIDGE 英国 1829 1831 なし 軍団の行進 ― 後方支索の端部留具の結合ボルト破損が原因．

Ⅴ-16 吊橋
チェーン式（鉄棒

チェーン４本）
不明 132 8 不明 MONTROSE BRIDGE

スコット

ランド
1829 1838 1831 ハリケーン ― ―

Ⅴ-17 吊橋
チェーン式（鍛鉄製

チェーン２＠４本）
不明 100 4.3 不明 LONGUES BRIDGE 仏国 1832 1832 なし 予備載荷試験 ―

後方支索の分離が原因，直ぐに再建したがハンガー破損，厳格な受入検査を実

施1833/2/1にようやく開通．

Ⅴ-18 吊桟橋
チェーン式（鍛鉄製

丸棒アイボルト）
不明 4＠77.7 3.9 不明

BRIGHTON CHAIN
PIER BRIDGE

英国 1823 なし 1833 嵐 ― Samuel Brown建設．1836にも嵐によって損傷．

Ⅴ-19 吊橋
チェーン式（アイ

バー鎖 ２＠８本）
不明 74.85 6.7 無補剛 NASSAU BRIDGE 独国 1830 なし 1830

冬の風、アイバー鎖

12本破損
―

LossenとWolf建設．1836に床梁を交換･鉄の平棒の鎖に交換して再建，1926に

解体新しい吊橋に更新．

Ⅴ-20
複合ト

ラス

チェーン式（細長い

リンク）
不明 17.75他 8.3 不明 GENEVA BRIDGE スイス 1833 なし 1833

重い大砲、チェーン

破損
―

チェーンを交換して翌年開通．(DEE橋の崩壊は1847年)最初のトラス複合構造

システムか？1826年のTelfordの提案か？

Ⅴ-21 吊橋 チェーン式 不明 不明 不明 不明
CHATEAUX-ARNOUX
BRIDGE

仏国 不明 なし 1834 不明（鎖が破損） ― ―

Ⅴ-22 吊橋 鉄製ワイヤー式 不明 不明 不明 不明 BREST BRIDGE 仏国 1826 なし ?1834
８年で腐食による深

刻な劣化
― ―

Ⅴ-23 吊橋 ワイヤー式 不明 200 4.4 不明
PORT-SAINTE-MARIE
BRIDGE

仏国 1834 1835 なし 不明 ― ―

Ⅴ-24 吊橋 ワイヤー式 不明 不明 不明 不明 GIVORS BRIDGE 仏国 1836 1836 なし
鉄部材の欠陥部が破

損落橋
― 完成直後の載荷試験時に崩壊，6人死亡．

Ⅴ-25 吊橋 不明 不明 不明 不明 不明 CORBIERRES BRIDGE スイス 1838 1838 なし 列車＋大勢の乗客 ― 満員の列車と共に崩壊．

Ⅴ-26 吊橋 不明 不明 不明 不明 不明 FLEURVILLE BRIDGE 仏国 不明 なし 1840 洪水により被害 ―

Ⅴ-27 吊橋 不明 不明 不明 不明 不明 ST.ROMAN BRIDGE 仏国 不明 なし 1840 洪水により被害 ― FLEURVILLE BRIDGEの洪水と同じ洪水．

Ⅴ-28 吊橋
ワイヤー式（平行線

ワイヤー）
不明

        4＠≒

79
6 不明 TEIL BRIDGE 仏国 1839 なし 1840

洪水により被害（複

数回）
―

1840:橋台１基中間橋脚？基被災;修復，1856･1881:大規模な修理，1909:ケー

ブル交換，1920の検査:中間橋脚に亀裂･傾斜．
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表 4.1.1 第Ⅴ章 1940 年以前の吊橋事故 集計表（2/4） 

 

記録

番号
橋種

ケーブル型式およ

びその特徴

橋長

(m)
支間長

(m)
幅員

(m)
構造高

(m)
橋名 建設地 竣工年 落橋年 事故年 事故要因 原因 備考

Ⅴ-29 吊橋 チェーン式 不明 不明 不明 不明
CHINTANDRIPPET
BRIDGE

インド 不明 1840 なし
軍隊の行進、鎖の破

断⇒崩壊
― ―

Ⅴ-30 吊橋 不明 不明 不明 不明 不明 NADRAS BRIDGE インド 不明 1840 なし 兵隊の行進、落下 ― ―

Ⅴ-31 吊橋 チェーン式 不明 85.6 不明 不明 TEES BRIDGE 英国 1830 1841 なし 鉄道供用により崩壊 ―
Samuel Brown建設．George Stephensonの指揮の下1842年に複線用の５径間の鋳

鉄桁橋に更新．

Ⅴ-32 吊橋
チェーン式（帯平鉄

のフープ ８本)
不明 62+2@42.5 6.6 不明 SURESNES BRIDGE 仏国 1841 1841 なし

予備試験;石積みの欠

陥で崩落
―

FlachatとPetiet建設．1841年に修理完成，1870年戦争で破壊，その後鋳鉄橋に

行進．

Ⅴ-33 吊橋 不明 不明 不明 不明 不明 ST.ROMAN BRIDGE 仏国 不明 なし 1841 洪水に見舞われる ―

Ⅴ-34 吊橋 不明 不明 174 6.5 不明 MIRABEAU BRIDGE 仏国 1832 1843 なし 洪水により破壊 ― ―

Ⅴ-35 吊橋 不明 不明 不明 不明 不明
PARENTIGNAT
BRIDGE

仏国 1832 なし 1844
大規模な地すべりに

より孤立
―

橋の状況は記載されていないが，取付道路の修復を断念し，24年後の1868年に

新しい橋の建設が開始された．

Ⅴ-36 吊橋
チェーン式（丸鉄棒

製リンク）
不明 72.6 5.5 不明

BALLAE KHAL
BRIDGE

インド 1844 1844 なし
変更事項の請負業者

の判断ミス
―

Dodgeの原理に基づいてCaptain Goodwynによって設計および構築．完成の3日

後に中央から崩れ崩落．

Ⅴ-37 吊橋
チェーン式（丸鉄棒

製 ２条）
不明 28 6.9 不明 YARMOUTH BRIDGE 英国 1832 1845 なし

群衆の偏載により

チェーン破断
―

1844に主索両外側に歩道を追加;幅員12ｍ．事故は，鉄製丸棒の品質の悪さ

と，最初に切れた丸棒の溶接技量の低さによって早められた．

Ⅴ-38 吊橋
チェーン式（５橋全

て）
不明 22.9, 45.7他 不明 不明

REGENT'S PARK
BRIDGE

英国 1842 1845 なし
支持堤防の緩み（雨

による）
―

５橋の内，２橋が崩壊（最長径間長の公園内橋は原因明確，運河橋の原因は支

持堤防の長雨による緩み）．

Ⅴ-39 吊橋 ワイヤー式 不明 2@85.0 6 不明 FOURNEAU BRIDGE 仏国 1836 1846 なし
洪水により橋脚損傷

⇒落橋
― ―

Ⅴ-40 吊橋 不明 不明 不明 不明 不明 CHAMBILLY BRIDGE 仏国 不明 なし 1846 洪水により酷く破損 ― Ⅴ-39 FOURNEAU BRIDGEと同じ洪水．

Ⅴ-41 吊橋 不明 不明 不明 不明 不明 DIGOIN BRIDGE 仏国 1836 なし 1846
洪水によりかなりの

損害
― Ⅴ-39 FOURNEAU BRIDGEと同じ洪水．

Ⅴ-42 吊橋 チェーン式 不明 不明 不明 不明
JINGURUTCHY
BRIDGE

インド 1846 1846 なし
開通記念の群衆に

よって落橋
―

James Dredgeの鎖式吊橋のインドでの1つ，Captain Duncan建設．災害はチェー

ンの破断によって引き起こされた．

Ⅴ-43 吊橋 チェーン式 不明 不明 不明 不明
LOUIS-PHILLIPE
BRIDGE

仏国 不明 なし 1848 革命中の火災 ―

Ⅴ-44 吊橋 不明 不明 77+58 不明 不明
DAMIETTE
FOOTBRIDGE

仏国 1837 1848 なし 革命中に破壊 戦争 ―

Ⅴ-45
複合ト

ラス

チェーン式（直径

60mmの鎖）
不明 31.4 不明 不明

MEIKLEWOOD
BRIDGE

スコット

ランド
1831 1848 なし 主材料木材の腐敗 ― James Smithの設計．Graham Meiklewood大佐によって建設．

Ⅴ-46 吊橋
チェーン式（リン

ク）
不明 61 6.1 不明

BALLOCK FERRY
BRIDGE

スコット

ランド
1832 1850 なし 羊の群れ リンクの欠陥

James Dredge建設．事故の主な原因は主チェーンの中央リンクの金属の欠陥で

破損．

Ⅴ-47 吊橋 ワイヤー式 不明 不明 不明 不明
BASSE-CHAINE
BRIDGE

仏国 1839 1850 なし
行進する軍隊により

崩壊
ワイヤーの腐食

アンカレッジ付近のワイヤーの腐食，この災害を契機にフランスは1870年まで

に吊橋を放棄する．

Ⅴ-48 吊橋 チェーン式 不明 不明 不明 不明 GLASGOW BRIDGE
スコット

ランド
不明 1851 なし

手抜き工事により落

橋
― ―

Ⅴ-49 吊橋
ワイヤー式（鉄線

ケーブル４本）
不明 198 不明 不明

ROCHE-BERNARD
BRIDGE

仏国 1840 1852 なし 強風により倒壊 ― P. Le Blanc建設、控えケーブルを追加することによって復旧．

Ⅴ-50 吊橋 不明 不明 不明 不明 不明 PENEY BRIDGE スイス 不明 1853 なし 試験中の落下 ― 参照先：Annales des Ponts et Chaussees（Memoires et Documents）,Vol.5, 1853.

Ⅴ-51 吊橋 ワイヤー式 不明 308 7.3 不明 WHEELING BRIDGE 米国 1849 1854 なし 竜巻により崩壊 空力安定性
Charles Ellet, Jr.が設計施工．1854,1860の再建はCaptain William K. McComasが

行いElletが手伝った、この時Roeblingの方法を使用した．

Ⅴ-52 吊橋 ワイヤー式 不明 不明 不明 不明
MONTMORENCY
BRIDGE

カナダ 不明 1856 なし 荷馬車と歩行者 施工不良か？
崩壊前に，ケーブル素線の緩みが生じ，荷馬車と歩行者のみの荷重で，アンカ

レッジケーブル定着部の板鎖がバラバラに破断している．

Ⅴ-53 吊橋 不明 不明 不明 5.5 不明
TRES-CASSES
BRIDGE

仏国 1851 1858 なし 洪水により破壊 ― ―

Ⅴ-54 吊橋 不明 不明 不明 不明 不明 CHAPPES BRIDGE 仏国 1844 なし 1856 洪水により損傷 ― 防波堤防が洗い流される．

Ⅴ-55 吊橋 不明 不明 不明 不明 不明 SAINT-DENIS BRIDGE 仏国 不明 なし ?1859
アンカレッジ立杭で

窒息
炭酸ガス

Ⅴ-56 吊橋 ワイヤー式 不明 59.4 5.25 不明 MIRABEL BRIDGE 仏国 1843 1861 なし 試験中に落橋 ケーブル破断 主ケーブル内部の錆による破断が原因．

- 187 -



 

表 4.1.1 第Ⅴ章 1940 年以前の吊橋事故 集計表（3/4） 

 

記録

番号
橋種

ケーブル型式およ

びその特徴

橋長

(m)
支間長

(m)
幅員

(m)
構造高

(m)
橋名 建設地 竣工年 落橋年 事故年 事故要因 原因 備考

Ⅴ-57 吊橋
ワイヤー式（⇒備考

参照）
不明 164 8.5 不明 NASHVILLE BRIDGE 米国 1850 1861-65 なし

南北戦争で破壊され

る
戦争

全長：205ｍ，主ケーブルは，200本のワイヤー撚り線によるケーブル16本を用

いた．

Ⅴ-58 吊橋 不明 不明 不明 不明 不明 NEWPORT BRIDGE 米国 不明 1861 なし 通過荷重下で落橋 ― 詳細は不明．

Ⅴ-59
歩道吊

橋

ワイヤー式（２＠５

本の撚り線）
不明 不明 不明 不明

LEWISTON-
QUEENSTON BRIDGE

米国-カ

ナダ
1850 1864 なし 強い嵐で倒壊 ―

Charles Ellet設計．1850年開通当初に，Roeblingが支え索で橋床補剛を提案，10

年間保つが氷詰りでアンカーを外し留め忘れ，次の嵐で落橋．

Ⅴ-60 吊橋 不明 不明 不明 不明 不明 COURNON BRIDGE 仏国 不明 なし 1866
橋の上流側の堤防を

一掃
―

Ⅴ-61 吊橋 ワイヤー式 不明 120 4.4 不明
CASTELMORON
BRIDGE

仏国 1841 1869 なし 点検強度試験で倒壊
腐食によるケーブル

破断

M. Bernadeauによる試験で落橋．同様の点検載荷試験で，他の３橋Caimont

（本章Ⅴ 73）,Maurin（本章Ⅴ74）,Rayne（本章Ⅴ75））が倒壊．

Ⅴ-62 吊橋
ワイヤー式（２＠５

本撚り線，無結束）
不明 76 4.4 不明 BRY BRIDGE 仏国 1831 1870 なし

普仏戦争で破壊され

る
戦争

Jules Seguin建設．橋はロッカー式タワー（rocker towers）を有する最初の吊

橋．

Ⅴ-63 吊橋 ワイヤー式 165 ３径間以上 6 不明 ANDELYS BRIDGE 仏国 1837 1870 なし 戦争中に爆破される 戦争 ３径間以上の橋長で165ｍ．

Ⅴ-64 吊橋 不明 不明 ３径間 不明 不明 RIS-ORANGIS BRIDGE 仏国 1831 1870-71 なし 戦争中に破壊される 戦争 ３径間．

Ⅴ-65 吊橋
チェーン式（平鉄

棒）
360 3@90+2@45 不明 不明 LANGEAIS BRIDGE 仏国 1848 1870 なし 戦争中に破壊される 戦争 Vestier建設、ロッカー式タワー，1873年再建．

Ⅴ-66 吊橋 不明 不明 不明 不明 不明 POMMIERS BRIDGE 仏国 不明 1870-71 なし 戦争中に破壊される 戦争 ―

Ⅴ-67 吊橋 不明 不明 不明 不明 不明 COURCELLES BRIDGE 仏国 不明 1870 なし 戦争中に爆破される 戦争 ―

Ⅴ-68 吊橋 不明 不明 不明 不明 不明 BROOKLYN BRIDGE 米国 不明 なし 1870-83
多くの重大かつ独特

な事故
― 詳細は、本文 第３章参照

Ⅴ-69 吊橋
チェーン式（ワイ

ヤーと鉄）
不明 53.34 不明 不明 BOATFORD BRIDGE

スコット

ランド
1871 1871 なし 開通式の群衆で落橋 鎖の1つが壊れて落橋 Hermilewiez Co.により，新しい歩道吊橋が1873年現地に再建される．

Ⅴ-70 吊橋 ワイヤー式 不明 不明 不明 不明 FONTAINES BRIDGE 仏国 不明 1875 なし
数回修理ごの載荷試験

で落橋

支持ワイヤーケーブル

の破断
―

Ⅴ-71 吊橋
ワイヤー式（２＠180

本のワイヤー）
不明 180 4.4 不明 COUTHURES BRIDGE 仏国 1845 なし 1877 165/180本の腐食 ― M. Bernadeauによって検査，ケーブルが交換された．

Ⅴ-72 吊橋 不明 不明 70? 不明 不明 WIDCOMBE BRIDGE 英国 不明 1877 なし 200人の重さで落橋 ― ―

Ⅴ-73 吊橋 ワイヤー式 不明 不明 不明 不明 CAIMONT BRIDGE 仏国 1852 1880 なし 点検強度試験で落橋 ワイヤーの腐食
M. Bernadeauによって検査され，試験荷重の下で落橋．28年間の供用後にケー

ブルワイヤーが腐食．

Ⅴ-74 吊橋 ワイヤー式 不明 不明 不明 不明 MAURIN BRIDGE 仏国 1851 1881 なし 点検強度試験で落橋 ― M. Bernadeauによって検査され，試験荷重の下で落橋．30年間の供用．

Ⅴ-75 吊橋 ワイヤー式 不明 不明 不明 不明 RAYNE BRIDGE 仏国 1851 1881 なし 点検強度試験で落橋 ― M. Bernadeauによって検査され，試験荷重の下で落橋．

Ⅴ-76 吊橋
ワイヤー式（２＠

114+190mm)
不明 52.1+35.8 12.2 不明

SIXTH STREET
BRIDGE

米国 1860 なし 1881 橋床の火災 ―
18831年：アンカレッジ付近のケーブルの腐食，修理される．1892年に弓弦ト

ラスに更新，さらに1928年に現在の自定式鎖式吊橋に更新．

Ⅴ-77 吊橋 ワイヤー式 不明 183.6 不明 不明
ST.CHRISTOPHE
BRIDGE

仏国 1847 なし 1884
アンカーケーブルの

腐食

アンカレッジ内部で

の腐食
1894年：強風により部分的に破壊，1901年：剛性梁と金属床を追加．

Ⅴ-78 吊橋 不明 不明 不明 不明 不明
PORTSMOUTH
BRIDGE

米国 1863 1884 なし 不明 突然の倒壊 大きな吊橋．

Ⅴ-79 吊橋 不明 350 91+168+91 不明 不明
WINDSOR LOCKS
BRUDGE

米国 1884 なし 1884
アンカレッジの石積

み崩壊
― W. A. Roeblingによって完成，タワーが傾いたためW. A. Roebling自身が補修．

Ⅴ-80 吊橋
チェーン式（２＠ア

イバー６本）
94.7 66 7 不明 OSTRAU BRIDGE

チェコス

ロバキア
1851 1886 なし 軍団の通行時に落橋

振動が原因と言われ

ている
Tannebauer建設．ケーブルのアンカレッジ内入口附近で破断．

Ⅴ-81 吊橋
ワイヤー式？（4径間

が夫々独立系）
427.2

2@120

+2@93.6
不明 不明 BEAUCAIRE BRIDGE 仏国 1828 1887 1887

1つの径間の橋床が崩

壊
構造破壊

竣工後ケーブル屈曲位置の欠陥，50年後に一径間の橋床の落下，M. F. Arnodin

によって完全に修復される．

Ⅴ-82 吊橋 ワイヤー式 不明 386.6 3 2
NIAGARA CLIFTON
BRIDGE

米国-カ

ナダ
1869 1889 なし

強風に吹き飛ばされ

る
拡幅直後に倒壊

Samuel Keefer設計施工：1848年に完成したElletの歩道橋から数えて，ナイアガ

ラを渡る4番目の独自の吊橋．

Ⅴ-83 吊橋
チェーン式（鍛鉄

150x25mmリンク）
336.4

26.8+4@70.7
+26.8

6.4 2.5 FITZROY BRIDGE 豪州 1881 なし 1890 洪水により１脚破損 ― 1891年修復

Ⅴ-84 吊橋 不明 不明 91 不明 不明 VICTOR BRIDGE 米国 不明 1890 なし 試験荷重下で落橋 ― Eddyの特許に基づき建設
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表 4.1.1 第Ⅴ章 1940 年以前の吊橋事故 集計表（4/4） 

 
 

記録

番号
橋種

ケーブル型式およ

びその特徴

橋長

(m)
支間長

(m)
幅員

(m)
構造高

(m)
橋名 建設地 竣工年 落橋年 事故年 事故要因 原因 備考

Ⅴ-85 吊橋 不明 不明 91 不明 不明 PONT LOROIS 仏国 不明 1894 なし
風によって吹き飛ば

される
― ―

Ⅴ-86 吊橋 ワイヤー式 不明 不明 不明 不明 WESTON BRIDGE 米国 不明 1896 なし 群衆下で落橋 ― ―

Ⅴ-87 吊橋 ワイヤー式 不明 不明 不明 不明 LITTLETON BRIDGE 米国 不明 1896 なし 群衆下で落橋 ― ―

Ⅴ-88 斜張橋
Ordishシステム（亜鉛

メッキ鋼棒）
61 45.7 不明 不明 RICHMOND BRIDGE 米国 1889 1897 なし 出水で洗い流される

Mitchel Bridge Co.建

設

Ordish-Lefeuvreシステム：1858年の特許,1868年フランツジョセフ橋(プラハ

1950年解体),1878年アルバート橋(ロンドン1884年主ケーブル追加；現存）．

Ⅴ-89 吊橋 ワイヤー式 不明 不明 不明 不明 FRANKLIN BRIDGE 米国 不明 1898 なし ソケット鉛の溶融 ― 隣接建物の火災によりソケットの鉛が溶けケーブルが飛び出し落橋．

Ⅴ-90 吊橋
ワイヤー式（鋼線

ケーブル）
115 57.4 5 不明

CELESTIAL GLOBE
CO. BRIDGE

仏国 1900 1900 なし 完成後１週間で落橋 設計ミス・不良材料 ―

Ⅴ-91 吊橋
ワイヤー式（４＠平

行線ケーブル）
不明

182+305
+182

36 不明
WILLIAMSBURG
BRIDGE

米国 1903 なし 1900 主塔上部の火災 ―
∮222 mmの4本：各281本の平行線ワイヤー37本strandsより構成；耐風安全対

策と活荷重耐荷性能の増強で中間塔追加，再ラッピング．

Ⅴ-92 吊橋
ワイヤー式（２＠平

行線ケーブル）
不明 145.7

4.9 or
5.2

不明
LOVELL STREET
BRIDGE

米国 1852 1904 なし
氷雪の重みにより落

橋

設計不良？＋ケーブ

ル腐食

W. O. Buchanan(?)建設．南北戦争間に何度か再建，落橋時チャールトン側アン

カレッジからケーブルが引き向かれ両側のケーブルが崩れた．

Ⅴ-93 吊橋
ケーブル式（４＠亜

鉛めっきケーブル）
121.9 91.4 不明 不明 KELSO BRIDGE 米国 1905 1923 1906

ケーブルアンカー付

近で破断

重交通とケーブルの

錆

全て木構造、30.5ｍの側径間は複葉垂直昇開橋：1906年には、洪水により橋床

流失、1907年再建

Ⅴ-94 吊橋 不明 不明 不明 不明 不明 RIO CHIRIQUI BRIDGE パナマ 不明 1909 なし
建設中に橋脚流失、

その後放棄
― 1917年に単一径間125ｍの新しい橋完成．

Ⅴ-95 斜張橋
Lieut.Col.Gisclardシス

テム
253 39+156+39 7.8 不明

LA CASSAGNE
RAILWAY BRIDGE

仏国 1908 1910 なし 列車走行中に倒壊 ― ―

Ⅴ-96 吊橋
ワイヤー式（２＠撚

り線７本）
不明 110 不明 不明 BUED RIVER BRIDGE

フィリピ

ン
不明 1912 なし 建設中に崩壊

橋床敷設中ケーブル

すり抜け
この記述では，橋床を支えるハンガー留め具のすり抜けと思われる．

Ⅴ-97 吊橋 ワイヤー式 不明 2@115 5 不明
SECOND FOURNEAU
BRIDGE

仏国 1849 なし 1918
トレーラ通行中に床

材落下
― ケーブルの大規模な補修が1878-79年と1907年に行われる．

Ⅴ-98
歩道吊

橋
不明 不明 不明 不明 不明 COLUMBUS BRIDGE 米国 不明 1921 なし 高潮により落橋 ― 1922年に吊橋で再建．

Ⅴ-99 吊橋 不明 365 79+207+79 6.1 不明
STEUBENVILLE
BRIDGE

米国 1905 なし 1923
重い荷重下で補剛ト

ラス損傷
補剛桁の横剛性不足 高速道路の吊橋．

Ⅴ-100 吊橋
ワイヤー式（細長い

リンク）
97.6

24.4+48.8
+24.4

4.9 不明 LEHIGH GAP BRIDGE 米国 1826 1926 なし
火災により部分的に

破壊
―

Finlwyの特許を基にJacob Blumen建設，百年もった！木製タワー：1933年に鉄

筋コンクリート橋に更新．

Ⅴ-101 吊橋
ワイヤー式（２＠６

本の撚り線）
不明 65 1.5 不明 WHITEVILLE BRIDGE 米国 1913 1925or6 なし 群衆下で落橋

アンカーターンバッ

クルの破損
―

Ⅴ-102 吊橋
ワイヤー式（２＠撚

り線19本）
914.4

228.6+457.2
+228.6

11.9 不明 MID-HUDSON BRIDGE 米国 1930 なし 1927
建設中のケーソンの

滑動
― ModjeskiとMoran両氏によって設計．

Ⅴ-103 吊橋 ワイヤー式 不明 2@110 4.4 不明 VEUREY BRIDGE 仏国 1852 1928 なし
異常な洪水で橋台が

流れ崩壊
―

1933年に中央径間209ｍの新しい吊橋に更新：主cableは16本ストランド，４mm

wire217本で構成．補剛トラス端部にヒンジを有する．

Ⅴ-104 吊橋
ワイヤー式（２＠７

本の撚り線）
677.4

155.8+365.8
+155.8

10.4 5.5 MOUNT HOPE BRIDGE 米国 1930 なし 1929
熱処理ワイヤーの破

断

熱処理鋼線の低疲労

限度

熱処理鋼線を初めて使用，熱処理されたワイヤーの微細粒構造が疲労に弱いこ

とが判明，吊構造を全て解体し，冷間引抜鋼線を用いて再架設した．

Ⅴ-105 吊橋 ワイヤー式 不明 564 16.8 6.7
AMBASSADOR
BRIDGE

米国 1929 なし 1929
熱処理ワイヤーの破

断

熱処理鋼線の低疲労

限度

その後の調査で熱処理されたワイヤーの微細粒構造が疲労に弱いことが判明，

吊られた構造を全て解体し，冷間引抜鋼線を用いて再架設した．

Ⅴ-106 斜張橋
Fidler-type（鋼製リン

クステイ８本）
不明 76.5 7.6 不明 ISLE RIVER BRIDGE 仏国 1931 1931 なし

試験トラックが吊具

に衝突
―

T. Claxton Fidlerの直線リンク吊橋（斜張橋）．開通式典での実証試験中の事

故で崩壊．

Ⅴ-107 吊橋 ワイヤー式 不明 137 無補剛 RIO GRANDE BRIDGE
米国-メ

キシコ
1926 1939 1933

アンカレッジ内ケー

ブルの電解腐蝕
― 1933年には，洪水によりタワーが傾斜．

Ⅴ-108 吊橋 不明 不明 不明 不明 不明
BRATTLEBORO
BRIDGE

米国 不明 1939 なし 洪水により流失 ― 50年間供用，路面標高の高い鋼製アーチ橋構造に更新の予定．

Ⅴ-109 吊橋 ワイヤー式 不明 不明 不明
HAMMERSMITH
BRIDGE

英国 1887 なし 1939 時限爆弾により損傷 ―
初代：W.T.Clarkによって鎖式吊橋建設，1870年軽すぎるため撤去．1887年に

新橋がJ.Bazalgetteの指導の下で鎖式吊橋に更新．

Ⅴ-110 吊橋 不明 不明 不明 不明 不明
BROWN FORD
BRIDGE

米国 1915 1940 なし 修理中に崩壊
塔部材（木材⇒鋼

材）
E.A.Bledsoeによって建設される，補強中の崩壊で死亡．

Ⅴ-111 吊橋 不明 1524.6
335.3+854

+335.3
11.9 鈑桁2.9

TACOMA NARROWS
BRIDGE

米国 1940 1940 なし 風により崩壊 18.8 m /secの風の共振 詳細は，本誌 74-83ページを参照．
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4．2  落橋および事故事例の整理 

 

4．2．1  橋種，建設地，竣工年，落橋年，事故年および供用期間毎の年代分布 

全 111 件の落橋事故事例を項目別に整理した結果を以下に示す． 

 

（1） 橋種 

 

（2） 建設地 

 
・落橋または事故のあった件数は，仏国が最も多く，次いで米国，英国，スコットランドの順に発生件数

が多い． 

 

表 4.2.1 橋種別集計 

注）「ケーブルトラス」：桁橋の主桁下フランジ
下方に支柱を設け桁端部下端〜支柱下端
〜桁端部下端にケーブル（鎖あるいはワイ
ヤー）を張った構造． 

吊橋 103

歩道吊橋 1

ケーブルトラス 2

吊桟橋 1

斜張橋 3

(斜)吊橋 1

計 111

橋種 件数

図 4.2.1 橋種別集計 

表 4.2.2 建設地別集計 

図 4.2.2 建設地別集計 

英国 12

スコットランド 6

仏国 47

独国 1

スイス 3

チェコスロバキア 1

米国 30

カナダ 1

米国×カナダ 1

米国-カナダ 1

米国-メキシコ 1

パナマ 1

豪州 1

インド 4

フィリピン 1

計 111

建設地 件数

12 

6 

47 

1 
3 

1 

30 

1 1 1 1 1 1 
4 

1 

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45
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1 
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歩道吊橋

ケーブルトラス

吊桟橋

斜張橋

(斜)吊橋
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（3） 竣工年 

 

 

・落橋または事故のあった橋梁は，1820 年～1859 年に竣工した橋梁が多く，1860 年以降に竣工した橋梁

では落橋または事故の発生件数は減少している． 

 

 

（4） 落橋年：全 111 件中 80件の落橋事例 

 
 

・落橋は 1840 年～1859 年に最も多く発生しており，その後は次第に減少する傾向が見られる． 

 

  

表 4.2.3 竣工年別 年代分布 

図 4.2.3 竣工年別 年代分布 

～ 1799 1

1800 ～ 1819 6

1820 ～ 1839 30

1840 ～ 1859 22

1860 ～ 1879 4

1880 ～ 1899 4

1900 ～ 1919 7

1920 ～ 1939 5

1940 ～ 1

不明 31

計 111

竣工年 件数

1 

6 

30 

22 

4 4 

7 
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31 

0
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10

15

20

25

30

35

件
数

表 4.2.4 落橋年別 年代分布 

図 4.2.4 落橋年別 年代分布 

～ 1799 0

1800 ～ 1819 6

1820 ～ 1839 12

1840 ～ 1859 19

1860 ～ 1879 14

1880 ～ 1899 13

1900 ～ 1919 5

1920 ～ 1939 8

1940 ～ 2

不明 1

計 80

件数落橋年
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（5） 事故年：全 111 件中 31件の落橋事例 

 

 

・事故は 1820 年～1859 年に最も多く発生しており，その後も一定数の事故が生じている． 

 

 

（6） 供用期間（落橋）：落橋事例 80 件中供用期間の明確な 60 件 

 
 

・落橋は竣工後 10 年以内の発生件数が最も多く，竣工後の経過年数が長い橋梁では減少する傾向が見られ

る． 

 

  

表 4.2.5 事故年別 年代分布 

図 4.2.5 事故年別 年代分布 

～ 1799 0

1800 ～ 1819 0
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表 4.2.6 供用期間別 年代分布(落橋) 

図 4.2.6 供用期間別 年代分布(落橋) 
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41 ～ 50 0
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61 ～ 70 1
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計 60
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（7） 供用期間（事故）：事故事例 31 件中供用期間の明確な 20 件 

 

・事故は竣工後 10 年以内の発生件数が多く，竣工後 11 年以降の橋梁では発生件数は少ない． 

 

 

（8） 橋種・建設地と竣工年・落橋年・事故年・供用期間毎年代分布のまとめ 

・建設地別の落橋または事故のあった件数は，仏国が最も多く，次いで米国，英国，スコットランドの順

に多い．   

・竣工年別の落橋または事故のあった件数は，1820 年～1859 年に竣工した橋梁が多く，1860 年以降に竣

工した橋梁では減少している． 

・落橋は 1840 年～1859 年をピークとし，その後は次第に減少している． 

・事故は 1820 年～1859 年に多く，その後も一定数の事故が生じている． 

・落橋は竣工後 10 年以内の発生件数が最も多く，竣工後の経過年数が長い橋梁では減少する傾向が見られ

る． 

・事故は竣工後 10 年以内の発生件数が多く，竣工後 11 年以降の橋梁では発生件数は少ない． 

 

落橋および事故事例では，1820 年～1859 年に竣工した橋が多く，1860 年以降に竣工した橋においても

一定数は存在するものの発生件数は大きく減少している．また，供用期間の明確な落橋事例 60 件および事

故事例 20 件では，竣工後 10 年以内に落橋や事故が発生しているケース（約その半数）が多く，竣工後の

経過年数が長い橋梁での発生件数は少ない．これは，当時の設計荷重が曖昧であったと考えられる事，架

構技術上から河川水面上の低位置に架橋されていたであろう事，さらに，吊橋初期の軽床式であった事等

が想定される．また，当時の主材料および製作施工技術の信頼性の低さが影響しているものと思われる． 

  

表 4.2.7 供用期間別 年代分布(事故) 

図 4.2.7 供用期間別 年代分布(事故) 

～ 10 12

11 ～ 20 3

21 ～ 30 1

31 ～ 40 2

41 ～ 50 0

51 ～ 60 1

61 ～ 70 1

71 ～ 80 0

81 ～ 0

計 20
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4．2．2  主索型式別の年代分布 

 

（1） 竣工年 

 

 

・チェーン式で落橋または事故のあった橋梁の竣工年は，1820 年～1839 年に最も多い． 

・ワイヤー式で落橋または事故のあった橋梁の竣工年は，チェーン式より遅れて 1840 年～1859 年に最も

多い． 

・1800 年代初頭のアイバーチェーンの開発後にチェーン式の吊橋の建設数が多く，その後 1830 年頃にス

トランドロープが発明されており，ワイヤー式の吊橋の建設数が増加したものと見られる． 

  

表 4.2.8 主索形式別 竣工年別 年代分布 

図 4.2.8 主索形式別 竣工年別 年代分布 
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～ 1799 1 0 0 0 1

1800 ～ 1819 5 1 0 0 6

1820 ～ 1839 14 9 0 7 30

1840 ～ 1859 6 14 0 2 22

1860 ～ 1879 1 2 0 1 4

1880 ～ 1899 2 0 1 1 4

1900 ～ 1919 0 4 1 2 7

1920 ～ 1939 0 4 1 0 5

1940 ～ 0 0 0 1 1

不明 4 8 0 19 31

計 33 42 3 33 111

竣工年
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（2） 落橋年 

 

 

・チェーン式の吊橋の落橋件数は，1800 年～1859 年に掛けて増加し，その後は減少している． 

・ワイヤー式の吊橋の落橋件数は，チェーン式より遅れて増加し，1860 年～1899 年の落橋件数が多い． 

・チェーン式とワイヤー式の落橋年の分布の違いは，竣工年の相違によるものと見られる． 

  

表 4.2.9 主索形式別 落橋年別 年代分布 

図 4.2.9 主索形式別 落橋年別 年代分布 
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～ 1799 0 0 0 0 0

1800 ～ 1819 5 1 0 0 6

1820 ～ 1839 7 2 0 3 12

1840 ～ 1859 10 5 0 4 19

1860 ～ 1879 2 7 0 5 14

1880 ～ 1899 1 8 1 3 13

1900 ～ 1919 0 3 1 1 5

1920 ～ 1939 1 4 1 2 8

1940 ～ 0 0 0 2 2

不明 0 0 0 1 1

計 26 30 3 21 80

落橋年
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（3） 事故年 

 

 

・チェーン式の吊橋の事故件数は，1820 年～1839 年に多く，その後は減少している． 

・ワイヤー式の吊橋の事故件数は，1820 年～1939 年の期間内に分散して一定数存在する． 

  

表 4.2.10 主索形式別 事故年別 年代分布 

図 4.2.10 主索形式別 事故年別 年代分布 
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～ 1799 0 0 0 0 0

1800 ～ 1819 0 0 0 0 0

1820 ～ 1839 4 3 0 0 7

1840 ～ 1859 1 1 0 8 10

1860 ～ 1879 0 1 0 2 3

1880 ～ 1899 1 2 0 1 4

1900 ～ 1919 0 2 0 0 2

1920 ～ 1939 1 3 0 1 5

1940 ～ 0 0 0 0 0

計 7 12 0 12 31
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（4） 供用期間（落橋）: 落橋事例 80 件中供用期間の明確な 60 件 

 

 

・全体では供用開始から 10 年以内に落橋している橋梁が最も多い． 

・特に，チェーン式では落橋した橋の半数以上が 10 年以内に落橋している． 

・ワイヤー式においても，供用開始から 11～20 年の間に落橋した橋梁が最も多く，落橋した橋の半数以上

が 20 年以内に落橋している． 

 

 

  

表 4.2.11 主索形式別 供用期間別（落橋） 年代分布 

図 4.2.11 主索形式別 供用期間別（落橋） 年代分布 
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61 ～ 70 1 0 0 0 1

71 ～ 80 0 1 0 0 1

81 ～ 1 0 0 0 1

計 24 24 3 9 60
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（竣工年～落橋）
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（5） 供用期間（事故）: 事故事例 31 件中供用期間の明確な 20 件 

 

・事故は，チェーン式およびワイヤー式ともに竣工後 10 年以内に最も多く発生している． 

 

 

  

表 4.2.12 主索形式別 供用期間別（事故） 年代分布 

図 4.2.12 主索形式別 供用期間別（事故） 年代分布 
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21 ～ 30 0 1 0 0 1

31 ～ 40 0 2 0 0 2
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61 ～ 70 0 1 0 0 1
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（6） 主索形式別の年代分布のまとめ 

・主索形式別竣工年の年代分布より，チェーン式は 1820 年～1839 年の建設数が多く，ワイヤー式は 1840

年～1859 年の建設数が多い． 

・主索形式別落橋年の年代分布では，チェーン式は 1800 年～1859 年に掛けて落橋件数が増加し，その後

は減少している．ワイヤー式は 1860 年～1899 年に落橋件数が多い． 

・チェーン式吊橋の事故件数は，1820 年～1839 年に多く，その後は減少している．ワイヤー式は，1820 年

～1839 年の期間内に分散して一定数存在する． 

・落橋は，竣工後 10 年以内のものが最も多く，特にチェーン式では落橋した橋の半数以上が竣工後 1 年以

内に落橋している．ワイヤー式においても，竣工後 11 年～20 年の間に落橋した橋が最も多く，落橋した

橋の半数以上が竣工後 20 年以内に落橋している．  

 

18 世紀に錬鉄が大量生産されるようになり，鉄のチェーンを用いた吊橋が建設されるようになる．そうし

た時代背景の中，チェーン式吊橋は，1820 年～1839 年に多数建設されているが，竣工後 10 年以内に落橋や

事故が多く生じている．1820 年代に入りフランスでは，技術先進国のイギリスに挑戦すべく従来のチェーン

ケーブルに代わりワイヤーケーブルを用いた吊橋が建設され，その後ワイヤー式吊橋が多く建設されている．

そのワイヤー式吊橋においても，落橋や事故は竣工後 20 年以内に多く発生している．この供用年数の違いは，

チェーンが主として鋳鍛鉄や錬鉄を主材料とし，その加工に溶接も用いられていたのに対して，ワイヤーは

その初期から錬鉄や鋼を用いて冷間加工がされていた，主材料と加工技術の品質や精度の違いによるものと

思われる． 

1900 年以降になると，落橋した件数は減少しているものの一定数は存在する．この時期には，たわみ理論

を背景として支間の長大化が進み，桁高が低くスレンダーでねじり剛性の低い吊橋が建設されており，風に

よる振動で落橋に至ったケースも認められる． 
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4．2．3   建設地別の年代分布 

 建設地別に，竣工年･落橋年･事故年･供用期間（落橋･事故）の年代分布を整理し検討する．建設地の分類

では，1802 年から 1940 年代当時のエンジニアリングの世界情勢を考慮して（産業革命から第一次世界大戦

まで），橋を建設したのは技術統治国の技術者であると想定されることから，建設圏毎に分類する． 

 

（1） 竣工年 

 

 

・英国圏で落橋または事故のあった橋梁は，1820 年～1839 年に竣工した橋梁が多い． 

・仏国圏で落橋または事故のあった橋梁は，1820 年～1859 年に竣工した橋梁が多い． 

・米国圏で落橋または事故のあった橋梁の竣工年は，1800 年～1939 年に渡り全体に分布している． 

  

表 4.2.13 建設地別 竣工年別 年代分布 

図 4.2.13 建設地別 竣工年別 年代分布 

件数

英国圏 仏国圏 米国圏 独国 計

～ 1799 1 0 0 0 1

1800 ～ 1819 1 0 5 0 6

1820 ～ 1839 10 18 1 1 30

1840 ～ 1859 4 15 3 0 22

1860 ～ 1879 1 0 3 0 4

1880 ～ 1899 2 0 2 0 4

1900 ～ 1919 0 2 5 0 7

1920 ～ 1939 0 1 4 0 5

1940 ～ 0 0 1 0 1

不明 6 15 10 0 31

計 25 51 34 1 111

※英国圏：スコットランド,カナダ,豪州,インドを含む．

※仏国圏：スイス,チェコスロバキアを含む．

※米国圏：米国×カナダ,米国-カナダ,米国-メキシコ,フィリピン,パナマを含む．
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（2） 落橋年 

 
 

・英国圏で落橋のあった橋梁は，仏国よりも先行して 1840 年～1859 年が最も多く，その後は減少してい

る． 

・仏国圏で落橋のあった橋梁は，1860 年～1879 年にピークを迎え，その後次第に減少している． 

・米国圏で落橋のあった橋梁は，全年代に生じているが，1880 年～1899 年にピークを迎え，仏国よりも遅

れて増加する傾向が見られる． 

  

表 4.2.14 建設地別 落橋年別 年代分布 

図 4.2.14 建設地別 落橋年別 年代分布 

件数

英国圏 仏国圏 米国圏 独国 計

～ 1799 0 0 0 0 0

1800 ～ 1819 2 0 4 0 6

1820 ～ 1839 6 5 1 0 12

1840 ～ 1859 12 7 0 0 19

1860 ～ 1879 2 9 3 0 14

1880 ～ 1899 0 6 7 0 13

1900 ～ 1919 0 2 3 0 5

1920 ～ 1939 0 2 6 0 8

1940 ～ 0 0 2 0 2

不明 0 1 0 0 1

計 22 32 26 0 80

※英国圏：スコットランド,カナダ,豪州,インドを含む．

※仏国圏：スイス,チェコスロバキアを含む．

※米国圏：米国×カナダ,米国-カナダ,米国-メキシコ,フィリピン,パナマを含む．
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（3） 事故年 

 

 

・英国圏で事故のあった橋梁は，1820 年～1839 年に多く，その後の頻度は少ない． 

・仏国圏で事故のあった橋梁は，1840 年～1859 年に最も多く，その後は減少している． 

・米国圏で事故のあった橋梁は，1920 年～1939 年が最も多く，仏国よりも遅れて増加する傾向が見られる． 

 

  

表 4.2.15 建設地別 事故年別 年代分布 

図 4.2.15 建設地別 事故年別 年代分布 

件数

英国圏 仏国圏 米国圏 独国 計

～ 1799 0 0 0 0 0

1800 ～ 1819 0 0 0 0 0

1820 ～ 1839 1 5 0 1 7

1840 ～ 1859 0 10 0 0 10

1860 ～ 1879 0 2 1 0 3

1880 ～ 1899 1 1 2 0 4

1900 ～ 1919 0 1 1 0 2

1920 ～ 1939 1 0 4 0 5

1940 ～ 0 0 0 0 0

計 3 19 8 1 31

※英国圏：スコットランド,カナダ,豪州,インドを含む．

※仏国圏：スイス,チェコスロバキアを含む．

※米国圏：米国×カナダ,米国-カナダ,米国-メキシコ,フィリピン,パナマを含む．
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（4） 供用期間（落橋）: 落橋事例 80 件中供用期間の明確な 60 件 

 

 

・全体では供用開始から 10 年以内に落橋している橋梁が最も多い． 

・米国圏においても，落橋した橋梁の殆どが供用開始から 20 年以内に落橋している． 

 

  

表 4.2.16 建設地別 供用期間別（落橋） 年代分布 

図 4.2.16 建設地別 供用期間別（落橋） 年代分布 

件数

英国圏 仏国圏 米国圏 独国 計

～ 10 10 11 6 0 27

11 ～ 20 5 5 7 0 17

21 ～ 30 0 5 2 0 7

31 ～ 40 0 4 0 0 4

41 ～ 50 0 0 0 0 0

51 ～ 60 0 1 1 0 2

61 ～ 70 1 0 0 0 1

71 ～ 80 0 1 0 0 1

81 ～ 0 0 1 0 1

計 16 27 17 0 60

※英国圏：スコットランド,カナダ,豪州,インドを含む．

※仏国圏：スイス,チェコスロバキアを含む．

※米国圏：米国×カナダ,米国-カナダ,米国-メキシコ,フィリピン,パナマを含む．

供用期間
（竣工年～落橋）
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（5） 供用期間（事故）: 事故事例 31 件中供用期間の明確な 20 件 

 

・いずれの建設地においても，事故は竣工後 10 年以内に最も多く発生している． 

 

 

  

表 4.2.17 建設地別 供用期間別（事故） 年代分布 

図 4.2.17 建設地別 供用期間別（事故） 年代分布 

件数

英国圏 仏国圏 米国圏 独国 計

～ 10 2 4 5 1 12

11 ～ 20 0 2 1 0 3

21 ～ 30 0 0 1 0 1

31 ～ 40 0 2 0 0 2

41 ～ 50 0 0 0 0 0

51 ～ 60 1 0 0 0 1

61 ～ 70 0 1 0 0 1

71 ～ 80 0 0 0 0 0

81 ～ 0 0 0 0 0

計 3 9 7 1 20

※英国圏：スコットランド,カナダ,豪州,インドを含む．

※仏国圏：スイス,チェコスロバキアを含む．

※米国圏：米国×カナダ,米国-カナダ,米国-メキシコ,フィリピン,パナマを含む．

供用期間
（竣工年～事故）

2 
0 0 0 0 1 0 0 0 

4 

2 
0 
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0 
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（6） 建設地別の年代分布のまとめ 

・落橋または事故を生じた橋の竣工年は，仏国圏および英国圏では 1820 年～1859 年に多く，米国圏では

1800 年～1939 年に渡りなだらかに分布している． 

・落橋した年の分布では，英国圏が先行して 1840 年～1859 年の件数が多く，次いで仏国圏では 186 年～

1879 年にピークを迎え，米国圏では 1880 年～1899 年をピークに広く分布している． 

・事故の生じた年の件数は，英国圏は 1820 年～1839 年の件数が多く，仏国圏では 1840 年～1859 年がピー

クとなっている．米国圏では 1860 年以降に発生し，ピークは 1920 年～1939 年となっている． 

・落橋した橋梁は，いずれの建設地においても，供用開始から 10 年以内に多く落橋し，20 年以内に大半が

落橋している． 

・事故についても，いずれの建設地において，竣工後 10 年以内に多く発生している． 

 

落橋または事故を生じた橋の竣工年は，建設地別に整理すると，英国圏，仏国圏は 1820 年～1859 年に多く，

米国圏は全体に平均的に分布している．英国圏，仏国圏では産業革命期に集中する一方で，アメリカでは 1900

年代に支間の長大化が進み，桁高が低くスレンダーな吊橋が数多く建設されていることから，米国圏では，

1900 年代に入っても一定数の落橋や事故が見られ，中には風による振動で落橋に至ったケースもある．それ

以降は落橋の教訓を踏まえ，風による振動の影響を考慮して設計される契機となっている． 

落橋件数では，ワイヤー式吊橋が実用化された仏国圏の事例が多い．これはおそらくフランスにおける土木

技術の成果といえるものであるが，実証的現橋載荷試験の実施と当時仏国圏で多発した洪水よる流出や戦乱

による破壊が影響しているものと思われる.  
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4．2．4   近代吊橋の建設数と推定落橋比率 

現状で，もっとも信頼性の高い 1800 年〜1940 年までの近代吊橋の建設数は 参考文献 9) によると，イギ

リス：63 橋，フランス：216 橋，アメリカ：120 橋，その他ヨーロッパ：64 橋，その他：33 橋，合計 496 橋

である．上記のその他ヨーロッパ：64 橋とその他：33 橋をイギリス：63 橋，フランス：216 橋，アメリカ：

120 橋の割合で割り振ると，各圏の概算建設数は，英国圏：約 80 橋，仏国圏：約 270 橋，米国圏：約 150 橋

と推定される．したがって，各圏の推定建設数に対する落橋比率は，低く見積もっても以下のように推定さ

れる． 

 

落橋比率： 英国圏：約 26%（21 橋／ 80 橋） 

仏国圏：約 12%（32 橋／270 橋） 

米国圏：約 18%（27 橋／150 橋） 

計 ：約 16%（80 橋／500 橋） 

  

 

4．2．5   落橋および事故記録の事故要因毎の対比 

 表 4.1.1（1/4～ 4/4）を落橋および事故の要因ごとに分類した表を表 4.2.18 に示す． 

表 4.2.18 に集計した落橋事例 80 事例と事故事例 31 事例に分類して整理し，落橋および事故事例の要因比

較を行う． 

 

 
 

 

  

表 4.2.18 鋼吊橋落橋事故要因の集計 

落橋 事故

（橋） （橋）

1 自然災害① 風 10 2

2 自然災害② 洪水，高潮，地滑り 9 10

3 人為的災害 火災，戦争，爆破 10 5

4 過載荷重 牛，羊，氷雪，群衆，軍隊列，汽車 26 3

5 載荷試験 竣工前後，維持管理時，修繕後 12 0

6 設計施工ミス 竣工前架設中も含む 6 6

7 劣化・損傷 部材の腐食，疲労 2 3

8 不明 建設中の事例も含む 5 2

計 80 31

No 分類 備考
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（1） 落橋事例 

 

  

図 4.2.19 落橋要因の集計（橋数） 

図 4.2.19 落橋要因の集計（比率） 
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（2） 事故事例 

 

 

図 4.2.21 事故要因の集計（橋数） 

図 4.2.21 事故要因の集計（比率） 
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（3） 落橋事例及と事故事例の要因比較 

 落橋事例 80 件と事故事例 31 件の落橋事故要因毎の対比を行ってその特徴を検討する．図 4.2.22 にその

対比を示す． 

 

 

図 4.2.22 落橋および事故の要因比較 

 

（4） 落橋事例と事故事例および事故要因毎の対比のまとめ 

 以下に，落橋事例と事故事例および事故要因毎の対比のまとめを述べる． 

 

i） 落橋事例 

・自然災害による落橋は，全体の 23%（19 橋）を占める． 

・自然災害による落橋の内，約半数の 12%（10 橋）は風（自然災害①）によるものである． 

・人為的災害による落橋は，全体の 12%（10 橋）を占めるが，火災によるものは 2%（2 橋），戦争・爆破

によるものが 10%（8 橋）と戦災によるものが全体の 10%（8 橋）を占める． 

・過載荷重による落橋が最も多く，全体の 33%（26 橋）を占める． 

・過載荷重に次いで載荷試験による落橋が多く，全体の 15%（12 橋）を占める． 

・設計施工ミスとされる落橋が，全体の 8%（6 橋）存在する． 

・劣化・損傷が原因とされる落橋は全体の 3%（2 橋）存在する． 

 

落橋の要因では，｢過載荷重｣，｢自然災害①(風)｣および｢自然災害②(風以外)｣によるものが全体の 56％

（45 件／80 件）を占めている．これは，当時の設計荷重（活荷重やその分布および衝撃，風や波力などの

面外荷重）が不明確であったことを意味していると思われる．こうした落橋の繰り返しにより，徐々に設

計荷重が規定されてきたと推定される． 

 

ii） 事故事例 

・自然災害による事故は，全体の 39%（12 橋）である． 

・自然災害による事故の内，風によるものは 7%（2 橋）である一方で，洪水・高潮・地滑りと言った他の

原因によるものが 32%（10 橋）を占め，事故の原因として最も多い． 
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・人為的災害による事故は，全体の 16%（5 橋）を占め，その内，火災によるものが 10%（3 橋），戦争・

爆破によるものは 3%（1 橋）である． 

・過載荷重（偏載）による事故は，全体の 10%（3 橋）である． 

・設計施工ミスとされる事故が，全体の 19%（6 橋）を占め，事故の原因として 2 番目に多い． 

・劣化・損傷が原因とされる事故は全体の 10%（3 橋）である． 

 

事故の要因では，「自然災害②(風以外)｣，「設計施工ミス｣および「人為的災害｣によるものが全体の 68％

（21件／31 件）を占めている．これは，落橋に至るほどの損傷をこれらの要因から受けなかった，と考え

るべきであろうと思われる． 

 

これらの落橋および事故要因の検討結果に当時の技術的状況を踏まえると，以下のことがいえる． 

・｢過載荷重｣，｢自然災害①(風)｣が落橋の主要な要因であるが，設計荷重は設計者の判断で決定されてい

たものと思われる． 

・｢設計施工ミス｣ は大半が製作施工技術の未熟や手抜きと不良材料の使用により生じている．極まれに，

特殊な不静定構造の採用やケーブル形状の不具合等設計ミスと思われる事例が存在する． 

・｢劣化・損傷｣は，全５件中４件がケーブルの腐食で，その内３件がワイヤーの腐食（内２件がアンカレ

ッジ内での腐食），他の１件がチェーンの深刻な腐食であった． 

 

iii） 落橋事例及と事故事例の要因比較 

図 4.2.22 の対比から，｢自然災害①(風)｣，｢過載荷重｣および｢載荷試験｣では，事故事例が少なく,これら

の外力に対して冗長性がない，あるいは特定の脆弱性があった，と推定される．｢自然災害②(主として洪

水)｣と｢人為的災害(主として戦火)｣では，受けた被害に対してある程度の耐力があった,と推定される． 
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4．2．6  供用期間の明確な落橋事例 57 件の分類評価  

 

（1） 供用期間の明確な落橋事例 57 件の分類評価 

表 4.2.19 に供用期間の明確な落橋事例 57 橋の分類を示す（落橋事例 80 件中供用期間が明確な事例は 60

件，その内落橋要因が不明な 3 件を除く 57 件を対象とした）．表 4.2.20 では，表 4.2.19 の事例番号と年代

および供用期間の対応表を示す．なお，表 4.2.19，表 4.2.20 の事例番号は参考文献 1) 第Ⅴ章の記録橋梁番

号を示す．赤文字：チェーン式，黒文字：ワイヤー式，青文字：型式不明，＊付きは斜張橋・鋳鉄桁の下フラ

ンジを錬鉄製丸棒でトラス補強した鉄道橋（ケーブルトラス）を示す． 

 

年代および供用期間を考慮した上記の落橋要因毎の特徴を以下に示す． 

「自然災害①」 ：主索型式によらず，竣工後早期に落橋に至っている． 

「自然災害②」 ：上記と同様に主として洪水により早期に落橋に至っている．基礎工の異常によるもの

も含まれる． 

「人為的災害」 ：主として戦火による落橋であるが，40 年近い供用年数の橋がフランスで多いことがわ

かる． 

「過載荷重」  ︰1850 年を境に大きく傾向が分かれている．1850 年以前では竣工時直後の落橋が多く，

1850 年以後では比較的供用期間が長い． 

「載荷試験」  ：｢過載荷重」と同様に，1850 年を境に傾向が異なる．1850 年以前では竣工試験時の落

橋，1850 年以後では検査時の落橋である． 

「設計施工ミス」：材料・構造・施工不良，指示ミスおよび設計ミス等，多種に及んでいる． 

「劣化・損傷」 ：劣化・損傷と断定された落橋事例が非常に少ない． 

 

表 4.2.19 供用期間の明確な落橋 57 橋の分類 

 

 

  

英国圏 6,7 16 9

仏国圏 49

米国圏 111 51 59 82

英国圏 38

仏国圏 53,39 34 103

米国圏 2 88＊

英国圏

仏国圏 44 65 63,62,64

米国圏 57 100

英国圏 69 11,42,15 31,37 46

仏国圏 25,95＊ 47 80

米国圏 3,5 4 93,  101 10 92

英国圏

仏国圏 17,24,32,106＊ 56 61,73,74,75

米国圏

英国圏 36

仏国圏 8 90 81

米国圏 110

英国圏 45＊

仏国圏

米国圏 107

　　　　　　　供用期間

  落橋要因
16〜20年 21〜25年 26〜30年 30年以上

竣工時
（建設中）

0～2年 3〜5年 6〜10年 11〜15年

設計施工ミス

劣化・損傷

自然災害
（風）

自然災害
（風以外）

人為的災害

過載荷重

載荷試験
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表 4.2.20 事例番号（表 4.2.19）と年代および供用期間の対応表 

 

 

  

1800 1850 1900 1950

6 DRYBUGH ABBEY BRIDGE スコットランド 1817 1818 激しい強風

7 UNION BRIDGE 英国 1820 1821 激しい嵐

9 MENAI STRAITS BRIDGE 英国 1826 1839 嵐及び突風

16 MONTROSE BRIDGE スコットランド 1829 1838 ハリケーン

49 ROCHE-BERNARD BRIDGE 仏国 1840 1852 強風により倒壊

51 WHEELING BRIDGE 米国 1849 1854 竜巻により崩壊

59 LEWISTON-QUEENSTON BRIDGE 米国×カナダ 1850 1864 強い嵐で倒壊

82 NIAGARA CLIFTON BRIDGE 米国-カナダ 1869 1889 強風に吹き飛ばされる

111 TACOMA NARROWS BRIDGE 米国 1940 1940 風により崩壊

2 POTOMAC BRIDGE 米国 1807 1810 出水

34 MIRABEAU BRIDGE 仏国 1832 1843 洪水により破壊

38 REGENT'S PARK BRIDGE 英国 1842 1845 支持堤防の緩み（雨による）

39 FOURNEAU BRIDGE 仏国 1836 1846 洪水により橋脚損傷⇒落橋

53 TRES-CASSES BRIDGE 仏国 1851 1858 洪水により破壊

88 RICHMOND BRIDGE 米国 1889 1897 出水で洗い流される

103 VEUREY BRIDGE 仏国 1852 1928 異常な洪水で橋台が流れ崩壊

44 DAMIETTE FOOTBRIDGE 仏国 1837 1848 革命中に破壊

57 NASHVILLE BRIDGE 米国 1850 1861-65 南北戦争で破壊される

62 BRY BRIDGE 仏国 1831 1870 普仏戦争で破壊される

63 ANDELYS BRIDGE 仏国 1837 1870 戦争中に爆破される

64 RIS-ORANGIS BRIDGE 仏国 1831 1870-71 戦争中に破壊される

65 LANGEAIS BRIDGE 仏国 1848 1870 戦争中に破壊される

100 LEHIGH GAP BRIDGE 米国 1826 1926 火災により部分的に破壊

3 SCHUYLKILL FALLS BRIDGE 米国 1809 1811 牛の群れ

4 　″ 米国 1811 1816 氷と雪の重み

5 　″ 米国 1816 1816 氷と雪の重み

10 ESSEX-MERRIMAC BRIDGE 米国 1810 1827 牛６頭馬２頭のワゴン

11 YORK RIVER BRIDGE 英国 1830 1830 多数の牛

15 BROUGHTON BRIDGE 英国 1829 1831 軍団の行進

25 CORBIERRES BRIDGE スイス 1838 1838 列車＋大勢の乗客

31 TEES BRIDGE 英国 1830 1841 鉄道供用により崩壊

37 YARMOUTH BRIDGE 英国 1832 1845 群衆の偏載によりチェーン破断

42 JINGURUTCHY BRIDGE インド 1846 1846 開通記念の群衆によって落橋

46 BALLOCK FERRY BRIDGE スコットランド 1832 1850 羊の群れ

47 BASSE-CHAINE BRIDGE 仏国 1839 1850 行進する軍隊により崩壊

69 BOATFORD BRIDGE スコットランド 1871 1871 開通式の群衆で落橋

80 OSTRAU BRIDGE チェ コスロバキア 1851 1886 軍団の通行時に落橋

92 LOVELL STREET BRIDGE 米国 1852 1904 氷雪の重みにより落橋

93 KELSO BRIDGE 米国 1905 1923 ケーブルアンカー付近で破断

95 LA CASSAGNE RAILWAY BRIDGE 仏国 1908 1910 列車走行中に倒壊

101 WHITEVILLE BRIDGE 米国 1913 1925or6 群衆下で落橋

17 LONGUES BRIDGE 仏国 1832 1832 予備載荷試験

24 GIVORS BRIDGE 仏国 1836 1836 鉄部材の欠陥部が破損落橋

32 SURESNES BRIDGE 仏国 1841 1841 予備試験;石積みの欠陥で崩落

56 MIRABEL BRIDGE 仏国 1843 1861 試験中に落橋

61 CASTELMORON BRIDGE 仏国 1841 1869 点検強度試験で倒壊

73 CAIMONT BRIDGE 仏国 1852 1880 点検強度試験で落橋

74 MAURIN BRIDGE 仏国 1851 1881 点検強度試験で落橋

75 RAYNE BRIDGE 仏国 1851 1881 点検強度試験で落橋

106 ISLE RIVER BRIDGE 仏国 1931 1931 試験トラックが吊具に衝突

8 PONT DES INVALIDES 仏国 1826 1826 アンカー橋台崩壊

36 BALLAE KHAL BRIDGE インド 1844 1844 変更事項の請負業者の判断ミス

81 BEAUCAIRE BRIDGE 仏国 1828 1887 1つの径間の橋床が崩壊

90 CELESTIAL GLOBE CO. BRIDGE 仏国 1900 1900 完成後１週間で落橋

110 BROWN FORD BRIDGE 米国 1915 1940 修理中に崩壊

45 MEIKLEWOOD BRIDGE スコットランド 1831 1848 主材料木材の腐敗

107 RIO GRANDE BRIDGE 米国-メキシコ 1926 1939 アンカレッジ内ケーブルの電解腐蝕
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（2） 落橋までの供用期間毎の落橋要因 

落橋までの供用期間毎の落橋要因の特徴を検討する．表 4.2.21，図 4.2.23 に落橋までの供用期間と落橋

要因の件数分布を示す． 

 

表 4.2.21 落橋までの供用期間毎の落橋要因 

 

 

 

図 4.2.23 落橋までの供用期間毎の落橋要因 

 

  表 4.2.21，図 4.2.23 では，落橋までの供用期間を竣工時，10 年，20 年，30 年および 30 年以上で分類

し，落橋要因を｢自然災害｣，｢人為的災害｣，｢過載荷重｣，｢載荷試験｣，｢設計施工ミス｣，｢劣化・損傷｣の 6

種類に分類した． 

  ここでは，｢自然災害｣は自然災害①＋自然災害②を示す．また，｢人為的災害｣を広義に捉え過載荷重や

載荷試験を含めて考えると， 

・ 供用期間に因らず，｢自然災害｣と｢人為的災害｣の占める割合は全体の 88%と約 9 割を占める． 

・ 落橋の事例は，供用開始から 20 年以内に 75%と約 8 割が発生している． 

・ 供用 20 年を経過すると，人為的災害（殆どが戦火）を除いて劣化や設計ミスによる落橋の兆候が現れ 

る． 

 

 

  

竣工時 0～10年 10～20年 20～30年 30年以上

自然災害 0 10 5 0 1 16

人為的災害 0 0 2 1 4 7 50

過載荷重 1 8 7 0 2 18 (88%)

載荷試験 4 0 1 4 0 9

設計施工ミス 1 2 0 1 1 5 7

劣化・損傷 0 0 2 0 0 2 (12%)

6 20 17 6 8 57
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（3） 落橋および事故事例から見た近代吊橋の特徴 

以上の分類結果から得られた近代吊橋の特徴を以下に示す． 

a) 初期のチェーン式吊橋は，イギリス発祥の吊構造であり，「4-2-2 主索形式別の年代分布」で整理したよう

に，落橋は竣工後 10 年以内に多く発生している．また，主にチェーン式吊橋が建設されたイギリス圏の

落橋比率は約 26%と推定され，非常に信頼性の低い構造であった．この要因は，①主索に用いられたリン

クやアイバーによるチェーンの材料品質や加工技術のばらつき，②無補剛の橋床の不安定性，によるもの

であった．その結果，冗長性に乏しく供用後早期の風，洪水および過載荷重による落橋が多い． 

b) ワイヤー式吊橋は，フランスで開発されアメリカで発展を遂げた吊構造であり，「4-2-2 主索形式別の年代

分布」で整理したように，落橋は竣工後 20 年以内に多く発生している．また，主にワイヤー式吊橋が建

設されたフランス圏の落橋比率は約 12%，アメリカ圏の落橋比率は約 18%と推定され，チェーン式と比べ

信頼性が高い構造であった．この要因は，錬鉄製ワイヤーの加工技術の発展に負うところが大きい．その

一方で，ワイヤー定着具は品質が低く脆弱な構造であった．橋床構造は米国において補剛吊橋として完成

されるが，それ以前は依然として無補剛の不安定な構造であった． 

c) 「載荷試験」は，主にフランスにおいて行われた通常荷重による実橋載荷試験である．竣工時の他には，

供用開始から 20～30 年経過後の載荷試験で多くの落橋が見られ，その供用期間の長さが目を引く． 

d) 「設計施工ミス」は，下部工の石積不良が多く何らかの事故を招いている．一方上部工の不具合では，致

命的なものが多く，事例件数は少ないがそのほとんど全てが落橋している．当時では原因特定は困難であ

ったと思われる． 

e) 「劣化・損傷」は，そのほとんどが腐食である．事故事例では，ワイヤーの腐食がその原因と認識されて

いる． 
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4．3  考察 

近代吊橋は 100 年を要し脆弱な構造から冗長性を有する構造へ発展した．落橋および事故記録 111 件は，

この間の発展の歴史を如実に表している．ここから得られた近代吊橋史の特徴から，高齢化橋梁の維持管理

に有用な知見を，以下に考察する． 

 

4．3．1  現代橋梁と近代吊橋の落橋要因分布比較   

米国の道路橋の集計では，1989 年〜2000 年の 12 年間で 503 橋の落橋事故（以下【503 落橋事例】）が発生

している．また，世界や過去を含む現在の鋼橋落橋事故原因分析結果 350 事例（以下【落橋 350 事例】）も紹

介されている 10)．これらの落橋要因分布と，本事例【近代吊橋 111 事例】との比較を図 4.3.1 に示す． 

 

 

図 4.3.1 落橋要因の比較 

 

図 4.3.1 では，各分類の落橋要因種別が異なるため以下のように落橋要因を『自然災害』，『人為的災害』，

『劣化』，『設計構造欠陥』の 4 種類に再配分した． 

 

以下に，【503 落橋事例】10)，【落橋 350 事例】10)，および【近代吊橋 111 事例】の落橋要因の再配分方法に

ついて補足する．なお，再分配前の落橋要因を，それぞれ「」で記述する． 

【503 橋落橋事例】： 

『自然災害』283 件；｢洪水と基礎｣266 件＋｢地震｣17 件, 『人為的災害』119 件；｢船舶･車両衝突｣59 件＋

｢火災｣16 件＋｢過積載｣44 件，『劣化』43 件；「劣化」43 件，『設計構造欠陥』8 件；｢設計ミス･構造欠陥(疲

労)｣8 件，また, ｢架設中｣13 件および｢その他｣37 件を除外して,合計 453 件で分類． 

【落橋 350 事例】： 

『自然災害』57 件；｢洗掘｣57 件，『人為的災害』80 件；｢船舶車両衝突＋過積載｣80 件，『劣化』11 件；「劣

化」11 件，『設計構造欠陥』57 件；「設計・構造欠陥」57 件，また，｢架設中｣23 件は除外して，205 件で分

類．差分の 122 件は事故事例と思われる．この分類では洪水や地震といった外力による落橋を除いて分類

している，と参考文献 10)では述べている． 

【近代吊橋 111 事例】（80 件の落橋事例集計）： 

『自然災害』；｢自然災害①｣10 件＋｢自然災害②｣9 件，『人為的災害』；｢人為的災害｣10 件＋｢過載荷重｣26
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件＋｢載荷試験｣12 件，『劣化』；｢劣化・損傷｣2 件，『設計構造欠陥』は｢設計施工ミス｣6 件，「不明」5 件は

除外して，75 件で分類． 

 

図 4.3.1 の落橋要因の比較により，以下のことが推定される． 

・『自然災害』では，【落橋 350 事例】に洪水や地震による落橋を考慮したとすると，おそらく 57 件の倍近 

くの事例数に達すると思われる．  

・『劣化』では，【503落橋事例】で再配分前の落橋原因種別，「劣化」43件が非常に多いが「設計ミス･構造

欠陥(疲労) 」8件に疲労と明記されているため，再配分後の3事例ともに『劣化』要因は概ね腐食と推定す

るのが妥当と考えられる．また，【落橋350事例】には過去の事例が含まれているため，【近代吊橋111事

例】の比率に近いと考えられる．  

・『設計構造欠陥』では，【落橋 350 事例】に分類された事例数が異常に多いが，洪水や地震等による落橋の 

真の原因として｢設計構造欠陥｣に分類されていると推定される． 

これらのことから，概ね 3 つの分布は類似しているが特徴的な違いは， 

a)【近代吊橋 111 事例】の『自然災害』による落橋が予想外に少ない． 

b)【503 落橋事例】の『劣化』による落橋が多い. 

ことである． 

また，比較可能な【503落橋事例】の年間落橋確率6.7×10−5（参考文献10)）と，【近代吊橋111事例】の年間

落橋確率1.2×10−3（落橋80橋／推定建設数496橋÷落橋記録期間139年）を比較すると，現代橋梁は近代吊橋の

200（≒179 = 1.2×10−3／(6.7×10−5)）倍近く安全であると推定される． 

 

 

4．3．2  落橋に至る主たる原因と現代の老朽化橋梁の維持管理に有用とみられる知見 

近代吊橋は，初期の斜張橋形式を経て，その構造が完成したであろう，1820 年代のチェーン式吊橋，1850

年代のワイヤー式吊橋，1880 年代の補剛吊橋と発展を遂げてきた．その過程における落橋記録の評価検討か

ら得られた，近代吊橋の特徴から見出だされる落橋に至る主たる原因と，現代の老朽化橋梁の維持管理に有

用とみられる知見を以下に述べる． 

a) チェーン式吊橋は，落橋要因の「自然災害①」や「過載荷重」より，竣工時や早期に未知の外力や想定外

の外力とその衝撃により欠陥の多いチェーンが破損し崩壊に至った．チェーン式吊橋は，主構造部材に，

信頼性の低い部材が引張材として用いられた，構造破壊し易い構造の典型的な例といえる．現代橋梁で

は，キングポストトラス，シングルケーブル方式の斜張橋がこれに該当するであろう．また，デザイン性

を重視するあまりに，構造安定性を軽視した構造や未完成の構造系を用いた構造，同様に戦後の中古材

を使用した構造は，構造破壊し易い構造として留意すべきである． 

b) ワイヤー式吊橋は，主部材であるワイヤーの一部の破損（定着部の欠陥やその近傍のワイヤーの腐食）に

より崩壊し易い構造であった．チェーン式吊橋より信頼性は高かったといえるが，引張部材である主部

材を構成する一部の部材の破損が構造全体の崩壊を招き易い構造の典型的な例といえる．現代橋梁では，

吊床版橋，吊り桁を有する構造および保守されていない中小吊橋が該当するであろう．  

c) 補剛吊橋への発展により，1880 年以後近代吊橋の落橋が激減する．橋床の補剛は，面外外力による不安

定性や形状保持に対して有効であった．無補剛吊橋は橋床の形状保持に弱い構造であったが，同様に面

外力やねじりに弱い構造の現代橋梁としては，細長比の小さい 2 主桁橋，曲率の小さい曲線橋や支点配

置の不良に伴う面外不安定性を生じる構造などがあげられる． 

d) 落橋要因の分類「自然災害②」では，落橋事例 9 件，事故事例 10 件中その大半が洪水によるものである．

洪水の規模に応じて下部工の被災程度が異なることは当然であるが，上部工である近代吊橋の橋軸直角
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方向の外力には，ある程度の余耐力があったと推定される．一方，下部工の変状は上部工に致命的な損傷

を及ぼす可能性があり，特に注意を要する．下部工の流失に伴う上部工崩壊はもちろんのことであるが，

水平反力を失うようなアーチ橋（自定式を除く）の場合は，現代橋梁においても外力により不安定となる

構造として留意するべきである． 

e)  フランスで建造されたワイヤー式吊橋では，ある行政区で 1833 年から 1845 年までに架けられた 6 橋の

吊橋を毎年検査するために継続的に監視され，6 橋中 4 橋が載荷試験により落橋した（1880 年頃）．「こ

の原因は，事前に見つけることができなかったワイヤーの酸化が原因で試験中に落橋した」と参考文献

1) で記録されている．これは，まさに維持管理そのものであるが，落橋までの供用年数を考慮すると長

寿命化への努力がされていたものと覗える．現代橋梁においても，適切に維持管理されれば長寿命化で

きるという教訓ではなかろうか． 

f)  落橋要因の分類｢設計施工ミス」では，構造破壊，不良な材料の使用，手抜き工事等が挙げられている．

ここで，上記の「不良な材料の使用」は，落橋要因の「過載荷重」で，その真の原因にチェーンのリンク

やアイバーおよびその止具の破断や破損が 7 件含まれている．過載荷重による落橋が設計荷重以内であ

ったのか，そうでないのか判断に迷うところである．ただし，当時の加工技術を考慮すると，チェーンは

非常に信頼性の乏しい材料であったことは明白である．故に，引張部材である主部材の欠陥が如何に危

険であるかを示している．現代橋梁においても，引張部材が主部材に用いられた構造の主部材の欠陥（特

に添接部や溶接部の欠陥），その支持具や止め具の欠陥は，同様に危険であるといえる． 

g)  落橋要因の分類「劣化・損傷」では，落橋事例としては，一種の吊床版橋に似た木床版の腐敗（目視でき

る）とアンカレッジ内ケーブルの腐食（目視できない）である．一方事故事例では，1880 年前後にアン

カレッジ内外のケーブル腐食が認識され修繕されている．また，落橋要因の「過載荷重」においても，

1850 年代にフランスで，1900 年代にアメリカで，その主たる落橋原因がワイヤーケーブルの腐食である

と断定されている．以上のことから，竣工後 10 年程でのワイヤーの腐食の危険性が，既に 1850 年代か

ら認識されていたようである．特に目視できない細部構造の主部材の腐食が危険であるといえる．現代

橋梁においても，目視できない密閉部や狭隘部を有した細部構造を有する構造が多く見受けられるが，

特に引張力を受ける場合のその部位の腐食は危険である． 

h)  ｢落橋要因分布比較」からは，概算ではあるが，その安全性を，チェーン式吊橋を 1とすると，ワイヤー

式吊橋は約 2 倍，現代橋梁は約 200 倍近く安全といえる．これは正に設計製作施工技術の品質や精度が

飛躍的に向上した結果であろう．また，現代では過酷な建設環境や温暖化の影響での「自然災害」による

落橋が増加し，劣化や損傷の発見およびその耐久性への影響度合いを検証する技術は進歩したが，目視

できない主部材の「劣化」による落橋が増加している，と推察される． 
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4．4  まとめ 

参考文献 1) の約 140 年間に及ぶ近代吊橋の事故の軌跡は，完成された構造としての近代吊橋への発展の歴

史を示すものであった．そして，その発展過程における構造形態によって引き起こされた落橋事例は，落橋

に至る真の原因を示唆しているといえる．この落橋に至る真の原因は，特に我が国の現代の高齢化橋梁を対

象とした場合に，その約 3 割以上を占めると思われる建設年時不明の橋梁から高度成長期までに建設された

橋梁において，極めて類似性が高いと考えられる．落橋を予測するという観点から，現代の高齢化橋梁の維

持管理に有用に活かせるものと思われる． 

 

表 4.4.1 落橋に至る主たる原因と現代の高齢化橋梁での事例 

 

 

 

表 4.4.1 に，落橋に至る主たる原因と現代の高齢化橋梁での事例を示し，解説を述べる． 

 

○構造破壊し易い構造 

  吊橋発展途上のチェーン吊橋は，主部材に用いられたチェーンの信頼性の乏しさから，非常に構造破壊し

易い構造であったといえる．構造破壊は，主としてこのような信頼性の乏しい主部材の使用（例えば，戦後

の中古材を使用した構造）や完成される途上の未完成の構造系（あるいは冗長性のない構造）を用いたこと

により生じている．現代橋梁では，設計上の配慮に欠けた構造（面外の形状保持に弱い構造や想定外の外力

により不安定となる構造）や景観デザインのみを重視した構造などが，該当するであろう． 

以下に「現代の高齢化橋梁での事例」の具体例を整理する． 

 

・冗長性のない構造（あるいは未完成の構造系を用いた構造）： 

  ⇒キングポストトラス・シングルケーブル方式の斜張橋等 

 ・面外の形状保持に弱い構造： 

  ⇒細長比の小さい２主桁橋・曲率の小さい曲線桁橋・支点配置の不良に伴う面外不安定性 

を生じる構造等 

 ・外力により不安定になる構造： 

  ⇒水平支持力を喪失したアーチ構造（自定式を除く）等 

落橋に至る主たる原因 現代の高齢化橋梁での事例

　冗長性のない構造

　面外の形状保持に弱い構造

　外力により不安定になる構造

　景観デザイン性のみ重視した橋梁

　戦後の中古材を使用した構造

　ケーブルを用いた構造

　吊桁を有する構造

　主構造（連結部を含む）の欠陥

　主構造の支持具や止具の欠陥

　腐食しやすい細部構造

 構造破壊し易い構造

 主構造の一部の破損が崩壊を招き易い構造

 主構造の欠陥と腐食
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 ・景観デザイン性を重視した構造： 

      ⇒主要部材の交換ができないケーブル段数の少ない斜張橋等  

・戦後の中古材を使用した構造： 

     ⇒中小吊橋のケーブル部材・中小鋼桁橋の主形鋼部材等  

 

○主構造の一部の破損が崩壊を招き易い構造 

同様に発展途上であったワイヤー式吊橋は，主部材であるワイヤー止具の欠陥により崩壊を招き易い構造

であった．このような引張部材である主部材の一部の破損により崩壊を招き易い構造は FCB(fracture critical  

bridge)とも呼ばれ，FHWA マニュアル等では 1980 年〜2000 年にかけて，２主桁の吊径間・アイバートラス・ 

吊橋・タイドアーチ・鋼製橋脚天端等がリストアップされていた．この背景は，米国において 1980 年前後に 

疲労亀裂による事故が多発していたことによる．我が国の高齢化橋梁においては，ケーブルを用いた構造や 

吊桁を有する構造が該当するであろう． 

以下に「現代の高齢化橋梁での事例」の具体例を示す． 

 

 ・ケーブルを用いた構造： 

       ⇒中小吊橋・中小斜張橋・吊床版橋等  

 ・吊桁を有する構造： 

       ⇒ゲルバー桁・ゲルバートラス  

 

○主構造の欠陥と腐食 

主構造（連結部を含む）の欠陥，主構造の支持具や止具の欠陥，および腐食し易い細部構造の 3 つに分類

される． 

以下に「現代の高齢化橋梁での事例」の具体例を示す． 

 

・主構造（連結部を含む）の欠陥： 

      ⇒タイドアーチ等のタイ部材に見られるような連結部不具合，特に溶接部の疲労破壊（既 

に様々な対策がされている）等 

・主構造の支持具や止具の欠陥： 

      ⇒現代ではこの支持具や止具の欠陥は極稀であろうが，設計ミスと考えられる部材同士の 

干渉，支承の機能不全，ケーブル定着部の劣化等があげられる． 

 ・腐食し易い細部構造： 

       ⇒目視できない密閉部や狭隘部を有した細部構造を有する構造（すき間腐食，異種金属接 

触腐食，ワイヤーの孔食等） 

  

アメリカでは 2007 年 8 月の I-35W ミシシッピー川橋梁の崩壊を受けて FCM（Fracture Critical Member : 破

断すると橋梁の崩壊や機能不全を招く引張部材）の管理への関心が高まっている．と参考文献 10) では述べ

ている．我が国においても，落橋予測の観点から我が国の高齢化橋梁の現状に応じた，同様の取り組みが必

要である．現代の高齢化橋梁の維持管理において，その確実性と信頼性を向上させる上で，落橋に至る主た

る原因とその事例を示すことは，非常に有用と思われる． 

 

 

最後に，「自然災害②」の主として洪水による落橋および事故では，下部工の損傷による事故事例が多かっ
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た．我が国の中小橋梁の落橋や機能不全は，特に下部工の変状に起因するものが多いと考えられる. したがっ

て，中小橋梁の落橋の予兆を探るために以下の点に留意するべきである． 

 

・道路中心線，地覆外縁線のズレ 

・高欄の通り，変形 

・伸縮継手近傍の段差，ズレ  

・車両通行時の異音 

 

さらに，以下の調査が可能であれば望ましい． 

・橋梁からのキレツ音の聞き取り 

・重量車両通行の適宜適切な調査 

 

一般的に，ケーブルが破断する際にはかなり大きなキレツ音が生じる．実際にコンクリートで被覆された

主斜材（コンクリート桁を，コンクリートで被覆したケーブルで斜吊りした構造）のケーブルが破断して落

橋する以前に，夜中にキレツが響いていたという住民の証言もあるようである．ケーブルは一般的には撚り

線が用いられているため，その破断の際には幸いにその一本一本が破断する毎にキレツ音が生じている．こ

れは予兆として重要視するべきである． 

重量車通行の適宜適切な調査は，疲労破壊予防を目的としている．ここでは特に地方道の中小橋梁で疲労

に敏感な支間 30ｍ前後の単純および連続の鋼桁橋を対象としている．重量車通行頻度の高い（或いは一時的

に通行頻度の高まる）路線の橋梁では，留意するべきである． 

 

本検討では，落橋に至る主たる原因と事例を示したが，今後現代の我が国の高齢化橋梁を例にした具体的

な「落橋に至る主たる原因」の事例を明示していきたい． 
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第 5 章  橋の冗長性（Redundancy）について 

 

5．1  橋の冗長性の定義 10) 

AASHTO LRFD 11) では，以下のように Redundancy（冗長性）と FCM（Fracture Critical Member：重要破壊

部材）を定義している． 

  Redundancy：橋が損傷状態において設計上の機能を維持できる性能 

 FCM：破壊すると橋の崩壊や機能不全を招く引張部材 

 

冗長性に欠ける部材としては， 

 ・FCM 

 ・下部構造 

 ・圧縮部材で崩壊を招く恐れがあるもの 

 ・鋼材以外の部材 

 

が定義されている． 

また，冗長性に関しては参考文献 12) で，以下の項目があげられている． 

 ・内的冗長性（Internal redundancy） 

  ・構造冗長性（Structural redundancy） 

 ・荷重経路冗長性（Load-path redundancy） 

 

これらは，理解が難しい内容であるため，その説明も記載しておく． 

 ・内的冗長性：部材冗長性とも呼ばれる．部材が複数の要素からなり，一つの要素の破壊が他の要素に

波及しない部材が有する冗長性． 

例）桁が破壊しても床版は破壊しない床版構造や，リベットあるいはボルトによる集成部材，橋軸方

向にボルト接合された箱断面などや，桁の引張部位に連続鋼板を設置した鈑桁． 

 

  ・構造冗長性：連続桁に典型的に見られる外部的な構造不静定． 

  ・荷重経路冗長性：３主桁以上の橋で見られる内部的な構造不静定 

 

橋の冗長性とは，「橋が損傷状態において設計上の機能を維持できる性能」という定義であった．したがっ

て，ある部材が損傷した後の橋梁全体に要求される耐荷性能を，参考文献 13) では以下のように定めている．  

  

      D         ：軽微な損傷 

      D+0〜 0 .5L：重大な機能障害 

        D+0.5L 以上：落橋･崩壊 

 

5．2  落橋事例と事故事例 

冗長性の定義によると本検討で検討対象となるのは，落橋しなかった事故事例ということになる． 

事故事例では，落橋を回避するための様々な対策が取られるが，この「冗長性」の定義はそうした場合には，

非常に有益であろう．また，特殊な例ではあるが，ある部材が損傷または破断した後に落橋しなかった例で
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は，その殆どが設計上抵抗断面に考慮されていない床版等の剛性が寄与して落橋を免れている．これは，冗

長性議論の対象の内的冗長性や荷重経路冗長性が高い構造といえる． 

 

一方，落橋事例では想定外の外力により弱点がまず損傷し，それにより突然崩壊している例が多い．この

弱点は，認識されていなかった主材料やその接続具の欠陥や劣化，構造設計や施工の瑕疵による構造自体の

不具合といえる．いわば冗長性を検討する余地はない． 

 

ここで，現代の落橋事故に当てはめてみると，その大多数（約８割前後）が自然災害や不可抗力といえる

人為的災害により落橋しているが，劣化や設計構造欠陥が主因と分類された，おそらく常時荷重により供用

時に落橋したと思われる事例の比率が増加していることが注目される． 

｢劣化｣は目視し辛い主構造や細部構造の腐食，｢設計構造欠陥｣は定義が不明確であるが，構造設計上の不

具合，部材干渉，疲労損傷や複雑な溶接細部構造，の増加が起因しているものと思われる. 

 

橋の維持管理では，｢劣化や損傷が進んだら落橋するのではないのか｣，｢どの位の重さの車両まで通せるの

か｣，｢いつ建設されたか記録はないが，何を目安に安全と判断したら良いのか｣等,部材の損傷や破断には至っ

ていないが落橋するのではないかという，むしろ落橋予測に重点が置かれているのではなかろうか．こうし

た要望に応えるべく，突然の落橋を回避する方策を提示するべきと思われる． 

 

5．3  FCB および FCM について 

ここで参考となるのは，参考文献 10) pp.94-95 表 4-2-1 にある FCB の分類例である（FCB：Fracture Critical 

Bridge）．ここでは，２主桁の吊桁，トラス構造のアイバートラス，吊橋の内チェーン式吊橋，タイ･アーチ

（tied-arch と思われる）のリベット止めおよび溶接タイ箱桁等があげられている．また，AASHTO の定義で

は，冗長性に欠ける部材として，FCM，下部構造，圧縮部材で崩壊を招く恐れがあるものおよび鋼材以外の

部材が定義されている． 

この維持管理上の定義から，本来 FCM は破断危険部材，FCB は破断危険橋梁と訳すべきではなかろうか．

ともかくこれらは，破断すると落橋に至る部材，破断すると落橋に至る部材を有する橋である． 

したがって，落橋し易い橋梁形式とその留意すべき部材を表しているといえる．以上に分類された FCB およ

び FCM を分かり易く説明しておくことは，維持管理に役立つのではなかろうか． 

 

・２ 主 桁 の 吊 桁：２主構構造と考えるべきであるが，そもそも吊桁の引張支持部材が破断した場合，あ

るいは受桁支持点近傍の部材が損傷し破断した場合には直ちに落橋に至る．２主桁と

定義されているのは，床版による冗長性が活かされない構造である場合では，多主桁

に比べて一つの支点の破壊による崩壊のリスクが高いと考えるべきであろう． 

・アイバートラス：トラス初期の引張側下弦材にアイバーを用いた構造．アイバーのアイやピンの欠陥に

よる破断により落橋に至る可能性が高い． 

・チ ェ ー ン 吊 橋：吊橋初期の主ケーブルにリンクおよびアイバーを用いた構造．これらの欠陥による破

断により落橋に至る可能性が高い． 

・タ イ ド ア ー チ：アーチ支点に生じる水平反力を相殺するためにアーチの両支点をタイで繋いだ構造．

タイドアーチは下路橋として採用され，タイである下弦材は箱桁断面が引張部材とし

て多く採用されている．このリベットや溶接で構成された箱桁の欠陥部が破断すると

直ちに落橋にいたることは容易に想像がつく． 
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・下  部  構  造: 下部工底版や基礎の洗掘等による沈下･滑動･回転および何らかの変動による地耐力の

低下，この場合上部構造は崩壊や流失が想定される．上部構造の損壊や沈下に収まっ

たとしても交通の供用は難しいであろう．特に，アーチ基礎の場合には水平地耐力の

低下によりアーチ崩壊の恐れがある. 

・圧縮部材で崩壊の恐れがあるもの：下部工脚柱の座屈や圧潰（主として地震による鉛直力），トラスやア

ーチの圧縮部材および桁のフランジ･ウェブ圧縮域の座屈（架設中の落橋･事故が殆ど

と思われる）．２主鈑桁の横倒れ座屈等が考えられるが，我が国では床版の剛性寄与

により事例は少ないであろう． 

・鋼材以外の部材：これは，設計上考慮していなかったが，引張力が働く鋼材以外の部材と考えるべきで

あろう．現代では事例は少ないと思われるが，例えば，構造形態の発展途上にあった

近代吊橋において，主索バックスティがタワー直下の石積橋脚に定着された構造での，

定着部背面の引張に伴う石積みの亀裂による吊橋の崩壊等の例がある． 

 

 

 

追記：参考文献 14) の 3. 2 の「（3）台湾の南方澳跨港大橋［鋼タイドアーチ，橋長 140ｍ，斜材 13本］（2019 

年 10 月落橋，1998 年竣工）」の記述内容の反省 

 

「ケーブル斜材の上弦材側定着点近傍が過度の腐食状態にあった場合には，上端側からの連鎖的な破断は十

分説明可能であろう」と記述していたが，タイドアーチという構造形式から本橋が構造破壊を起こし易い構

造形式であることを見逃していた． 

もう一つの考えられる落橋原因は，床版下にある引張部材である１箱桁の下弦材が過積載車両により破断

し，その衝撃により腐食していた吊りケーブル材が連鎖的に破断した可能性である．このタイ材である下弦

材は，アーチ上弦材を床版面に投影した平面形状で，その Y 型の分岐点はアーチ上弦材の分岐点のほぼ同じ

鉛直線上にあり，支点上で連結された端部が端横桁で結合されていた．ケーブルと同様に劣悪な環境におい

て主桁（特に連結部，ボルト添接か溶接であるかは不明）に腐食が進行していたか，あるいは連結に何らか

の不具合が生じていたとも推察される. 
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